
 

 

2023 年 1 月 6 日 
 
各  位 
 

上場会社名 フ ジ テ ッ ク 株 式 会 社 
代表者 代表取締役社長 岡田 隆夫 
（コード番号 ６４０６） 
問合せ先責任者

（TEL 

取締役専務執行役員財務本部長 土畑 雅志 

072‐622‐8151） 
 
 

株主による臨時株主総会の招集請求に関する議案の一部撤回及び招集の理由の変更 

並びに議案通知請求の撤回及び再請求に係る再三の書面受領のお知らせ 

 

 

当社は、2022 年 12 月 26 日付「株主による臨時株主総会の招集請求に関する議案の一部撤回及び招

集の理由の変更並びに議案通知請求の撤回及び再請求に係る書面受領のお知らせ」において、2022 年

12 月 22 日、Oasis Japan Strategic Fund Ltd.（以下「当社株主」といいます。）より、当初、同年 12 月 5 日付

でなされた当社株主による臨時株主総会招集請求（以下「本請求」といいます。）に関する議案の一部撤回

等に関する書面を受領した旨を開示しておりましたが、その後、当社株主より、以下のとおり、三度にわたり

本請求に関する社外取締役候補者の辞退による議案の一部撤回を含む修正に係る書面を受領しておりま

す。 

 

請求（変更回数） 書面日付 受領日 開示日 内容 

当初請求 2022/12/1 2022/12/5 2022/12/6 臨時株主総会招集請求 

第１次修正 2022/12/20 2022/12/22 2022/12/26 

議案の一部撤回及び招集の理由の

変更等（深田しおり氏の辞退、嶋田

亜子氏の候補者追加を含む） 

第２次修正 2022/12/27 2022/12/28 

2023/1/6 

（本開示） 

招集の理由の変更等 

第３次修正 2022/12/29 2022/12/31 
議案の一部撤回及び招集の理由の

変更等（金子裕子氏の辞退を含む） 

第４次修正 2022/１2/29 2023/１/4 招集の理由の記載の変更 

 

第２次修正、第３次修正及び第４次修正について、下記のとおりお知らせいたします。なお、別紙①にお

いて当社株主による提案についての変遷を一覧にしておりますのでご参照ください。詳細は下記のとおり

ですが、本件につきましては、当社株主から本請求後間もなく複数回にわたり株主総会の目的事項及び

招集の理由の重大な変更がなされ、社外取締役候補者の２名の辞退を含む変更について何ら具体的な

理由の説明がなされない経緯に照らすと、当社としては、当社株主による本臨時総会招請求が真摯に検

討された上でなされたものか疑問を感じずにはいられません。 

記 

 

1. 第２次修正（2022 年 12 月 27 日付書面）の概要 

（1） 株主総会の目的事項の修正 

株主総会の目的事項の修正はありません。 

 

（2） 招集の理由の修正 

当社株主より、株主総会の目的事項に係る第１号議案及び第２号議案について、招集の理由が一部



 

 

修正されております。修正内容は、2022 年 12 月 28 日に当社株主より受領した書面を原文のまま別紙

②として添付しておりますので、ご参照ください。 

 

（3） 議案通知請求の撤回及び再請求 

当社株主より、第２次修正に伴い、議案通知請求が撤回され、第２次修正後の議案に係る議案通知

請求がなされております。 

 

2. 第３次修正（2022 年 12 月 29 日付書面）の概要 

（1） 株主総会の目的事項の修正 

 当社株主より、以下のとおり、第２号議案に係る社外取締役候補者（金子 裕子）が撤回され、株主提

案に係る社外取締役候補者が７名から６名に変更されました（当社株主による修正箇所を下線で表示し

ております）。当社株主によれば、金子裕子氏からは、一身上の都合により社外取締役の選任候補から

辞退する旨の申し出があったとのことです。 

 

修正前 修正後 

①社外取締役６名（杉田 伸樹、山添 茂、遠藤

邦夫、引頭 麻実、三品 和弘及び大石 歌

織）解任の件 

修正なし 

②以下の社外取締役７名選任の件 

社外取締役候補者  浅見 明彦 

同            トーステン・ゲスナー 

（Torsten Gessner） 

同            クラーク・グラニンジャー

（Clark Graninger） 

同            金子 裕子 

同            海野 薫 

同            ライアン・ウィルソン 

（Ryan Wilson） 

同            嶋田 亜子 

②以下の社外取締役６名選任の件 

社外取締役候補者  浅見 明彦 

同            トーステン・ゲスナー 

（Torsten Gessner） 

同            クラーク・グラニンジャー

（Clark Graninger） 

一身上の都合により辞退 

同            海野 薫 

同            ライアン・ウィルソン 

（Ryan Wilson） 

同            嶋田 亜子 

③社外取締役の個人別の基本報酬額決定の件 修正なし 

④社外取締役に対する事後交付型株式報酬の

付与の件 
修正なし 

⑤社外取締役に対する株価条件付事後交付型

株式報酬の付与の件 
修正なし 

⑥取締役（社外取締役を除く）に対する事後交付

型株式報酬の付与の件 
修正なし 

 

（2） 招集の理由の修正 

 当社株主より、株主総会の目的事項に係る第２号議案及び第３号議案について、招集の理由が大幅

に修正されました。修正内容は、2022 年 12 月 31 日に当社株主より受領した書面を原文のまま別紙③

として添付しておりますので、ご参照ください。 

 

（3） 議案通知請求の撤回及び再請求 

当社株主より、第３次修正に伴い、議案通知請求が撤回され、第３次修正後の議案に係る議案通知

請求がなされております。 

 

3. 第４次修正（2022 年１2 月 29 日付書面）の概要 

（1） 株主総会の目的事項の修正 

株主総会の目的事項の修正はありません。 

 

（2） 招集の理由の修正 

当社株主より、株主総会の目的事項に係る第３号議案乃至第６号議案について、招集の理由の記載

が一部修正されております。修正内容は、2023 年 1 月 4 日に当社株主より受領した書面を原文のまま

別紙④として添付しておりますので、ご参照ください。 



 

 

 

4. 本請求並びに当社株主による度重なる議案の撤回及び修正等への会社の対応方針 

上記のように、当社株主から本請求後間もなく、複数回にわたり株主総会の目的事項及び招集の理由の

重大な変更がなされております。また、社外取締役候補者２名の辞退についても、当社株主及び当社株主

代理人弁護士である渥美坂井法律事務所の河村明雄弁護士らより、その理由について何らの説明もされて

おりません。このような経緯に照らすと、当社としては、当社株主による本臨時総会招請求が真摯に検討され

た上でなされたものか疑問を感じずにはいられません。 

しかしながら、当社としては、2022 年 12 月 15 日付「臨時株主総会招集のための基準日設定に関するお

知らせ」において開示いたしましたとおり、2022 年 12 月 31 日を基準日とし、2023 年２月中に臨時株主総会

を開催する方針を維持し、本臨時株主総会に向けた準備及び検討を進める所存です。 

なお、臨時株主総会の開催日その他臨時株主総会に係る詳細及び当社株主の提案に対する当社の意

見に関しましては、決定次第、速やかに開示いたします。 

以 上 
  



 

 

別紙① 
 

当社株主による提案内容の変遷 
 
 

請求 受領日 社外取締役候補者 その他 

当初請求 2022/12/5 

〔候補者数７名〕 

・浅見 明彦 

・深田 しおり 

・トーステン・ゲスナー 

・クラーク・グラニンジャー 

・金子 裕子 

・海野 薫 

・ライアン・ウィルソン 

Oasis Investments II Master Fund 
Ltd. 及 び Oasis Japan Strategic 
Fund Ltd.が共同で招集請求 

 

 

第１次修正 2022/12/22 

〔候補者数７名（１名辞退、１名追加）〕 

・浅見 明彦 

・深田しおり（辞退、理由について記載なし） 

・トーステン・ゲスナー 

・クラーク・グラニンジャー 

・金子 裕子 

・海野 薫 

・ライアン・ウィルソン 

・嶋田 亜子（追加） 

・Oasis Investments II Master Fund 
Ltd.の請求が、会社法第 297 条第
１項及び第 305 条第１項に定める
要件（本請求のために必要な議決
権数に相当する株式を６ヶ月間保
有すること）を満たしていないことが
判 明 し 、 Oasis Japan Strategic 
Fund Ltd.のみの請求に変更 

・候補者の経歴を含む招集の理
由の大幅修正 

第２次修正 2022/12/28 同上（変更なし） ・招集の理由の修正 

第３次修正 2022/12/31 

〔候補者数６名に減少（１名辞退）〕 

・浅見 明彦 

・トーステン・ゲスナー 

・クラーク・グラニンジャー 

・金子 裕子（辞退、理由について記載なし） 

・海野 薫 

・ライアン・ウィルソン 

・嶋田 亜子 

・トーステン・ゲスナー氏の経歴の
修正 

・候補者提案人数を 7 名から 6 名
に変更 

第４次修正 2023/1/4 同上（変更なし） ・招集の理由の記載の修正 
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〒522-8588

滋賀県彦根市宮田町59 1番地 1

フジテック株式会社

代表取締役社長

岡 田隆夫様

令和4年 12月 27日

〒100-0011

東京都千代田区内幸町二丁目 2番 2号

富国生命ビル

渥美坂井法律事務所 ・外国法共同事業

TEL:03-5501-2111 

FAX : 0 3 -5 5 0 1 -2 2 1 1 

Oasis Japan Strategic 

Fund Ltd. 

代理人弁護士 河村明雄眉

同 町田行
后

同 水上高

攣塁

同（連絡担当） r呂上 月↑Ir J 豪 （｀〗
令和 4年 12月20日付修正版緞案通知請求の撤回及び再請求に関するお知らせ

冠省

師走の候貴社におかれましては益々ご清栄の段心よりお慶び申し上げます。

当職らは、Oasis Japan Strategic Fund Ltd.（以下「請求人」

といいます。）の代理人として令和4年 l2月1日付臨時株主総会招集請求書をご送付し、臨時株主

総会招集請求（会社法第29 7条第1項）及び鏃案通知請求（会社法第30 5条第 1項）をさせてい

ただきました。

しかしながら、その後、第 1号議案の 6名の現社外取締役解任議案の理由に関して若干の修正を

必要とすることが判明したこと、第 2号織案の取締役選任議案にかかる社外取締役候補者を一部変

更する必要が生じたこと、及び、社外取締役の報酬等に関する第 3号から第6号議案につきより精

緻な識案を決織していただくために修正を必要とすることが判明したことから、令和4年 12月 1

日付謡案通知請求を 12月20日付にて撤回し、同時に同日付けで改めて第 1号から第6号までの



別紙②

議案の内容を修正した修正版議案通知請求書をご送付させていただきました。

しかしながら、その後、1 2月26日に、貴社代理人三浦法律事務所を通じて同漉案通知請求書

の内容についての誤記等再修正を要する箇所についてのご指摘を受けました。

このたび、そのご指摘を踏まえた修正を加えるとともに、若干の字句の修正を行い、再修正版議

案通知請求書を作成いたしましたので、本日付の再修正版鏃案通知請求書をご送付申し上げます。

これに伴い、 1 2月 20日付修正版厳案通知請求書は撤回させていただきます。なお、その撤回に

は貴社のご同意をいただく必要がございますが、ご同意をいただけるものと拝察しております。も

し不同意の場合にはその旨をお教えいただければ有難く存じます。

また、再修正版議案通知請求書と共に、請求人にて作成したその英語参考訳を併せてご送付させ

ていただきます。つきましては、請求人の行う本臨時株主総会招集請求及び議案通知請求について

海外株主の理解を容易にするために、貴社が再修正版議案通知請求書を開示する際には、こちらの

英語参考訳も併せて開示していただきたく、お願い申し上げます。

もとより、請求人もOasis M anagement Company Ltd.の関連サイ

トでの公表などを通じて当該英語参考訳を開示する所存ですが、貴社において開示いただくことが、

より広範な海外株主への情報提供の目的に資すると判断しており、日本語版と英語参考訳の同時開

示をお願いする次第でございます。

ご参考の便宜のために、再修正版簸案通知請求書の日本語版と英語参考訳のそれぞれについて、

1 2月20日にご送付した修正版諾案通知請求書からの修正履歴を付けた比較版を同封させていた

だきましたので適宜ご参照いただければ幸いに存じます。

草々
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‘’ 

令和4年 12月 27日

〒522-8588

滋賀県彦根市宮田町59 1番地 1

フジテック株式会社

代表取締役社長

岡 田隆夫様

〒100-0011

東京都千代田区内幸町二丁目 2番 2号

富国生命ビル

渥美坂井法律事務所 ・外国法共同事業

TEL:03-5501-2111 

FAX:03-5501-2211 

Oasis Japan Strategic Fund Ltd. 

代理人

弁護士 河 村 明雄

同 町 田 行人

同 水 上 高佑

同 宮前豪 （連絡担当）

ー
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臨時株主総会議案通知請求書

冠省

当職らは、 OasisJapan Strategic Fund Ltd.（以下「請求者」といいます，）の代理人として、以下の

とおりご連絡いたします＂

請求者は、フジテック株式会社（以下「当社」といいます。）の株主であり、 6か月前から引き続

き発行済株式総数の l00分の 3以 lべ．である 2,472,00()株の株式を有しておりますc 請求者は、令和4

年 12月 1日付で、会社法第297条第 1項に基づき、下記のとおり当社の臨時株主総会（以下「本臨

時株主総会」といいますC) を招集することを同日付臨時株主総会招集請求書（以下「 12月 1n付

請求書」といいます。）により請求いたしました0 請求者は、 12月 I!:.I付請求密において、同時に、

会社法第 305条第 1項に基づき、その臨時株主総会の招集にあたっては｀個請求高において特定し

た r1 株上総会の目的である事項J記載の株上総会の目的事項及び「2 招集の理由」記載の誂案

の要領を株主に通知するよう請求いたしましたU

しかしながら、その後、第 1号議案の 6名の現社外取締役解任講案の理由に関して若千0)修正を

必要とすることが判明したこと、第 2号議案の取締役選任議案にかかる社外取締役候補者を一部変

更する必要が生じたこと、及び、社外取締役の報酬等に関する第 3号から第6号議案につきより精

緻な議案を決厳していただくために修正を必要とすることが判明したことから、令和 4年 12月 1日

付議案通知請求を l2月 20日付にて撤回し、同時に同 12月20日付けで改めて第 1号から第6号ま

での謡案の内容を修花した修正版諾案通知請求書をご送付させていただきました。

このたび、貴社からのご指摘も踏まえ、修正版諮案通知請求書を再修止し改めて議案通知請求署

を作成いたしましたので、 12月20日付修正版議案通知諮求書は撤回し、それに替えて、本F-1付にて

改めて議案通知請求害をご送付申し上げます。つきましては、下記のとおり「 1 株宅総会の日的

である事項」記載の株主総会の目的事項及び 「2 招集の理由」記載の議案の婆領を株主に通知す

るよう請求いたします。

記

1 株主総会の目的である事項

第 1号議案 社外取締役6名（杉田伸樹、山蔀茂、遠藤邦夫、引頭麻実、 三品和広及び大石

歌識）解任の件

第 2号議案 以下の社外取締役 7名選任の件

社外取締役候補者 浅見明彦

同

同

トーステン ・ゲスナー (TorstenGessner) 

クラーク ・グラニンジャー (ClarkGraninger) 

2 
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同 金子裕1'...

同 海野椒

同 ライアン ・ウィルソン (RyanWilson) 

同 嶋田亜了・

第 3号謡案 社外取締役の個人別の基本報酬額決定の件

第 4号議案 社外取締役に対する事後交付型株式報酬の付与の（牛

第 5号識案 社外取締役に対する株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件

第6号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する事後交付型株式報酬の付与の件

2 招集の理由

(l) 当社の持続的成長のために社外取締役を刷新し、ガバナンス改革を実行するとともに、社外

取締役の報酬を引きヒげるべきこと

当社の現社外取締役は、長年に亘り、内山高一氏（以下 「内山氏」といいますJ)が当社

と行った関連当事者取引（内山氏及び、内山氏の家族が関連する法人との関連当事者取引を

含む）に閣する取締役会や、その関連当事者取引が引き起こされた劣後したコーポレート・

ガバナンスの状況を栢極的に是認する取締役会の決議に参加してきました。

また、第75期の定時株主総会でし内山氏の取締役再任提案を突如取り下げて内山氏の再

任提案が否決される事態を避け、そればかりか、その総会の直後に、株主への説明賢任を果

たしていない内山氏を株主総会の承認を経ない会長職にそのまま祭り上げ、長年の専ら自

らを利するための関連当事者取引の説明責任を 1：：問にし、内山氏が引き続き経営に関与す

ることを是認し、不適切なコーポレート ・ガバナンス体制を構築し維持しようとしています。

現在の社外取締役は、このように内山家と連携する立場をとっています。そして、内山家

が不適切な関連当事者取引を行ない、当社の持続的成長に向けたリーダーシップを内山氏

が発揮してこなかった貢任の追及を怠っており、株主、従業員、顧客を含むすべての利害関

係者の利益よりも内lfI家の利益を優先しています。

フジテックの現社外取締役のごれらの行為はすべて、コーポレートガバナンス ・コードや

日本取引所グループの「ハンドブック独吃役員の実務J及び経済産業省策定の 「社外取締役

の在り方に関する実務指針J で定められた社外取締役が担うべきと期待された資務からは

かけ離れています。

従って、請求者は、当社の現在の 6名の独立取締役をすべて解任し、当社のコーポレー

ト・ガバナンスと収益を大蝠に改善し持続的成長を遂げるために以下の 7名の候補を社外

取締役候補として推腔します。

また、当社の中長期的な企業価値の阿上を函るためには、取締役会において多様性に富ん

だ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が一体となって、企業価値を高

めるための戦略を策定し、必要な施策を粗極果断に講じることが不可欠ですっ

そこで、請求者は、社外取締役に対し、その役割に相応しい基本報酬及び本臨時株主総会
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の開催日の翌日（午前零時）から 3年を経過する nまでの間を対象期間とする中期インセン

テイプ報酬として、株価条件の設定されていない事後交｛寸型株式報酬及び株価条件の設定

された事後交付型株式報酬を付与することを提案いたします。加えて、当社の社外取締役以

外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3年間を対象期間とする中期インセンテ

ィプ報酬として、株価条件の設定された事後交付型株式報酬を付与することを提案いたし

ます。

(2) 第 1号議案 社外取締役 6名解任の件について

杉田伸樹氏（以 F-杉田氏」といいます。）は、 2017年 6月に当社の取締役に就任して以

来、取締役会の 1員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

事者取引を調査及び監督することができる地位にありました。諾求者は、 2020年 7月に、

内山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、杉田氏は何ら必要と考えられ、

る措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでした。例えば、杉田氏は、 2021年 5月 ］2日、当仕が所有していたドムス元麻布 ］04号

室を内111雄介氏（内山氏の息 ・f)が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。ま

た、杉山氏は、当社との間に利害関係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑

惑を不問に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告醤を提出させたことに関し、

当該調査を主導する会議（本の一員として重要な役割も担っていました。さらに、杉田氏は、

当社取締役会の諮問機関である指名 ・報酬諮問委員会の委員長であるにもかかわらず、調査

報告書を十分精査せず、 2022年5月29f=lに開催された指名 ・報酬諮問委員会において内山

氏の再任議案を見直さなかった点に大きな問題があります。社長その他役員を選定プロセ

スの透明性の欠如及び、サクセッションプランを定めずにいた点も問題です。

また、当社は、 2022年6月23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付識予定

の織案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました，， このことは、株主に対する背（言行為

というべきです。杉田氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかですC

また、杉田氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査という名の結論ありきの調査を 2022年

6月 17Pの取締役会の決議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であ

るような結論ありきの調査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の

利益に反する対応を したことの買任も問われるべきです。

さらに、杉出氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監＇瞥する義務があったにもか
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かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の久如、内部告発者の不十分な（呆詭、

当社が他社と比べて ESG上劣後している点にも責任を負っています。

これらの行為はすべて、コーポレー トガバナンス ・コードや「1本取引所グ）レープの「ハン

ドプック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うぺきと期待された資務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

以上のとおり 、杉田氏は、 一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました口同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して•般株キの利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていなし、にもかかわらず、当仕

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。

山蔀茂氏（以下「山添氏」といいます』は、 2018年6月に当社の取締役に就任して以来、

取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当事

者取引を調資及び監督することができる地位にありました。請求者は、 1020年 7月に、内

山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、山添氏は何ら必要と考えられる

措置をとることなく、さらなる不遥切な関連当事者取引が行われることを阻止できません

でした。例えば、 IIJ添氏は、 2021年5月 12日、当中上が所有していたドムス元麻布 104号室

を内山雄介氏（内川氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比し

て大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決譲に参加しておりましたこ，また、

山添氏は、当社との間に利害関係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑惑を

不問に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告害を提出させたことに関し、当該

調査を主導する会議体の一員として重要な役割も担っていました。さらに、山添氏は、当社：

取締役会の諮問機関である指名 ・報酬諮問委員会の構成員であるにもかかわらず、脚査報告

害を十分精査せず、 2022年 5月29日に開催された指名 ・報酬諮問委員会において内山氏の

再任議案を見直さなかった点に大きな問題があります。社長その他役員を選定プロセスの

透明性の欠如及び、サクセッションプランを定めずにいた点も問題です。

また、当社は、 2022年 6月 23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の諮案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明口任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま（壬命しました。このことは、株宅に対する背信行為

というべきです。山添氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の資任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。

まに山添氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す
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ることを阻止できず、第二者委員会による追加調杏においても、 「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業統治上も問題ない」という当初の調査

の結論を見直さず、「本取引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただく」なる目的の追加調査を 2022年 6月 17日の取締役会の決

議に参加 して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような結論ありきの調

壺を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をした

ことの口任も問われるぺきです。

さらに、 山添氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG上劣後している点にも貞任を負っています。

これらの行為はすべて、コーボレートガパナンス ・コードや日本取引所グループの 「ハン

ドプック独立役員の実務J及ぴ経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針ー

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

以上のとおり、山添氏は、 一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の懇質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影評））と支配）Jを行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。

遠藤邦夫氏（以下 「遠藤氏」といいます。）は、 2019年6月に当仕の取締役に就任して以

来、取締役会の一員と して、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

事者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、2020年 7月に、

内山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、遠藤氏は何ら必要と考えられ

る措置をとることなく 、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでした。例えば、遠藤氏は、 2021年 5月 12日、当社が所有していたドムス元麻布 ］04号

室を内111雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりま Lた。ま

た、遠藤氏は、西村あさひ法律事務所より提ILiされた調査報告書は調査者の独立性が欠けて

いること、内容は明らかに偏向していること、そして、当社のコーポレート ・ガバナンスに

欠陥があることも明らかであるにもかかわらず、この調査報告書を承認する決議に参加し

ました。このことは、遠藤氏が、 一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、ま

た仕外取締役に必要な客観的な監督能力が欠如 していることを示しています。

また、当仕は、2022年 6月23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉
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会直後の取締役会において｀株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株宅

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というべきです。遠藤氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連屯事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。

また、遠藤氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査においても、「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業統治上も問題ない」という当初の調査

の結論を見直さず、 「本敗引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただくなる目的の追加調益を 2022年 6月 17Pの取締役会の決

議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が1J1ることが必然であるような結論ありきの調

査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をした

ことの責任も問われるべきです。

さらに、遠藤氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及ぴ内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG上劣後している点にも賽任を負っていますコ

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス ・コードや日本取引所グIレープの「ハン

ドブック独立役員の実務J及び経済産業省策定の 「社外取締役の在り方に関する実務指針4

で定められた仕外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

以上のとおり、遠藤氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。

引頭麻実氏（以下弓I頭氏」といいます。）は、 2021年 6月に当社の取締役に就任して以

来、内山氏と当社との間で行われた利益相反 l二の問題のある関連当事者取引のいくつかを

調査及び監督することができる地位にありました。また、引頭氏は、西村あさひ法律事務所

の調査報告魯が明らかに偏向しており、当社のコーポレート ・ガバナンスに欠陥があること

が明らかであるにもかかわらず、この調査報告密を承認する決議に参加しました。このこと

は、引頭氏が、一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、また社外取綿役に必

要な客観的な監督能力が欠如していることを示しています。

また、当社は、 2022年6月23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の読案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

7
 



別紙②

会直後の取締役会において、株主に対する何らの諒明責任を果たしていない肉山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というべきです。引頭氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

II:できずにいることは明らかです。

また、引頭氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、追加調査により「株主により指摘を受けた閑連当事者取引その他行為

につき問題をないこと」を確認するとして、当社が追加調査を実施する第三者委員会の委員

の拙速な指名を主導し、内山氏に有利な結呆が出るこ とが必然であるような調査体制を確

立するなどの対応に終始しています＂このような当｛土の 利益に反する対応を したことにつ

いても貨任を負わなければなりません。

さらに、引頭氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比ぺて ESG上劣後している点にも責任を負っています。

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス ・コードや日木取引所グループの 「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の 「社外取締役の在り方に関する実務指針J

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないも0)でした。

以上のとおり、引頭氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影繹力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません，

三品和広氏（以下「三品氏」といいます。）は、 2022年6月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の一員

としての説明責任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背信行

為ともいうべき行為に加担し、 一般株主よりも内山氏と協調する姿勢を即座に示しました。

このことから、三品氏は、今後も不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、

内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻止できず

にいることは明らかです。

また、 三品氏は、選定委員会の委員として徹底して独立したプロセスで第三者委員会の委

員をすべて決めなければならなかったにもかかわらず、第三者委員会の委員長の候補を選

ぶだけにとどまり、内山氏に有利な鈷果が出ることが予たされているような調雀体制を構

築した責任も問われるべきですニ

8 
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さらに、三品氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと 、経営管理能力及び内部統制の欠如、肉部告発者の不十分な保諮、

当社が他社と比べて ESG上劣後している点にも貰任を負っています。

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日木取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針J

で定められた社外取締役が担うぺきと期待された資務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

以上のとおり、三品氏は、当社の取締役に就任して間もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を優先してきました。同氏は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を

監督して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選任されていないにもかかわらず、当社への影器力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明責任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内山氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加拒していると言わざるを得ません，）

大石歌織氏（以下「大石氏」といいます。）は、 2022年6月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の 一員

としての説明頁任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背信行

為ともいうぺき行為に加担し、一般株主よりも内山氏と協調する姿勢を即座に示しました。

このことから、大石氏は、今後も不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、

内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻lJ-:できず

にいることは明らかです。

また、大石氏は、選定委員会の委員として徹底して独立したプロセスで第三者委員会の委

員をすべて決めなければならなかったにもかかわらず、第三者委員会の委員長の候補を選

ぶだけにとどまり、内山氏に有利な結果が出ることが予定されているような調査体制を構

築した貨任も問われるべきです。

さらに、大石氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者のイ＜十分な保巡、

当社が他社と比べて ESG上劣後 している点にも責任を負っていますっ

これらの行為はすべて、コーポレートガパナンス ・コードや日本取引所グループの 「ハン

ドプック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に開する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された百務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

また、大石氏は，、上記のとおり一般株主よりも内山氏の利益を優先させたばかりでなく、

以前から当社と取引のある北浜法律事務所のバートナーであることから、頁の独立性にも

疑問がありますU さらに言えば、当社の現藍査役の池田辰夫氏は北浜法律事務所の山身であ

り、また、当社の元監査役でありしかつ元社外取締役でもある佐伯照道氏も北浜法律事務所

， 
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の出身ですC 当社と北浜法律事務所との関係が深いことは明らかであり、大石氏の独立性を

直ちに疑わざるを得ませんつまた、池田氏、佐伯氏ともに当社に(-£任中、内山氏と当社との

間の関連当事者取引に関する取締役会決議に参加していたことから、独立性を有している

かは極めて疑問です。

以上のとおり、人石氏は、当社の取締役に就任して問もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を（岱先してきました。同氏は、当社の取締役と して、内山氏の悪質な行動を

監腎して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選任されていないにもかかわらず、当社への影響力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明責任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内山氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加担していると言わざるを得ません。

(3) 第 2号議案 社外取締役7名選任の件について

候補者
番 号

l 

社外取締役候補者 7名の略歴等及び同人らを社外取締役候補として提案する理由は次の

通りです。

なお、取締役の総数を 11名以内とする旨の定款の定めによりへ社外取締役を除く取締役

が 3名である場合には、社外取締役の総数は 8名が上限となりますu 従いまして、仮に第 1

号議案（社外取締役 6名解任の件）のうち 2名以上の社外取締役について解任決議が否決

された場合には、社外取締役の総数が 8名を超える選任決議は不適法となるため、第 2号

議案は、社外取締役の人数枠である 8名から第 1号議案の解任決議が否決された仕外取締

役の人数を差し引いた人数の社外取締役を選任する議案として決議をお願いいたします。

例えば、解任が否決された現在の社外取締役が 2名であれば 6名の社外取締役を新たに選

任する識案として決議いただくことになります。その場合には、下記の候補者番号に従って

順に選任の可否の決議を行い、新たに選任される取締役の人数がその上限に達した時点で

その余の候補者の選任決議は行わないこととする、というのが本株主提案の内容です。

氏 名
略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当
生年月 H 社株式の数

1985年4月 株式会社極士銀行 （現みずほ銀行）入行

1996年5月 マサチューセッツ工科大学経営大学院修士課程

金融上学専攻修了

浅ロ=見み 卜明乞U彦‘. 
1996年5月 ゴールドマン ・サック ス証券株式会社投資銀行

部門入社 0株
(1960年4月 18日生）

2005年 IL月ゴールドマン ・サックス証券株式会社投毀銀行

部門マネージング ・ディレクター

2009年6月 ドイツ証券株式会社投資銀行法人本部マネー

ジング・ディレクター

lO 
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2011年 6月 バークレイズ証券株式会社投資銀行部門コー

ポレート ・ファイナンス部長マネージング・ディ

レクター

2014年 2月 バークレイズ証券株式会社投資銀行部門投資

銀行本部長アジアパシフィック地域日本代表

マネージング ・ディレクター

20)5年 3月 パークレイズ証券株式会社投資銀行部門副会

長アジア・パシフィック地域『本代表マネージ

ング ・ディ レクター

20J8年 1月 東京大学協創プラットフォ ーム開発株式会社

パートナー特別顧閑（現任）

2018 年 12 月 l—IA PSモバイル株式会社取締役coo

兼、ソフトバンク株式会社顧問

2021年 6月 ソフ トバンク株式会社 事業開発統括顧問（現

任）

2022年 4月 国立大学法人東京大学 財務経‘滋本部アドバイザ

- （現任）

]985年 10月 Otis人社

1996年 10月 UnitedTechnologies Corporation.エレクトロニク

ス ・サプライチェーン ・マネジメント担当ディレ

クター

2003年 LO月 OtisElevator Company ヴァイスプレジデン ト （欧

州サプライチェーン担当）

2005年 1月 Otis UK & Central Europeサプライチェーン ・マネ

ジメント＆ロジスティクス担当エ リアディレク
Torstcn Gessner 

2 ター
(1963年 3月 19H生）

2005年 lO月 ThyssenKruppElevator CENE GmbH最高執行貨任

0株

者 (COO)

2007年 l月 ThyssenKrupp Elevator GmbHシニア ・ヴァイス ・

プレジデント

2009年 lO月 ThyssenKruppElevator Innovation GmbH 代表取

締役会長兼CEO

2011年 10月 ThyssenKruppNorth America, lnc.代表取締役会長

兼殻高経営責任者 (CEO)

3 Clark Graninger 1991年 9月 日本シャフト株式会社人社 0株

11 
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(1968年 1月 27日生） 1995年7月 シカゴ大学ビジネススクール人学

1997年6月 シカゴ大学ビジネススク ール卒業

1997年7月 リーマンプラザーズ入社

2000年6月 株式会社新生銀行入行、次長、クレジッ トトレー

ディングチーム長

2003年9月 株式会社新生銀行専務執行役員法人部門長

2007年2月 アプラス株式会社代表取締役社長

2009年 lI月株式会社新生銀行社長補佐

20ll年2月 株式会社あおぞら銀行営業執行役員個人営業部

門長

2017年8月 ウェルスパーク株式会社常務取締役、最高ウェ

ルスマネージメント責任者

2021年6月 ウェルスパークキャビタル株式会社常務取締役

（現任）

2022年6月 Reboot株式会社 Co-Founder、代表取締役、

COO/CfO（現任）

2000年4月 西村総合法律事務所（現：西村あさひ法律事務所）

弁謹士（同月より第一東京芹護士会会員）

2010年6月 日本オーチス ・エレペータ株式会社法務室長

2016年 l月 アルコニックス株式会社経営企画本部法務担
がい:. •J, 9 :. 

当部長金子裕十
4 

(1975年6月 8日生） 2019年9月 公認不正検査上認定
0株

2020年4月 アルコニックス株式会社経営企画本部法務 ・コ

ンプライアンス部長

2021年 1]月）レネサスエレクトロニクス株式会社法務統括部

契約法務部コーポレート ・カウンセル（現任）

1987年9月 Davis Polk & Wardwell法律事務所（ニューヨーク、

東京）アソンエイト、弁護上 (l988年 5月より二

ューヨーク州弁護士会会員）

み"" 9おる 1988年 10月ボールヘイスティングス法律事務所 ・外国法共同

5 
海野 薫

事業 オプ ・カウンセル
(1963年5月13日牛）

1999年10月ポールヘイスティングス法律毒務所 ・外国法共同

0株

事業 パートナー

2000年4月 外国法事務弁護上（第＿東京弁護士会）脊録

2006年2月 J.P．モルガン証券株式会社マネージング ・ディレ

12 
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クター兼アソシエイト ・ゼネラル ・カ ウンセル

2008年 6月 外国法共同'F業ジョーンズ ・デイ法律事務所バ

ートナ・-

2018年 1ll ディ ーエルエイ ・パイパー東京ハートナーシップ

外国法共同事業法律、l寸務所パートナー（現任）

6
 

Ryan Wilson 

(1969年 9月 23H生）

1990年 5月 Laban Breweries of Canada入社

1994年9月 Labatt Breweries of Canadaマネージャー

1995年6H Schindler Elevator Corporation (Canada)マイーソ

ャー

1997年 6月 Schindler Elevator Corporation (Canada) リージョ

ナル・ ・ヴァイス ・プレジデン ト

2003年 5月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE)入社ヴァ

イス ・プレジデント

2004年 10月 ThyssenkruppElevator Canadaしtd.(TKE)シニア ・

ヴァイス・ フレジテント

2015年 9月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE)代表取締

役社長机CEO

2018年 11月 JackCewe Constructionしld．代表取稀役兼 CEO（現

任）

0株

1999年 8月 Hancock Rathert & Bunshofl LLP、アソシエイト

2001年 3月 Coudert Brothers LLP、アソシエイト

2005年 5月 Rutan & Tucker. LしP、アソシエイ ト

2008年 5月 Apria Healthcare、シニア ・コーポレートカウンセ

ル

2010年 7月 Apria Healthcare、アシスタント ・ゼネラJレ・カウ

ンセル

7
 

L < r.: • 
嶋田 亜＋ 2014年 5月 Christie Digital Systems,アシスタント ・ゼネラル ・

(1973年 10月 13日生） カウンセル

2017年 4月 UshioAmerica, Inc.、ヴァイス ・プレシデント、セ

ネラル ・カウンセル兼、コーポレート ・セクレタ

リー （現任）

2019年 6月 KA Imaging Inc.、社外取締役（現任）

2020年 2月 米1:1カウンシル理事会、南カリフォルニア ・サウ

スウエスト地区代表 （現任）

2020年 IO月 Associationof Corporate Counsel I令カリフナルニ

〇株

13 
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ア支部、ポード ・オブ ・ディレクター（現任）

2021年 4月 ジャパン ・ポード ・ダイバーシティー ・ネット

ワーク、チャーター ・メンバー（現任）

2021年 5月 Ushio Europe、ゼネラル ・カウンセル（現任）

（注） 1. 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

2. 浅見氏、Gessner氏、 Oraninger氏、金子氏、海野氏、 Wilson氏及び嶋田氏が仕外取締

役に就任された場合、同氏らとの間で費任限定契約を締結する予定であります。なお、

当該契約に基づく賠伯資任限度額は、法令が定める最低責任限度額と致しますn

【取締役候補とした理由］

浅見明彦氏（以 F「浅見氏」といいます。）は、 株式会社富士銀行（現みずほ銀行）、ゴー

ルドマン ・サックス証券株式会社、ドイツ証券株式会社、バークレイズ証券株式会社でシニ

ア ・インベス トメントバンカーとして勤務し、金融業界において39年以げ）業務経験を有

しています，また、東京大学協創プラットフォーム開発株式会社、ソフ トハンク株式会社に

おいて、 ベンチャーキャピタル投資やテクノロジー企業への投資に従ギしています，：

コーポレート ・ファイナンスのスキルを活かし、廿本の大手企業のコーポレー トアクショ

ンやディールについて長年にわたって助言を提供してきたほか、大規模なチームのマネジ

メントやジョイント ・ペンチャーの立ち卜.げなど、優れた企業経営手腕を弛揮してきまし

た。

浅見氏は、当社の将来の成長に不可欠な M&Aなど投資案件の調達、適切な投資先の評

価、交捗に賀献することができます口また、当社が資金を投入したプライベー トファンドに

おいて、当社の資金が最適な方法で投浴されているかを監督することにも貢献することが

できます。当社は、M&Aに関する社内の専門知識に乏しく 、多額の M&A予符があるにも

かかわらず完了した案件が多くありません。また、当社には買収額を適切に評価できる人材

が不可欠です。浅見氏の専門知識は、フジテックと株主の双方に、より大規模で変革的な

M&Aを実行する確実性を高めてくれると考えますC また、ベンチャーキャピタルヘの投資

経験もあり、最先端技術を活用するための技術投壺や、競合他社に差をつけるためといった

技術投資にも力を発揮してくれると考えています。また、浅見氏は、フジテックが投下した

狩金が最適な方法で活用されるように、フジテックが設立した SBlインベストメント株式

会社との私募ファン ドヘの投資をモニタリングすることへの貢献も期待できます。よって、

浅見氏は、コーポレー ト・ファイナンス、 M&A、ベンチャーキャピタルの分野で豊富な経

験を有しており、当社の取締役として理想的な人物です。

浅兄氏は、早稲田大学で経済学の学 k号を取得し、マサチューセッツ工科大学でMBAを

取得しており 、日本語と英語に堪能ですc

Torsteri Gessner氏（以下「Gessner氏」といします』 は＼ Otis、Thyssenkruppといったグ

14 
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ローバルのエレペーター事業者で豊富な業務経験、マネジメン ト経験を有しており 、フジテ

ックの社外取締役候補者としては卓越した人材です。また、メンテナンス事業、モダニゼー

ションでは特に重要なサプライチェーン・マネジメントや製造管理の経験も豊富であり｀当

社における直近の業績急落の原因となったサプライチェーン ・マネジメント上の解決に貢

献することが期待できます。現在当礼が十分に注力できていない、最も利益率の高いメンテ

ナンス事業に注力し、利益率を向上させるという事業戦略において適任の人物ですc 米国と

欧州での経験は、フジテックの国際的な成長の指針になると考えます。

Gessner氏は、 ThyssenKruppNorth America, Inc．の代表取締役会長兼CEOとして、売上高

120億ドル、従業員数24,000人の事業体を率いてきました。地域間の調整と協力、従業員の

連携強化、 事故率の低減により、トップライン売上 20%、純利益 3倍以上の増加を達成し

た経験を有しますU

Gessner氏の数十年にわたるエレベーター業界での経険と経営実組は、当社のグローバ1レ

な成長を描く議論を土涵できます。現任、このような経験に裏付けされたスキルを持つ独立

取締役がいない当社の取締役会において、 Gessner氏が独立性、リーダーシップ、指導力を

もたらし、会社の利益率の改善と成長に貢献します。

Gessner氏は、英語とドイツ語に堪能ですU

Clark Graninger氏（以下 ℃raninger氏」といいます。）は、金融業界で30年以 l::o)業

務経験を持ち、上場企業（当時）のアプラス株式会社（新生銀行子会社）の代表取締役社長

や株式会社あおぞら銀行の常務執行役員などの要職を歴任してきた経験豊富なプロフェッ

ショナルです。現在は、東京に拠点を置くィミ動産テック SaaSであるウェルスバーグ株式会

社 (wealth-p紅k.com)のフィンテックチ会社であるウェルスパークキャビタル株式会社の常

務取締役を務めています。

それまでは、 Graninger氏は、株式会社あおぞら銀行につとめ、常務執行役員個人営業部

門長として株式会社あおぞら銀行のリテール ・バンキングを 7年近く統括していましたc ま

た、株式会社新生銀行において専務執行役員として法人向け銀行業務を統括しました。あら

ゆる不良債権投密を監督し、ス トラクチャー ド・ファイナンス取引（ピーク時 50｛意米ドル

規模）の責任者を務めま した。また、経営委員会及び与信委員会のメンバーとして、当社の

ような製造業などの事業会社を含むすべての主要投融舒案件の審査・決定を行いました。ア

プラス社では、 CEOとして 150億米 ドルのベランスシートの再構築を監督し、事業規模の

スリム化とコス トの削減などのターンアラウンドを主導しました。

Graninger氏は、 20年にわたる金融業界でのキャリアの中で企業の金融取引を様々な形

で評価、審杏する中で、数々の不祥事や創業者 一族の影嬰力に基づく脆弱なガベナンスのシ

ナリオにも直面した経験があり、当社のガバナンスの改善に貢献することが期待できます。

Graninger氏のコーポレート ・ファイナンスの知見ば、当社が成長のために M&Aを検討

する際に役立つと考えられ、ガバナンスの知見はフジテックのガパナンスを改善すること
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に、また、金滸機閲での経験は、フジテックが資本効率を改華して ROEを改蒋することに

貫すると考えています。いずれのスキルもが、フジテックを守り、よりよいフジテンクを築

き上げることを支えます。

Graninger氏はミドルベリー大学で学士号、シカゴ大学プース ・スクールでMBAをそれ

ぞれ取得し、日本語と英語に堪能です，

金子裕子氏（以下「金子氏」といいます。）は、人手法律事務所の西村あさひ法律事務所、

日本オーチス ・エレベータ株式会社、総合商社アルコニックス株式会社、 Iレネサスエレクト

ロニクス株式会社で弁護士として主に日本国内外の M&Aやジョイント ・ペンチャーに関

する豊富な法務 ・コンプライアンス業務に従事し、助言を提供してきましたc

また、金子氏は公詔不正検査士であり、ア）レコニックス社では子会社従業員による不適正

取引の調査や再発防止策の策定にも従事しましたまた、アルコニックスグループの子会社

において、内部通報の窓口を担当した経験もあります，

加えて、金子氏は日本オーチス ・エレベータ株式会社において法務室長として 5年以上に

わたる経験があり、まさにエレペーター業界での業務経験を有しています。特に、エレベー

ター業界に関する法令（建築基準法、建設業法）にも精通し、また、 一般社団法人日本エレ

ベーター協会が定める安全検査基準等の業界標準への知見や、国土交通省などの行政対応

や事故対応等の経険も有しているほか、ゼネコン・下請け業者・販売代理店等との関係調整

の経験もありますr,

当時、日本オーチス・エレペータ株式会社の取締役会の事務局も務めており、取締役会、

監査役会、株主総会も準備を行いましに また、会社法、定款、その他社内規定に基づき、

代表取締役社長及び、取締役会議長を始めとする、取締役や監査役を補佐し、議題の調整を

行いま した。

法務、コンプライアンス、エレベーター業界の経験を有する金子氏ぱ、フジテックの取締

役として最適な候補者です。当社の内部通報制度の遵守（不適切かつ、違法とさえなり得る

内部告発者探しを直ちに止めること） 、フジテックの将来の問題を阻止するために二lンプラ

イアンス制度に則った内部通報文化の確立、及び、関連当事者取引の解消、過去の不適切な

取引から会社資産の調森 ・回収、指名委員会の設罷、型富なエレベーター、製造業での経験

を活かした事業戦略の監督、 KPIに基づいた経営管理に貢献することができます3

金子氏は東京大学法学部を卒業し、フロリダ ・コースタル・スクール ・オブ ・ローにて法

学修士号を取得しており 、U木語と英語に堪能です。

海野薫氏（以下 「海野氏Jといいます。）は30年以上の法務経験を有しているニューヨー

グ州の弁設士で、日本では外国法事務弁護士としての登録を受けています。 DavisPolk、Paul

Hastings、JonesDay、DLAPiperなどの大手国際法律事務所で勤務し、資本市場とストラク

チャード ・ファイナンス、 M&Aを始めとしたクロスボーダー金融 ・企業取引を取り扱って
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きました。

また、 J.P．モルガン証券株式会社の社内弁護士として、法務 ・コンプライアンス部門の責

任者となり 、同社におけるコーポレート ・ガバナンス体制の構築や規制対応に携わりまし

た。また、現在でも、マネーロンダリング防止や汚職 ・贈収賄防止などの規制やコンプライ

アンスに関するアドバイスを日本のクライアントに提供し続けています。このようなコー

ポレー ト・ガバナンスの推進への豊富な経験に基づいて、当社のコーポレート ・ガバナンス

を日木最高のものとすることが期待できます。

また、海野氏は、 DLAPiperにおいて、サステナビリティ及びESGイニシアチプのアジア

担当リーダーであり、ケンプリッジ大学サステナピリティ ・リーダーシップ研究所と共同

で、サステナビリティに沿ったガバナンスとリーダーシップに焦点を当てたグローバルプ

ロジェクト ifutureof Boards」のワーキンググルーブメンバーでもあります。また、 NPO法

人の Lawyersfor LGBT and Allies Networkの理事、セカンドハーベスト ・ジャパンの理事も

務めています。J.Pモルガン証券株式会社では、女性社員の登用と定着のためのタスクフォ

ースを率いた経験もあり、当社の ESG、多様性と女性活躍推進に大いに貢献できるものと

考えられます。

海野氏はボウディン大学哲学科を首席 （サマ ・カム ・ラウディ summacum laude（所謂、

大学総代）及び、ファイ ・ベータ ・カッパ PhiBeta Kappaのメンバー）で卒業し、コロンビ

ア人学法科大学院で法学博士号を取得していますc

日本語と英語に堪能です。

Ryan Wilson氏（以下「Wilson氏」といいます。）は、当社と競合する Schindler、ThyssenKrupp

での豊富な経験を生かし、当社の利益率と成長性を高めるための新たなビジネス戦略の立

案に貢献することが期待できます。

Wilson氏は SchindlerElevator Corporation (Canada)において、買収先企業のターンアラウン

ドを行った実績があります。また、Schindlerにおいて 8年のマネジメント経験の後、

Thyssenk.I-upp Elevator Canada Ltd.を 15年以上率い、同社のサプライチェーンの再楕築を実

現しました。当社の最近の利益率低下はサプライチェーンに大きく関係していると考えら

れるため、サプライチェーンの再構築の経験を有する取締役が不可欠であるところ、Wilson

氏はその豊富な経験を通じて当社に必要な戦略とビジョンをもたらし、高収益事業におけ

る当社の競争力を高めることができる貴重な人材ですつまた、 Wilson氏は社長就任後、低収

益性にあえいでいたThyssenknlppElevator Canada Ltd.を過去最高の成長率で売上、利益と

もに成長させ、カナダ市場で 1位にしました。また、サービスセンターヘの投密や人材開発

を栢極的に行い、 Thysse咄rnppElevator Canada Ltd.を世界的に見て非常に高い水準にまで、

サービスリテンション率、顧客満足度を引き lごげた実績があります。当社は新設工事主導の

事業モデルが依然として絞く中で、独立系サービス会社にメンテナンス契約を奪われてい

る状況にあり、 Wilson氏の Thyssenkruppでの経験が、当社の低いリテンション率の原因に
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なっている、サービス網の再構築、サプライチェーンの見直しによって解決されるでしょ

ぅ。

Wilson氏は、プリティッシュ ・コロンビア大学で経済学の学 1；号を、同大学でMBAを取

得しており、英語に堪能です。

嶋田亜子氏は、20年以ヒにわたり 、知財（知財戦賂立案 ・知財ポートフォリオの最適化

管理等）、法務、規制、 M&Aおよびガバナンスに関して、弁渡士及び、経営戦略の専門家の

観点から経営陣に助言してきましたC グローバル企業の経営に深く関与し 、現在は Ushio

America, Inc．のヴァイス ・プレジデン ト、ジェネラルカウンセル及びコーポレー トセク レタ

リーを務めています。M&A、不良資産、ガパナンスと経営陣の善管注意義務に関する問題

などを子会社管理の観点から長く取り組んできた経験があるほか、会社全体の知財、、データ

プライバシー、規制、 労務、コーポレートガバナンス、 企業コンプラ イアンスヘの対処に豊

＇贔な経験を有しています。 嶋旧氏はM&A案件のリスクの特定、評価、その軽減に閲して

深い専門知識を有しており、取締役会および経営幹部へ的確な進言を行い、ウシオ鼈機の数

百万ドル規模の M&A案件を成功褒に完了させています。 嶋田氏は国際的な事業展開に伴

う事業ヒ0)課題へのアドバイスを経営陣に行う 0)みならず、事業上のチャンスを活かせる

ようにアドバイスしてきましt-IAPP ( International Association of Privacy Professionals)が

認定する CIPP/US(Certified lnfo,mation Privacy Professional)の資格も有しています。

知財戦略、グローバルM&A戦略 ・エグゼキューション、国際的な企業のグループ経営、

リスクマネジメ ン ト、コンプライアンス、ガパナンス、顧客管理、規制当局対応、企業の危

機管理などの観点からフジテックに経営の助言を行うことが期待されています。

現在、米日カウンジル理事会の南カリフォルニア ・サウスウエス ト地区の代表を務めてい

ますC より強固なFl米閲係を構築するために日米間の多様なリーダーを結びつけ、カウンシ

ルをサポー トしています。

ロヨラ大学シカゴ校ロースクールで法学博士号 (JurisDoctor)を、ノースウェスタ＇ン大学

で学士号 (Bachelorof Science)を取得し、ノースカロライナ大学チャペルヒル校でジャーナ

リズムを学びま したニ日本で生まれ育ち、米国でも教育を受けている彼女は、日本語と英語

のバイリンガルですC

(4) 第3号議案ないし第 6号議案について

第 3号議案 社外取締役の個人別の基本報酬の額決定の件

第 4号議案 社外取締役に対し事後交付型株式報酬0)付与の件

第 5号議案 社外取締役に対し株価条件付事後交付型株式報酬の（寸与の（牛

第 6号説案 取締役（社外取締役を除く）に対し事後交付型株式報酬の付与0)件

ア第 3号諾案ないし第 6号緞案に共通する提案理fれ
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第 3号議案ないし第 6号議案は、別途提案している新たな社外取締役の選任に閲する

議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決されることを条件として、社外取締役

に対して付与する報酬について承認を求めるものです．，

当社の取締役の報酬は、金銭報酬について、 2022年 6月23日開催の第 75期定時株主

総会において、年額 550百万円以内（うち仕外取締役につき年額 100百万円以内）と承

認されており 、さらに、 2021年 6月開催の第 74期定時株主総会において、社外取締役

を除く取締役に対し、談渡制限付株式の付与のため、年額 1億円以内（これにより発行又

は処分をされる当社の普通株式の総数は年 200,000株以内）の金銭報酬債権を付与する

ことについて承認がなされています。

しかし、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、取締役会において多様性に

富んだ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が （本となって、企業価

値を高めるための戦略を策定し、必要な施策を精極果断に講じることが，が可欠です。

そこで、請求者は、上記報酬枠とは別に、社外取締役に対し、それぞれ、その役割に相

応しい基本報酬（第 3号議案）、前びに、本臨時株主総会の開催日の翌日（午前零時）か

ら 3年を経過する日までの間を対象期間とする中期インセンティプ報酬として、株価条

件の設定されていない事後交付型株式報酬（第 4号議案）及び株価条件の設定された事後

交付型株式報酬（第 5号議案）を付与することを提案いたします。

これらの提案は、①グローバルの知見、経験、能力を有する独立取締役に相応しい総報

酬水準にすること、②社外取締役の報酬は、現金及び自社株により文給し、かつ、自仕株

による支給の割合を、現金による支給と同程度とすること、③株式報咽は、 3年間のベス

ティング期間のみを設定し株(lffi上昇を条件として付さない事後交付型株式報酬(RSU.)と、

株価上昇を条件として付し、 付与時の株価から 20％を上回った楊合にベスティングが可

能となる RSUから構成されるが、株主価値創造を日指したコーポレート ・ガバナンス改

革に対ナる役割を期待することから、株価条件を付した RSUO)割合を大きく設定するこ

とが妥当（なお、 RSUは、いわゆる一定の企業業績の達成条件を付した業績連動報酬型

株式報酬ではないC)との考えに基づくものですへ第 3号講案から第 5号議案についてご

承認いただいた場合、 ］人当たり、 1年当たりの現金報醐の額は 12,500千円、株式報酬0)

額は ］0.833千円、その合計額は23.333千円となります。

第 6号議案は、当社の社外取締役以外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3

年間を対象期間とする中期インセンティプ報酬として、株価条件の設定された事後交付

型株式報酬を付与することを提案するものです。

イ．事後交付型株式報酬 (RSU)の内容

① 概要

事後交付型株式報酬は、権利付与後一定期間を経過した後、一定の条件を満たすこと

を条件として、あらかじめ定めた数又はあらかじめ定めた算定方法により計算される数
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の普通株式を交付する株式報酬ですe

当社は、ペスティング条件を充足することを条件として、権利を付与された取締役に

対し、権利付与nにおいて定める交付株式数の当社普通株式を、ベスティング期間洞了

後に交付するものとします

②ベスティング条件

ベスティング条件は、 い）権利付与日からベスティング期間の満了日まで継続して当

社取締役の地位を有すること、及び(B)ベスティング期間満了 H前 20日間の当辻普通株

式の東京証券取引所の普通取引における終値の平均値が、権利付与日の前日の終値に対

して 20％以上上昇していることです（以下、(A)の在任条件のみをベスティング条件と

するム廿後交付型株式報酬を「株価条件を設定しない事後交（寸型株式報酬」といい、 (A)の

在任条件及び(B)の株価条件をベスティング粂件とする事後交付型株式報酬を「株価条

件付事後交付型株式報酬」といいます』。

ただし、社外取締役に対しては、上記ベスティング条件のうち株価条件を設定しない

事後交（寸型株式報酬と、株価条件付単後交付型株式報酬の 2種類を付与するものとしま

す。

ベスティング期間満了時において U木の非居住者である取締役については、当礼普通

株式の交付に代えて、当該取締役に交付されるべき当社普通株式の数にベスティング期

間満了日前 20日間の当社普通株式の東京証券取引所の醤通取引における終値の平均値

を乗じた額の金銭を交付するものとします、

ベスティング期間満了後における株式の交付は、交付されるべき当社普通株式の数に

応じ、現物出資に供するための金銭報酬債権を各取締役に支給し、各取締役が、当該金

銭報酬債権の全部を現物出資の方法により給付することにより、当社普通株式の割当て

を受ける方法により行うものとします口

③権利付与1J及びベスティング期間

権利付与日は、本臨時株主総会の開催nの翌日（午前零時）とし、権利付与Hから 3

年を経過する Hまでの間をベスティング期間とします。ただし、ベスティング期間の満

了前に意に反して取締役を解任され、又は取締役に再任する議案が株主総会において否

決された場合（法令違反その他本人の資めに帰する事由による解任等の場合は除き、以

下「非自発的退任」といいます0)には、当該時点をもってベスティング期間が満了した

ものとみなすものとしますC

なお、事後交付型株式報酬は、ベスティング期間である 3年間の報酬として付与され

るものです。また、本提案に基づき事後交付型株式報酬が付与されるのは 1度であり、

毎年又は数年おきに繰り返し権利が付与されるものではありません，、

④各取締役に対して交付する株式数（以ド「交（寸株式数」といいます。）

各取締役に対して交付する当社普通株式の数は、第 4号議案ないし第 6号議案におい

て承認可決された当該取締役にかかる―基準額1を、権利付与日の前日の東京証券取引
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所における当社習通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直

近取引日の終値。以下「基準株価」といいます。）で除して得た数 (100株未滴の端数は

切り捨てる）とします，

ただし、非自発的退任の場合には、交付株式数は、基準額を基準株価で除し、これに

権利付与 Hから退任時までの在任月数 (1月末満の端数は切り l:げる）を 36で除して

得た数を乗じて得た数 (100株未満の端数は切り捨てる）とします．9

⑤ベスティング期問満了後に付与する金銭報酬債権の額

ベスティング条件を満たした各取締役に支給される金銭報酬債権の額は、交付株式数

に、当社普通株式の交付に係る当社取締役会決議の日の前営業日時点の東京証券取引所

における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近

取引日の終値）を乗じて算定します。

⑥組織再編又は支配権の変動時の取扱い

当社が消滅会社となる合併契約．当社が完全子会社となる株式交換契約、株式移転計

画等の組織再編、又は支配権の変更に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織

再編又は支配権の変更に閲して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、

当社の取締役会）で承認され、 ベスティング期間満了前にその効力が生じる場合は、当

該承聡日をベスティング期間満了日とみなし、 ベスティング条件を満たす取締役に対し

て、交付株式数の当社牌通株式又はこれに代わる金銭を交付します，なお、金銭を交付

する場合には、当社普通株式に代わって金銭が交付されることとなる当該当社普通株式

に係る交i'」株式数にベスティング期間満了日前 20日間の当社普通株式の東京証券取引

｝所の普通取引における終値の平均値を乗じた額の金銭を交付するものとしますC

ウ．第3号議案 社外取締役の個人別の基本報酬の額決定の件について

本議案は、上記第2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

新たに選任される社外取締役について、佃人別の基本報酬の額の決定を提案するもので

す。なお、本謡案は、本株主総会の前から引き続き在任する社外取締役について、 2023年

3月期にかかる基本報酬の額の変更を求めるものではありません。

各社外取締役の基本報酬の額は、当社の企業価値向上を図るための経営戦略の策定、及

び経営陣に対する助言に、十分な時間を費やしていただくため、一人当たり、 1事業年度

につき 12,500,000円 （新たに選任される社外取締役が 7名である場合の総額は

87,500,000円）といたしたいと存じます。

エ．第 4号議案 社外取締役に対し事後交付型株式報酬の付与の件について

本議案は、卜-記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認叶決された場合に、

社外取締役（新たに選任される仕外取締役に限定されませんC)に対し、以下のとおり株

価条件を設定しない事後交付型株式報酬を付与するこ とを提案するものです。
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株価条件を設定しない事後交付型株式報酬の内容は L—．記のとおりですっ

各社外取締役にかかる基準額は、一人当たり 12,50Q,OOO円（社外取締役が8名となる

場合の総額は 100,000,000円）とします。ただし、事後交付型株式報酬は、就任後 3年間

の職務執行の対価として付与されるものであるため、1年当たり額は約 4,167千円です。

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数 (100株

未満の端数は切り捨てる）とします，， ただし、その総数は、社外取締役が 8名となる場合

の基準額総頗 (100,000,000円）を 2022年 9月1Hから同年 11月 30日までの 3ヶ月間

の株式会社東京証券取引所における当社酋通株式の替通取引の終値のうち最低額である

2,768円で除した株式数 (100株未満0)端数は切り上げ）である 36,200株株以内とし、

基準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときは、当該上限数を各社外敗締役の

基準額に対して比例的に配分します。

オ第5号滞案 社外取締役に対し株価条件付事後交付邸株式報酬の付与の件について

本説案は、上記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について水認可決された場合に、

社外取締役偉↑たに選任される社外取締役に限定されません］に対し、以ト(})とおり株

価条件付事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。なお、株価の上昇をペ

スティング条件とする趣旨は、株キとの利益共有を一洒強くすることを意図するもので

あり、一定の企業業績の達成を条件とする業納連動報酬を意囮して付与するものではあ

りません。

株価条件付事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。

各社外取締役にかかる晶準額は、現金による基本報酬の額の 160％に相当する、一人当

たり 20,000,000円（社外取締役が 8名となる場合の総額は 160,000,000円）とします。

ただし、事後交付型株式報酬は、就任後 3年間の職務執行の対価として付与されるもので

あるため、1年当たり額は約 6,667千円ですC

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除Lて得た数 (l00株

末満の端数は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、社外敗締役が 8名となる場合

の基準額総額 (160,000,000円）を 2022年 9月1日から同年 11月 30日までの 3ヶ月間

の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である

2,768円で除した株式数 (100株未満の端数は切りいず）である 57,900株以内とし、基

準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときは、当該上限数を各礼外取締役の基

準額に対して比例的に配分します。

力．第 6号酪案 取締役（社外取締役を除く）に対し株価条件付事後交付堅株式報酬の付与

の件について

本議案は、当社取締役（社外取締役を除く 3 以下、本磁案において同じ）に対し、以

ドのとおり株価条件付事後交付型株式報酬を付与することを提案するものですし
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株価条件付事後交付型株式報酬の肉容は上記のとおりですコ

各取締役にかかる基準額は、 2022年度における各取締役の基本報酬0)額と同額としま

す。ただし、その総額は 146,000,000円以内とし、 2022年度における各取締役の基本報

酬の額の総額がこれを超えるときは、当該上限額を各取締役の基本報酬の領に対し比例

的に配分します。総額を 146,000.000円以内とした理由は、2022年度の取締役の基本報

酬の総額は開示されていないものの、 2021年度の取締役の基本報酬の総額は 145百万円

であることが開示されていることから、 2022年度の取締役の基木報酬の額もほぽ同水準

であろうと推定し、その総額と同水準の総額の基本報酬を付与する前提に立ち、

146,000,000円が総額の上限額として妥当と考えたからです。

各取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数 (100株未満の端数

は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、基準額の総額の上限である 146,000,000

円を 2022年 9月 1日から同年 11月30日までの 3ヶ月間の株式会社東京証券敗引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である 2,768P1で除した株式数 (100

株未満の端数は切り上げ）である 52,800株以内とし、基準額を基準株価で除して得た数

がこれを超えるときは、当該上限数を各取締役の基本報酬の領に対して比例的に配分し

ます。

木提案時点における対象となる取締役の人数は 3名です。

(5) よって、請求者は、当社に対し、可能な限り速やかに臨時株主総会を招集するよう請求する

とともに、その臨時株主総会の招集にあたっては上記の株上総会の目的事項及びその議案

の要領を株主に通知するよう請求いたします，

華々

23 



別紙②

.. 

令和4年 12月上ユ．49B

〒522-8588

紅賀県ぷ恨市宮fll町 59 1番地 1

フジテック株式会社

代友取締役社長

岡田凸 夫 様

〒 100-0011

東京都千代田区内ii町二T□2番2牙

富1り生命ビル

渥ズ坂井法偉事務所 ・外国法共同乍

TEL:03-5501-2111 

FAX:03-5501-2211 

Oasis Japan Strategic Fund Ltd. 

代珂人

弁．曼士 河村り1雄

同 町田行人

固 水上高佑

同 宮前な （連絡担当）
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臨時株主総会謡案通知請求書

冠省

当職らは、OasisJapan Straiegic Fund Ltd,（以下「請求者1といいますC)の代理人として、以下の

とおりご連絡いたします。

諸求者は、フジテック株式会社（以下「当社Jといいます。）の株主であり、 6か月前から引き続

き発行済株式総数の 100分の 3以上である 2,472,000株の株式を有しております。請求者は、令和4

年 12月 1日付で、会社法第297条第 1項に基づき、下記のとおり当社の臨時株主総会（以下 「本臨

時株主総会」といいます。）を招集することを同日付臨時株主総会招集請求芯（以下「 12月 1日付

諮求害」といいます。）により請求いたしました。請求者は、 12月 1日付請求むにおいて、同時に、

会社法第 305粂第 1項に基づき、その臨時株主総会の招集にあたっては、同請求帯において特定し

た「 1 株主総会の目的である事項J記載の株主総会の目的事項及び「 2 招集の理由J記載の謡案

の要頷を株主に通知するよう請求いたしました。 しかしながら、その後，第 1号議案の6名の現社

外取締役 壬・ の理由に関して若干の修正を必要とすることが判明したこと 2 •議 の取締

安‘壬諾案にかかる社 取 /叶甫者を一部変更する必要が生 じたこと 、及び、社外取締役の報酬

等に関する 3号から 6号議案につきより精女な講 を決・していただくために修正を必要とす

ることが判明したことから、 和4年 12月 1日付議案通知諸求を 12月20日付にて撤回し 同時に

同 12月 20日付けで改めて第1号から第6号までの議案の内容を修正した修正版議案通知請求姿を

ご送付させていただきましたr

ーのたび、は社からのご指摘も まえ 修正 議 ‘知i求芯を再修正し改めて二 ‘i知請求害

を 成いたしましたので 12月20日付修正版 通知請求害は撤回しそれに替えて、本日付にて

改めて議’通知請求否をご共寸申し上げます つきましては 下記のとおりこmたぴ、誇般m1「情
函，

→ .̀,ム - ＇、ム

9 9 こ9 -+- -マ I ー
八 ム入

「1 株主総会の目

的である事項」記載の株主総会の目的事項及び「 2 招集の理由」記載の議案の要領を株主に通知

するよう請求いたしますB

記

1 株主総会の目的である事項

第 1号諾案社外取締役6名（杉田陣樹、山添茂、遠藤邦夫、引頭麻実、 三品和広及び大石

歌織）解任の件

第 2号議案 以下の社外取締役 7名選任(/)f牛

社外取締役候補者 浅見明彦

2 
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同

同

同

同

トーステン ・ゲスナー (TorstenGessner/ 

クラーク ・グラニンジャー (ClarkGraninger) 

金子裕子

海野焦

同 ライアン ・ウィルソン (RyanWilson) 

同 嶋田亜子

第 3号謡案 社外取締役の個人別の基本報酬額決定の件

第 4号禁案 社外取締役に対する事後交付型株式報酬の付与の件

第 5号議案 社外取締役に対する株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件

第6号謡案 取締役（社外取締役を除く）に対する事後交付型株式報酬の付与の件

2 招集の理由

(1) 当社の持続的成長のために社外取締役を刷新し、ガバナンス改革を実行するとともに、社外

取締役の報酬を引き上げるぺきこと

当社の現社外取締役は、長年に亘り、内山高一氏（以下 r内山氏」といいます』が当社

と行った関連当事者取引 （内山氏及び、内山氏の家族が関連する法人との閾連当事者取引を

含む）に関する取締役会や、その関連当事者取引が引き起こされた劣後したコーポレート ・

ガバナンスの状況を積極的に是認する取締役会の決議に参加してきました。

また、第 75期の定時株主総会で、内山氏の取締役再任提案を突如取り下げて内山氏の再

任提案が否決されるポ態を避け、そればかりか、その総会の直後に、株主への説明費任を果

たしていない内山氏を株主総会の承認を経ない会長職にそのまま祭り上げ、長年の専ら自

らを利するための関連当事者取引の説明貨任を不問にし、内山氏が引き続き経常に関与す

ることを是認し、不適切なコーポレート ・ガパナンス体制を構築し維持しようとしていまナ

現在の社外取締役は、このように内山家と連携する立楊をとっていますc そして、内山家

が不適切な関連当事者取引を行ない、当社の持続的成長に向けたリーダーシップを内山氏

が発揮してこなかった共任の追及を怠っており、株主、従業員、顧客を含むすべての利害関

係者の利益よりも内山家の利益を優先しています:

フジテックの現社外取締役のこれらの行為はすべて、コーポレートガパナンス ・コードや

日本取引所グループの「ハンドプック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役

の在り方に関する実務指針Jで定められた社外取締役が担うべきと期待された女務からは

かけ離れています:

従って、賄求者は、当社の現任の 6名の独立取締役をすべて解{f:し、当社のコーポレー

ト・ガバナンスと収益を大幅に改善し持続的成長を遂げるために以下の 7名の候補を社外

取締役候補として推邸します。

また、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、取締役会において多様性にぢん

だ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が一（本となって、企業価値を高
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めるための戦略を策定し、必要な施策を積極果断に講じることが不可欠です。

そこで、詰求者は、社外取締役に対し、その役割に相応しい基本報酬及び本臨時株主総会

の開催日の翌日（午前零時）から 3年を経過する日までの間を対象期間とナる中期インセン

ティプ報酬として、株価条件の設定されていない事後交付型株式報酬及び株価条件の設定

された事後交付型株式報酬を付与することを提案いたします<JJpえて、当社の仕外取締役以

外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3年間を対象期間とする中期インセンテ

ィプ報酬として、株価条件の設定された事後交9寸型株式報醒を付与することを提案いたし

ます。

(2) 第 1号諾案 社外取締役6名解任の件について

杉田伸樹氏（以下「杉田氏」といいます,)は、 2017年 6月に当社の取締役に就任して以

来、取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

事者取引を調査及び監督することができる地位にありました。諮求者は、 2020年 7月に，

内山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、杉田氏は何ら必要と考えられ

る措置をとることなく 、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでしたら例えば、杉田氏は、 2021年5月 12H、当社が所有していた ドムス元麻布 l04号

室を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対Lて、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決譲に参加しておりましたテま

た、杉田氏は、当社との間に利害問係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑

惑を不開に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告苫を提出させたことに閲し、

当該調査を主達する会謡体の一員として重要な役割も担っていました二さらに、杉田氏は、

当社取締役会の諮問機関である指名 ・報酬諮問委員会の委員長であるにもかかわらず、調査

報告占を十分精査せず、2022年 5月29日に開催された指名 ・報到諮問委只会において内山

氏の再任議案を見直さなかった点に大きな問題があります。社長その他役員を選定フロセ

スの透明性の欠如及び、サクセッションフランを定めずにいた点も問題ですE

また、当社は、 2022年6月23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の諮案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会防

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明哀任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というぺきですこ杉田氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を下問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです，

また、杉田氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委口会による追加調査という名の結論ありきの調査を 2022年

6月 17日の取締役会の決諮に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出る ことが必然であ

るような結論ありきの調査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の

・ ー
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利益に反する対応をしたことの交任も問われるぺきです。

さらに、杉田氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監仔する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部紘制の欠如、内部告発者の不十分な保誰、

当社が他t±と比ぺて ESG上劣後 している点にも資任を負っていますc

これらの行為はすぺて、コーポレートガパナンス ・コードや日本取引所グループの「ハン

ドプック独立役員の実務J及び経済産業省策定の［社外取締役の在り方に関する実務指針J

で定められた社外取締役が担うべきと期待されたは務を果たせておらず、何らペストプラ

クティスに合致しないものでしたz

以上のとおり、杉田氏は、 一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました同氏

は、当吐の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明賢任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、肉山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ませんこ

山添茂氏（以 F「山涼氏」といいます。）は、2018年 6月に当社の取締役に就任して以来、

取締役会(J)-f.l.として、当仕と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当事

者取引を調査及び監件することができる地位にありました。請求者は、 2020年 7月に、内

山氏による関連当事者取引の調杏を要請いたしましたが、山添氏は何ら必要と考えられる

措牲をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できません

でしたc 例えば、山添氏は、 2021年 5月 12日、当社が所有していたドムス元麻布 104号室

を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比し

て大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決漉に参加Lておりましたニまた、

山恭氏は、当社との間に利宙関係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑惑を

不問に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告害を提出させたことに関し、当該

調査を主導する会議体の一員として直要な役割も担っていましたD さらに、山蔀氏は、当社

取締役会の諮開機I関である指名 ・報酬諮問委員会の栴成員であるにもかかわらず、調査報告

苫を十分精査せず、 2022年5月29日に淵催された指名 ・報酬諮問委員会において内山氏の

再任議案を見直さなかった点に大きな問題がありますC 社長その他役且を選定プロセスの

透明性の欠如及び、サクセッションプランを定めずにいた点も問題です。

また、当社は、 2022年 6月23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付醗予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明口任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しましたc このことは、株主に対する背は行為

というべきです。山添氏は、不適切な関連当事者取弓1を行った内山氏の双任を不閤にし、お

まけに、内山氏の経営への継絞的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

6 
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止できすにいることは明らかですc

また、山添氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査においても、「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業絃治上も問題ない」という当初の調査

の結論を見直さず、「本取引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただく」なる目的の追加濶査を 2022年 6月 17日の取締役会の決

識に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような結論ありきの調

査を実施させるなどの対応に終始しています， このような当社の利益に反する対応をした

ことの責任も問われるぺきです、

さらに、山活氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保設、

当社が他社と比べて ESG上劣後 している点にも安任を負っていますc

これらの行為はすぺて、コーボレートガバナンス ・コードや日本取引所グループの「ハン

ドプック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された只務を果たせておらず、何らペストプラ

クティスに合致しないものでした。

以上のとおり、山添氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました.I司氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明貢任を負わない有給の役臓

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ませんg

遠藤邦夫氏（以下「遠藤氏」といいよす，）は、 2019年 6月に当社の取締役に就任して以

来、取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

専者取引を調査及び監督することができる地位にありましたc 請求者は、 2020年 7月に、

内山氏による関速当事者取引の調査を要諮いたしましたが、遠藤氏は何ら必要と考えられ

る措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでしたc例えば、遠藤氏は、2021年5月 12日、当仕が所有していたドムス元麻布 104号

室を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決譲に参加しておりました。ま

た、遠藤氏は、西村あさひ法律事務所より提出された調査報告也は謂査者の独立性が欠けて

いること 、内容は明らかに偏向 していること、そして、当社のコーポレート ・ガバナンスに

欠陥があることも明らかであるにもかかわらず、この調査報告書を承認する決謡に参加し

ました。このことは、遠藤氏が、一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、ま

た社外取締役に必要な客観的な監督能力が欠如していることを示していますU

6 
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また、当仕は、 2022年 6月23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付培予定

の議案を問連当罪者取引に問する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明丙任を果た していない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました＂このことは、株主に対する 1'f9言行為

というべきです。遠藤氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の只任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当市者取引を阻

止できずにいることは明らかです。

また、遠藤氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の市実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査においても、「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業絃治上も問題ない」という当初の調査

の結論を見直さず、「本取引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただく」なる目的の追加調査を 2022年 6月］7日の取締役会の決

議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような結論ありきの調

査を実施させるなどの対応に終始していますc このような当社の利益に反する対応をした

ことのrt任も問われるぺきですこ

さらに、遠藤氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監将する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能）」及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当f±が他社と比べて ESG上劣後している点にも責任を負っていますこ

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス ・コードや日本取引所グループの「ハン

ドプック独立役員の実務J及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うぺきと期待された安務を果たせておらず、何らペストプラ

クティスに合致しないものでした。

以上のとおり 、遠藤氏は、 一般株主の利益よりも内山家の利益を倦先してきましたc 同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪殴な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明口任を負わない有給の役識

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしる、進

んで加担していると言わざるを得ません，

弓l頭麻→歴玉氏（以下 I引頭氏jといいます:)は` 1021年6月に当社の取締役に就任し

て以来、内山氏と当社との間で行われた利益相反上の問題のある関連当専者取引のいくつ

かを調査及び監督することができる地位にありましたs また、引頭氏は、西村あさひ法律事

務所の調査報告苺が明らかに偏向しており、当社のコーポレート ・ガバナンスに欠陥がある

ことが明らかであるにもかかわらず、この調査報告西を承認する決議に参加しましたここの

ことは、弓l頭氏が、 一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、また社外取締役

に必要な客観的な監督能力が欠如していることを示しています

7 
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また、当社は、 2022年6月23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に（寸哉十定

の醗案を閑連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明在任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背は行為

というぺきです＆引頭氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の打任を不問にし、お

まけに内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる朋連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです:

また、引頭氏は、内1l」氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、追加潤査により「株主により指摘を受けた関連当事者取引その他行為

につき問題をないこと」を確認するとして、当社が追加調査を実施する第三者委員会の委員

の拙速な指名を主祖iし、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような調査体制を確

立するなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をしたことにつ

いても百任を負わなければなりません。

さらに、引頭氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監付する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと 、経岱管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分ナ（保護、

当社が他社と比べて ESG上劣後している点にも貨任を負っています。

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス ・コードや日本取引所グループの「ハン

ドプック独立役員の実務J及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うぺきと期待された百務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでしたコ

以上のとおり、引頭氏は、 一般株主の利益よりも内山家の利益を俊先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪竹な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさす、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と 支配力を行使することができ、株主に対して説明迂任を凸わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。

三品和1去氏（以下「三品氏Jといいます。）は、 2022年 6月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の一員

としての説明買任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背信行

為ともいうぺき行為に加担し、一般株主よりも内山氏と協調する姿勢を即座に示しました。

このことから、三品氏は、今後も不適切な関連当↑渚団氾lを行った内山氏の貨任を不問にし｀

内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さ らなる関連当事者取引を阻止できず

にいることは明らかです

また、 三品氏は、選定委員会の委員と して徹底して独立したプロセスで第三者委目会の委

只をすぺて決めなければならなかったにもかかわらず｀第そ者委員会の委員長の候補を選

8 
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ぷだけにとどまり、内山氏に有利な結果が出ることが予定されているような調査体制を措

築した貸任も問われるべきです，

さらに、三品氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監件する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部銃制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比ぺて ESG上劣後している点にも費任を負っていますS

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス ・コードやn本取引所グループの「ハン

ドプック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「F土外取締役の（1:り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された百務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでしたe

以上のとおり、三品氏は、当社の取締役に就任して間もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を優先してきました。同氏は、当仕の取締役として、内山氏の悪質な行動を

監督して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選任されていないにもかかわらず、当社への影響力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明召任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内IIJ氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加担していると言わざるを得ませんc

大石歌織氏（以下「大石氏」といいます』は、2022年6月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の一員

としての説明召任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背／言行

為ともいうぺき行為に加担し、 一般株主よりも内山氏と協調する姿剪を即座に示しました。

このことから、大石氏は、今後も不適切な関連当事者取引を行った内山氏の双任を不問にし、

内山氏の経常への組続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻止できず

にいることは明らかです。

また、大石氏は、選定委員会の委員として徹底して独立したプロセスで第三者委只会の委

員をすべて決めなければならなかったにもかかわらず、第三者委員会の委員長の候補を選

ぶだけにとどまり 、内山氏に有利な結果が出ることが予定されているような調査体制を構

築したガ任も問われるぺきです。

さらに、大石氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監仔する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保誇、

当社が他社と比ぺて ESG上劣後している点にも費任を負っています◇

二れらの行為はすべて、コーボレートガパナンス ・コードや日本取引所グループの「ハン

ドプック独立役員の実務j及ぴ経済産業省策定の「社外取締役の在り方に1坦する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

また、大石氏は、上記のとおり一般株主よりも内山氏の利益を倦先させたばかりでなく、

以前から当社と取引のある北i兵法律事務所のパートナーであることから、真の独立性にも

， 
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疑問があります。さらに言えば、当社の現監査役の池田辰夫氏は北浜法律布務所の出身であ

り、また、当t士の元監査役であり、かつ元仕外取締役でもある佐伯照道氏も北浜法律事務所

の出身ですで当社と北浜法律事務所との関係が深いことは明らかであり、大石氏の独立性を

直ちに疑わざるを得ません。また、池田氏、佐伯氏ともに当社に在任中、内山氏と当社との

問の関連当事者取引に関する取締役会決諮に参加していたことから、独立性を有している

かは極めて疑問です，

以上のとおり 、大石氏は、当社の取締役に就任して間もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を優先してきました。同氏は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を

監督して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選（壬されていないにもかかわらず、当社への影響力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明責任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内山氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加担していると言わざるを得ませんc

(3) 第2号謡案 社外取締役 7名選任の件について

侯補者
番号

I 

社外取締役候補者 7名の略歴等及び同人らを社外取締役候補と して提案する理由は次の

通りですa

なお、取締役の総数を II名以内とする旨の定款の定めにより、社外取締役を除く取締役

が 3名である場合には、社外取締役の総数は 8名が上限となります従いまして、仮に第 1

号議案（社外取締役 6名解任の件）のうち 2名以上の仕外取締役について解任決様が否決

された場合に1ま、社外取締役の総数が 8名を超える選任決議は不適法となるため、第 2号

議案は、社外取締役の人数枠である 8名から第 1号諮案の解任決議が否決された社外取締

役の人数を差し引いた人数の社外取締役を選任する議案として決諾をお願いいたしますっ

例えば、解任が否決された現在の社外取締役が 2名であれば伊—名の社外取締役を新たに選

任する議案として決識いただくことになります。その場合には、下記の候補者番号に従って

顧に選任の可否の決謡を行い、新たに選任される取締役の人数がその上限に達した時点で

その余の候補者の選任決譲は行わないこととする、というのが本株主提案の内容ですC

氏 名
略歴、当社における地位、担当及び重要な液職の状況

所有する当
生年月日 社株式の数

1985年4月 株式会社富士銀行（現みずほ銀行l入行

1996年5月 マサチューセッツ工科大学経営大学院修士課程

浅≫e 見→ 覺明'. ,彦． - 金融工学寿攻修了

1996年5月 ゴールドマン ・サックス託券株式会社投資銀行 0株
(1960年4月18日生）

部門入辻

2005年 11月ゴールドマン ・サックス証券株式会社投資銀行

部門マネージング ・ディレクター

lO 
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2009年6月 ドイツ証券株式会社投毀銀行法人本部マネー

ジング ・ディレクター

2011年 6月 バークレイズ証券株式会社投資銀行部門コー

ポレート ・ファイナンス部長マネージング・ディ

レクター

2014年 2月 バークレイズ証券株式会社投資銀行部門投資

銀行本部長アジアパシフィック地域日本代表

マネージング ・ディレクター

2015年 3月 パークレイズ証券株式会社 投資錢行部門副会

長アジア・バシフ ィック地域13本代表マネージ

ング ・ディレクター

2018年 1月 東京大学協創プラットフォーム開発株式会社

パートナー特別顧問（現任）

2018年 1？月 HAPSモバイル株式会社取締役coo

兼、ソフトパンク株式会社顧問

2021年6月 ソフトバンク株式会社事業開発玄垣＿ギ部顕問

（現任）

2022年 4月 国立大学法人東京大学財務経営本部―，， ドパL丈

ニ （現任）

1985年 IO月 Otis入辻

1996年 l0月 UnitedTechnologies Corporation、エレクトロニク

ス・サプライチェーン ・マネジメント担当ディレ

クター

2003年 10月 OtisEleva1or Companyヴァイスプレジデント（欧

州サプライチェーン担当）

2005年 1月 011s UK & Central Europeサプライチェーン ・マネ

To『slenGessner ジメント＆ロジスティクス担当エリアディレク
2 0株

(1963年 3月 19日生） ター

2005年 10月 ThyssenKmppElevator CENE GmbH棗面執行資任

者 (COO)

2007年 1月 TiiyssenKrupp Elevator GmbHシニア ・ヴァイス ・

プレジデント

2009年 10月 ThyssenKruppElevator Innovation GmbH 代表取

締役会長兼CEO

2011年 10月 ThyssenKruppNorth J¥Jnerica, Inc代表取締役会長

11 
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兼妓高経営衰任者 (CEO)

1991年 9月 日本シャフト株式会社入t土

1995年 7月 、ンカゴ大学ピジネススクール入学

1997年 6月 、ンカゴ大学ビジネススクール卒業

1997年 7月 リーマンプラザーズ入社

2000年6月 株式会社新生銀行入行、次長、クレジッ トトレー

ディングチーム長

2003年 9月 株式会社新生銀行専務執行役貝法人部門長

2007年 2月 アプラス株式会社代表取締役社長
Clark Graninger 

2009年 II月株式会社新生銀行社長補佐 0株3 
(1968年 1月27日生）

2011年 2月 株式会社あおぞら銀行営業執行役只⑲人営業部

門長

2017年 8月 ウェルスパーク株式会社常務取締役、品高ウェ

ルスマネージメント仄任者

2021年 6月 ウェルスパークキャピタル株式会社常務取締役

（現任）

2022年 6月 Reboot株式会社 Co-Founder、代表取締役、

COO/CFO（現任）

~000 年 4 月 西村総合法律事務所（現：西村あさひ法律事務所）

弁護士（同月より第一東京弁護士会会員）

2010年 6月 日本オーチス ・エレペータ株式会社法務室室長

2016年 1月 アルコニックス株式会社経営企画本部法務担

e. rふ.:. •： ぅ：

当部長
4 

金子裕子
0株

(1975年 6月8日生） 2019年 9月 公認不正検査士認定

2020年 4月 アルコニックス株式会社経営企画本部法務 ・コ

ンプライアンス部長

2021年 II月ルネサスエレクトロ：：：クス株式会社法務絞括部

契約法務部コーポレート ・カウンセル（現任）

1987年 9月 Dav,述 Polk& Wardwell法律事務所（ニューヨー

ク、東京）アソシエイ ト、弁護士 (1988年 5月よ

へ み n ぃ”る りニューヨーク州弁獲士会会員）

5 
海 野 薫

1988年 10月ポールヘイスティングス法律事務所 ・外国法共同 0株
(1963年 5月 13日生）

事業オプ ・カウンセル

1999年 10月ポールヘイスティングス法律事務所・外国法共同

事業パートナー

12 
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6 
Ryan Wilson 

(1969年 9月 23日生）

• 』 ·

7 
蝉叫 ．亜王亜ギ

(1973年 10月 13日生）

2000年4月 外国法事務弁護士（第二東京弁護士会）登録

2006年 2月 JP．モルガン証券株式会社 マネージング ・デ 9レ

クタ 常務取究役兼アソシエイト ・ゼネラル ・カ

ウンセル

2008年6月 外国法共同1t業ジョーンズ ・デイ法律事務所 バ

ートナー

2018年 1月 ディーエルエイ ・バイパー東京バートナーシップ

外国法共同事業法律事務所パー トナー（現任）

1990年 5月 Labatt Breweries of Canada入社

1994年9月 Laban Breweries of Canadaマネージャー

1995年6月 Schindler Elevator Col])oration (Canada)マネージ

ャー

1997年 6月 Sch111dler Elevator Corporation (Canada)リージョ

ナル ・ヴァイス ・プレジデント

2003年 5月 ThyssenkruppElevator C釦 adaLtd. (TKE)入社ヴァ

イス ・プレジデント

2004年 ］0月 Thyssen知 1ppElevator Canada Lid. (TKE)シ＝ア ・

ヴァイス ・プレジデント

2015年9月 Thyssenkrupp Elevator CaiヽadaLtd. (TKE)代表取締

役社長兼CEO

2018年 II月 JackCewc Construction Ltd.代表取締役兼CEO（現

任）

1999年 8月 Hancock Ro1hen & BunshoflししP、アソシエイト

2001年 3月 Couden Brothe『sLLP、アソシエイト

2005年 5月 RuIan&Tucker，しLP、アソシエイト

2008年 5月 Apria Healthcare、シニア ・コーポレートカウンセ

Jレ

2010年 7月 Apria Healthcare、アシスタント ・ゼネラル ・カウ

ンセル

~A I I iii ~ q ti,.一 J -． 4：噌占，． 二

2014年 5月 Christle Digital Systems、アシスタント ・ゼネラル・

カウンセル

2017年 4月 Ush10 Amenca, Inc.、ヴァイス ・プレジデント、ゼ

ネラル ・ カウンセル兼、 ::r—ポレート ・ セクレタ

リー（現任）

13 
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▲
 

2018干 5月 キB,"→；・，ル理賓合、力立→中4い..!,J..,,,=-1/--1現

佑

2019年6月 KA Imaging Inc.、社外取締役（現任）

2020年2月 米日カウンシル理事会、南カ リフォルニア.:..及谷←

サウスウエスト地区代表（現任）

2020年 10月 Associationof Corporate Cow1sel南カリフォルニ

ア支部、ポード ・オプ ・ディレクター（現任）

2020年 10丹→＼泌心In11091--0「Con)(lraRC旧Insel、 国唸dii名す・・ 19

ロ―’fft i: 

2021年4月 ジャパン ・ポード ・ダイバーシティー ・ネット

ワーク、チャーター ・メンバー（現任）

2021年5月 UshIO Europe、ゼネラル ・カウ/セル（現印

（注） 1. 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

2. 浅見氏、 Gessner氏、 Graninger氏、金子氏、海野氏、 Wilson氏及び岨田氏が社外取締

役に就任された場合、同氏らとの間で貨任限定契約を締結する予定であります。なお、

当該契約に基づく賠償貨任限度額は、法令が定める最低貨任限度額と致します。

［取締役候補とした理由）

桟見明彦氏（以下 「浅見氏」といいます。）は、 株式会社宮上銀行（現みずほ銀行）、窃士

預行（現1すぽ預行1、ゴールドマン ・サックス証券株式会t:I:-f-IIドマジ ＇やy,"-, ；正方、

ド（ツ証券株式会社ドイ‘‘’銀往パークレイス証券株式会出てT/rlイマ銀行でシニアニイ

ンペストメントパンカーとして勤務し、金隙業界において 39年以上の業務経験を有してい

ます。また、 東京大学協創フラノトつォームofl逹株式会r:I東京大学イ 1、ゞ-̀： 1 :・ • →二，9

トフr-J、ソフトバンク株式会社において、ベンチャーキャピタル投安やテクノロジー企

業への投資に従事しています。

コーポレート ・ファイナンスのスキルを活かし、日本の大手企業のコーポレートアクショ

ンやディールについて長年にわたって助言を提供してきたほか、大規模なチームのマネジ

メントやジョイント ・ベンチャーの立ち上げなど、優れた企業経営手腕を発揮してきまし

た。

浅見氏は、当社の将来の成長に不可欠な M&Aなど投資案件の調達、適切な投毀先の評

価、交渉に貢献することができます。また、当社が賓金を投入したプライペー トファンドに

おいて、当社の姿金が最適な方法で投資されているかを監督することにも貢献することが

できます。当社は、 M&Aに関する社内の専門知誠に乏しく、多額の M&A'r算があるにも

かかわらず完了した案件が多くありません。また、当社には買収額を適切に評価できる人材

が不可欠です。浅見氏の専門知識は、フジテックと株主の双方に、より大規模で変革的な

M&Aを実行する確実性を高めてくれると考えます。また、ペンチャーキャピタルヘの投資

14 
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経験もあり、最先端技術を活用するための技術投校や、競合他社に差をつけるためといった

技術投資にも力を発揮してくれると考えています。また、浅見氏は、フジテックが投下した

沢金が最適な方法で活用されるように、フジテックが設立した SBIインベスト メノ トi未式

建 との私募ファンドヘの投資をモニタリングすることへの貢献も期待できます。よって、

浅見氏は、コーポレート ・ファイナンス、 M&A、ベンチャーキャピタルの分野で豊宮な経

験を有しており、当社の取締役として理想的な人物です。

浅見氏は、早稲田大学で経済学の学士号を取得し、マサチューセッツ工科大学で MBAを

取喝しており、日本語と英語に堪能です．

Torsten Gessner氏（以下 fGessner氏」といいます。）は、 Otis、Thyssenkruppといったグ

ローパルのエレペーター字業者で豊窟な業務経験、マネジメント経験を有しており、フジテ

ックの社外取締役候補者としては卓越した人材です。また、メ ンテナンス事業、モダニゼー

ションでは特に重要なサプライチェーン・マネジメントや製造管理の経験も位富であり、当

社における直近の業稼急落の原因となったサプライチェーン ・マネジメント上の解決に貢

献することが期待できます。現在当社が十分に注力できていない、最も利益率の高いメンテ

ナンス事業に注力し、利益率を向上させるという穿業戦略において適任の人物ですこ米国と

欧州での経験は、フジテックの国際的な成長の指針になると考えます。

Gessner氏は、Thyssen幻uppNorth America, Tnc．の代表取締役会長兼CEOとして、売上高

120億ドル、従業口数24,000人の事業体を率いてきました。地域問の調整と協力、従業員の

連携強化、事故率の低減により、 トップライン売上 20%、純利益 3倍以上の増加を達成し

た経験を有します。

Gessner氏の数十年にわたるエレベーター業界での経験と経営実績は、当社のグローバル

な成長を描く議論を主導できます。現在、このような経験に裏付けされたスキルを持つ独立

取締役がいない当社の取締役会において、 Gessner氏が独立性、リーダーシップ、指導力を

もたらし、会社の利益率の改善と成長に貢献します。

Gessner氏は、英語とドイツ語に堪能です。

Clark Graninge1・氏（以下「Graninger氏」といいます。）は、金屈業界で 30年以上の業

務経験を持ち、上場企業（当時）のアプラス株式会tt# （新生銀行子会社）の代表取締役社

長や択式会社あおそら銀行あおそら銀行の常務執行役員などの要職を歴任してきた経験豊

畜なプロフェッショナルです。現在は、東京に拠点を世く不動産テック SaaSである

吟 I出他氏ウェルスハーク株式会社（＼＼℃alth-park.com)(/）フィンテック子会社である立三上-

スハークキャヒタル株式会社 1V四 ltJil,urkCopItaI、Inc．の常務取締役を務めています。

それまでは、 Graninger氏は、株式会社あおぞ峰肝行今．はぞ iR行につとめ、常務執行役

員個人堂業部門長として宍式会吐あおぞら銀行あおぞう銀行のリテール ・バンキングを 7年

近く統括していましたc また、 株式会社丙生銀行新生招行において、10年以上に卜たり、 専

15 
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務執行役員、距締役屈Ilt土たとして、 祈1：行、iみL)法人向け銀行業務を統括しました。あらゆる

不良債権投毀を監督し、ストラクチャー ド・ファイナンス取引（ピーク時 50他米ドル規模）

の責任者を務めました。また、経営委目会及ぴ与信委貝会のメンパーとして、当社のような

製造業などの事業会社を含むすべての主要投限臼案件の審査 ・決定を行いましたC アプラス

社では、 CEOとして 150億米ドルのパランスシートの再構築を監仔し、事業規模のスリム

化とコストの削該などのクーンアラウンドを主導しました。

Graninger氏は、 20年にわたる金服業界でのキャリアの中で企業の金融取引を様々な形

で評価、審査する中で、数々の不祥事や創業者一族の影響力に基づく脆弱なガバナンスのシ

ナリオにも直面した経験があり、当社のガパナンスの改善に貢献することが期待できます。

Gra血 gcr氏のコーポレート ・ファイナンスの知見は、当社が成長のために M&Aを検討

する際に役立つと考えられ、ガバナンスの知見はフジテックのガパナンスを改善すること

に、また、金敬機閑での経験は、フジテックが姿本効率を改善して ROEを改善することに

貸すると考えています。いずれのスキルもが、フジテックを守り、よりよいフジテックを築

き上げることを支えます。

Graoinger氏はミドルベリー大学で学士号、シカゴ大学プース ・スクールで MBAをそれ

ぞれ取得し、日本語と英語に堪能です。

金子裕子氏（以下「金子氏」といいます。）は、大手法律事務所の西村あさひ法律芥務所、

日本オーチス ・エレベータ株式会社、総合商社アルコニックス株式会社、 日ドnゲ↑ー、 IヽI

企ヤ、でおうルネサスエレクトロニクス株式会社で弁渡士として主に日本国内外の M&Aや

ジョイント ・ベンチャーに開する豊苗な法務 ・コンプライアンス業務に従事し、助苫を提供

してきました。

また、 金子氏ぱ公認不正検査士であり 、 〗｀護士として(n9 す！・ン： 、． y ：吼恥下・-1刈． アルコ

ニックス社で1ま子会社従業員による下適正取引T正会，rtの調査や再梵防止策の窄定にも従

主上、投臼ビー 々91 一`7，潤査り行＼ヽ ました。また、アルコニックスグループの子会社におい

て、内部通塑告発の窓口を担当 した経験もあります。

加えて、金子氏は日本オーチス ・エレベータ株式会社においてキ心法務室長として 5年以

上にわたる経験があり、まさにエレベーター業界での業務経験を有していますe 特に、エレ

ベーター業界に関する法令（建築基準法、建設業法）にも精通し、また、一般社団法人日本

エレペーター協会が定める安全検査基準等の業界揉準への知見や、国土交通省などの行政

対応や事故対応等の経験も有しているほか、ゼネコン ・下:n:r究者 ・販売代理店等との関係

調整の経験もあります。

当時、日本オーチス ・エレペータ株式会社の取締役会の事務局も務めており、取締役会、

監査役会、株主総会も準備を行いました。また、会社法、定款、その他社内規定に基づき、

代表取締役社長及び、取締役会諮長を始めとする、取締役や覧且投執行役員を補佐し、謡題

の調整を行いました。
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法務、コンプライアンス、エレベーター業界の経験を有する金子氏は、フジテックの取締

役として最適な候補者です。当社の内部通報制度の遵守（不適切かつ、違法とさえなり得る

内部告発者探しを直ちに止めること）、フジテックの将来の問題を阻止するためにコンプラ

イアンス制度に則った内部通報文化の確立、及び、関連当事者取引の解消、過去の不適切な

取引から会tJ:資産の調究 ・回収、指名委只会の殺骰、豊話なエレベークー、製造業での経験

を活かした軍業戦略の監督、 KPIに基づいた経営管理に貢献ナることができます。

金子氏は東京大学法学部を卒業し、フロリダ ・コースタル・スクール ・オプ ・ローにて法

学修士号を取得しており、日本語と英語に堪能ですc

海野抵氏（以下「海野氏」といいます。）は 30年以上の法務経験を有しているニューヨー

ク州の弁護士で、日本では外国法49務弁護士としての昼録を受けています。DavisPolk、Paul

1-Jastrngs、JonesDay、DLAPiperなどの大手国際法律事務所で勤務し、資本市場とストラク

チャード ・ファイナンス、M&Aを始めとしたクロスボーダー金屈 ・企業取引を取り扱って

きました。

また、 JP．モルガン証券株式会社J.Pモ．91が1,(Hす） の社内弁獲士として、法務 ・コンプ

ライアンス部門の責任者となり、 回辻ーJ.Rモ11．ンにおけるコーポレート ・ガパナンス体制

の措築や規制対応に携わりましたc また、現在でも、マネーロンダリング防止や汚職・贈収

賄防止などの規制やコンプライアンスに閑するアドバイスを日本のクライアントに提供し

続けています。このようなコーポレー ト・ガパナンスの推進への豊宮な経験に基づいて、当

社のコーボレート ・ガバナンスを日本最高のものとすることが期待できますと

また、海野氏は、 DLAPiperにおいて、サステナピリティ及び ESGイニシアチプのアジア

担当リ ーダーであり 、ケンプリッジ大学サステナビリティ ・リーダーシップ研究所と共同

で．サステナピリティに沿ったガパナンスとリーダーシップに焦点を当てたグローパルプ

ロジェクト「Furureo「BoardsJのワーキンググループメンバーでもあります．，また、NPO法

人の しa,vyersforしGBTand Allies NcMorkの理事、セカンドハーベスト ・ジャパンの理事も

務めています。J.P．モルガン証券株式会社．I．()，モ’l．ンでは、女性社日の登用と定符のための

タスクフォースを率いた経験もあり、当社の ESG、多様性と女性活躍推進に大いに貢献で

きるものと考えられますc

海野氏はポウディン大学哲学科を首席（サマ ・カム ・ラウディ summacum laudc（所謂、

大学総代）及び、ファイ ・ペータ・カッパ PhiBeta Kappaのメンパー）で卒業し、コロンピ

ア大学法科大学院で法学博士号を取得しています。

日本語と英語に堪能です。

Ryan Wilson氏（以下fWilson氏Jといいますa)は、当社と競合する Schindler、ThyssenKrupp

での豊富な経険を生かし、当社の利益率と成長性を高めるための新たなビジネス戦略の立

案に貢献することが期待できます。
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別紙②

Wilson氏ぱ Schmdler[IeヽalorCormrdllon (Candd町SchmJIcr力十夕において、買収先企業

のターンアラウンドを行った実紹があります。また、 Schindlerにおいて 8年のマネジメン

日経験の後、Ilwsヽenkrllpp[IoatorCanadaud Th:,35enkrllPI)＇’l力十ダ中3手 を 15年以上率い、

同社のサプライチェーンの再横築を実現しました。当社の最近の利益率低下はサプライチ

ェーンに大きく関係していると考えられるため、サプライチェーンの再構築の経験を有す

る取締役が不可欠であるところ、Wilson氏はその立富な経験を通じて当社に必要な戦略と

ビジョンをもたらし、森収益祁業における当社の競争力を高めることができる伐重な人材

ですe また、 Wilson氏は社長就任後、低収益性にあえいでいた 止匹泣1kn1ppEle, alo「CaIl3da

l.ld ヰサSa如岬f~如ド案を過去最高の成長率で売上、利益ともに成長させ、 カナダ市場

で 1位にしましたc また、サービスセンタ ーヘの投賓や人材開発を和極的に行い、

rh、、senkTuppEleヽalorCan3daI_IdTh心匹咄ruppか II-f柑茫を世界的に見て非常に互い水準に

まで、サービスリテンション率、顧客満足度を引き上げた実績があります。当社は新設工事

主導の事業モデルが依然として続く中で、独立系サービス会社にメンテナンス契約を奪わ

れている状況にあり 、Wilson氏の Thysscnkruppでの経験が、当社の低いリテンション率の

原因になっている、サーピス網の再情築、サプライチェーンの見直しによって解決されるで

しょう c

Wilson氏は、プリティッシュ ・コロンピア大学で経済学の学士号を、同大学でMBAを取

得しており、英語に堪能です。

嶋田亜子氏ば、 20年以上にわたり、知財（知財戦略立案 ・知財ボートフォリオの最適化

管理等）、法務、規制、M&Aおよびガバナンスに関して、弁謹士及び、経営戦略の専門家の

観点から経営陣に助言してきました。グローバル企業の経営に深く関与し、現在は Ushio

America, lnc._£ 白：オ煎概(11.ft円占 I、Iのヴァ イス ・プレジデン ト、ジェネラルカウンセル

及びコーポレートセクレタリーを務めています• M&A、不良資産、ガバナンスと経盆陣の

善管注意義務に関する問題などを子会社管理の観点から長く取り組んできた経験があるほ

か、会社全体の知財、 データプライパシー、規制、労務、コーホレートガバナンス、企業コ

ンプライアンスヘの対処に豊紅な経験を有していますン 嶋田氏は M&A案件のリスクの特

定、評価、 その軽減に関して深い専門知織を有しており、取締役会および経営幹部へ的確な

進言を行い、ウシオ這機の数百万ドル規模の M&A案件を成功襄に完了させています。 殷

田氏は国際的な事業展開に伴う事業上の課題へのアドパイスを経裳陣に行うのみならず、

事業上のチャンスを活かせるようにアドバイスしてきました。IAPP(ln1ema1ional Association 

o「PrivacyProfessionals)が認定する CIPP/lJS(Ccnified Infonnation Privacy Professional)の探

格も有 しています。

知財戦略、グローパル M&A戦略 ・エグゼキューション、国際的な企業のグループ経営．

リスクマネジメント コンプライアンス、ガハナンス、顧客管理、規制当局対応、企業の危

機管理などの観点からフジテックに経営の助言を行うことが期待されていますこ
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現在、米日カウンシル理事会の南カリフォルニア ・サウスウエスト実竿坐区の代表を務め

ていますC より強固な日米関係を梢築するために日米間の多様なリーダーを結びつけ、カウ

ンシルをサポートしています、

ロヨラ大学シカゴ校ロースクールで法学博士号 (JurisDoctOr)を、ノースウェスタン大学

で学土号 (Bachelorof Science) を取得し、ノースカロライナ大学チャヘ1レヒル校でジャ—+

リズムを学ぴました。日本で生まれ育ち、米国でも教行を受けている彼女は、日本語と英語

0)バイリンガルです。

(.J) 第3号議案ないし第 6号瑳案について

第3号謡案 社外取締役の個人月I)の基本報酬の額決定の件

第4号諾案 社外取締役に対し平後交付型株式報酬の付与の件

第5号議案 ・社外取締役に対し株価条件付事後交付型株式報酬0)付与の件

第6号議案 取締役（社外取締役を除く）に対し＇ J柑後交付型株式報酬の付与の件

ア．第 3号議案ないし第 6号漉案に共通する提案理由

第 3号瑳案ないし第 6号議案は、別途提案している新たな仕外取締役の選任に関する

議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決されることを条件として．社外取締役

に対して付与する報酬について承認を求めるものです。

当社の取締役の報酬ば、金銭報酬について、2022年6月23日開催の第 75期定時株主

総会において、年額 550百万円以内（うち社外取締役につき年額 100百万円以内）と承

認されており、さらに、 2021年 6月開催の第 74期定時株主総会において、社外取締役

を除く取締役に対し、殺渡制限付株式の付与のため、年額 1憶円以内（これにより発行又

は処分をされる当社の普通株式の総故は年 200,000株以内）の金銭報酬／沢権を付与する

ことについて承認がなされています。

しかし、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、取締役会において多様性に

富んだ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が一1本となって、企業(ilfi

値を嵩めるための戦略を策定し、必要な施策を積極果断に講じることが不可欠です。

そこで、請求者は、上記報酬枠とは別に、社外取締役に対し、それぞれ、その役割に相

応しい基本報酬（第3号議案）、並びに、本臨時株主総会のI開催日の翌日（午前容時）か

ら 3年を経過する nまでの間を対象期間とする中期インセンテイプ報靡として、株価粂

件の設定されていない事後交付型株式報酬（第 4号議案）及び株価条件の設定された字後

交付型株式報醐（第5号滋案）を付与することを提案いたします．

これらの提案は、①グローバルの知見、経験、能力を有ナる独立取締役にm応しい総報

酬水準に十る こと 、②社外取締役ll)報酬は、現金及び自社抹に J::り支給し、 かつ．自社株

による支給の割合を、現金による支給と同程度とすること 、③株式報醒It、3年間のベス

ティング期間のみを設定し株価J:昇を条件として付さない平後交付型株式報酬(RSU)と、
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株価均↓を条件として付し、付与時(J)株価から 20％を上回った場合にペスティングが可

能となる RSUから構成されるが、株主価値創造を目指したコーボレート ・ガバナンス改

布に対ナる役割を期待することから、 1朱価条件を付した RSUtT>';l.'ll合を大きく設定ナるこ

とが妥当（なお、 RSU は、いわゆる―•定の企業業絨の達成条件を付した業絨連勅報酬型

株式報面ではない）とリ）考えに基づくも0)です，第 3号諾案から第 5号醗案についてご

承認いただtヽ た場合、 1人当たり、 1年当たり の現金報酬の額ぱ 11.500千円` 株式報酬())

額ば 10.833千円、その合，汁額は 23.333千円となります

第6号議案は、当社の仕外取締役以外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3

年間を対象期靡Jとする中期インセンテイプ報醒として、株価条件の設定された事後交付

型株式報酬を付与することを提案するものです

イ，事後交付型株式報由 (RSU)の内容

①概要

事後交付型株式報酬は、権利付与後一定期間を経過した後、 一定の条件を満たすこと

を条件として、あらかじめ定めた数又はあらかじめ定めた箕定方法により計算される数

の将通株式を交付する株式報酬ですc

当社は、ベスティング条件を充足することを条件として、権利を付与された取締役に

対し、権利付与日において定める交付株式数の当社普通株式を、ペスティング期間満了

後に交（寸するものと します。

②ベスティング条件

ペスティング条件は、い）権利付与日からベスティング期間の満了日まで紺続して当

社取締役の地位を有すること、及び(B)ペスティング期間満了日前 20日間の当社普通株

式の東京証券取引所の普通取引における終値の平均値が、権利付与日の前日の終値に対

して 20％以上上昇していることです（以下、い）の在任条件のみをベスティング条件と

する事後交付型株式報酬を 「株価条件を設定しない事後交付型株式報酬」といい、 (A)の

在任条件及び(B)の株価条件をペスティング粂件とする事後交付型株式報酬を 「株価条

件付事後交付聖株式報酬」といいます，．）C

ただし、社外取締役に対しては、上記ペスティング条件のうち株価条件を設定しない

ギ後交付型株式報酬と、株価条件付事後交付型株式報爛の 2種類を付与するものとしま

すc

ベスティング期間満了時において日本の非居（主者である取締役については、当仕普通

株式の交付に代えて、当該取締役に交付されるぺき当社普通株式の数にペスティング期

間満了日前 20日間の当社普通株式の東京証券取引所の普通取引における終値の平均値

を乗じた額の金銭を交付するものとします。

ペスティング期間満了後における株式の交付は、交付されるべき当社苦通株式の数に

応じ、現物出資に供するための金銭報酬債権を各取締役に支給し、各取締役が、当該金
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銭報酬債権の全部を現物出衰の方法により給付することにより 、当社将通株式の割当て

を受ける方法により行うものとしますc

③権利付与日及びベスティング期間

権利付与日ば、本臨時株主総会の開催日の翌日（午前零時）とし、権利付与日から 3

年を経過する日までの間をベスティング期間としますs ただし、ペスティング期問の満

了前に意に反して取締役を解任され、又は取締役に再任する譲案が株主総会において否

決された場合（法令違反その他本人の安めに帰する事由による解任等の楊合は除き、以

下「非自発的退任」といいます。）には、当該時点をもってベスティング期間が満 rした

ものとみなすものとしますC

なお、市後交｛寸型株式報酬は、ペスティング期間である 3年間の報醐として付与され

るものです口また、本提案に基づき事後交付型株式報酬が付与されるのは 1度であり、

毎年又は数年おきに繰り返し権利が付与されるものではありませんe

④各取締役に対して交付する株式数（以下 「交付株式数Jといいます。）

各取締役に対Lて交付する当仕普通抹式の数は、第 拉・←号諮案ないし第匝キ号議案に

おいて承認可決された当該取締役にかかる「基準額」を、権利付与日の前日の東京証券

取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立

つ直近取引日の終値。以下「基準株価Jといいます』で除して得た数 (100株未満の端

数は切り捨てる）としますこ

ただし、非自発的退任の場合には、交付株式数は、基準額を基湘株価で除し、これに

権利付与日から退任時までの在任月数 (1月未満の端数は切り上げる）を 36で除して

得た数を乗じて得た数 (100株未満の端数は切り捨てる）としますc

⑤ペスティング期間満了後に付与する金銭報醸債権の額

ベステ ィンダ粂件を協たした各取締役に支給される金鈍報酬／杖権の額は、交付株式数

に、当社普通株式の交付に係る当社取締役会決議の日の前営業日時点の東京証券取引所

における当仕普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近

取引日の終値）を乗じて簾定しますこ

⑥組織再紺又は支配権の変動時の取扱い

当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約、株式移転計

画等の組織再編又は支配権の変更に関する譲案が当社の抹主総会（ただし、当該組織

再編又は支配権の変更に1均して当社の株主総会による承認を要さない楊合においてぱ、

当社の取締役会）で承認され、ベスティング期間滴了前にその効力が生じる場合は、当

該承認日をベスティング期間満了日とみなし、ベスティング条件を滴たす取締役に対し

て、交付株式数の当社普通株式又はこれに代わる金銭を交付しますC なお、金銭を交付

する場合には、当社普通株式に代わって金銭が交付されることとなる当該当社苦通株式

に係る交付株式数にペスティング期間満了日前 20日間の当社普通株式の東京証券取引

所の普通取引における終値の平均値を乗じた額の金銭を交付するものとします。
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ゥ．笥 3号熾案 仕外取締役の個人別の基本報酬の額決定の件について

本諮案は、上記第2号諾案が少なくとも 1名の候補者について承詔可決された場合に、

新たに選任される社外取締役について、個人別の基本報酬0)額の決定を提案するもので

す。なお、本議案は、本株主総会の前から引き続き在任する社外取締役について、 2023年

3月期にかかる基本報酬の額の変更を求めるものではありません，

各社外取締役の基本報酬の額は、当社の企業価値向上を図るための経営戦略0)策定、及

び経営陣に対する助言に、十分な時間を費やしていただくため、一人当たり 、 l ~業年度

につき 12,500,000円（新たに迎任される社外取締役が 7名である場合の総額は

87,500,000円）といたしたいと存じます，

二第4号議案 社外取締役に対し中後交付型株式報酬の付与の件について

本諾案は、上記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

社外取締役（新たに選任される社外取締役に限定されません。）に対し、以下のとおり株

価条件を設定しない事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。

株価条件を設定しない事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりですc

各社外取締役にかかる基準額は、一人当たり 12,500,000円（社外取締役が8名となる

楊合の総額は 100,000,000円）とします仁ただし、事後交付型株式報酬は、就任後 3年間

の職務執行の対/clliとして1寸与されるものであるため、 1年当たり額は約 4.167千円です。

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準抹価で除して得た数 (100株

未満の端数1ま切り捨てる）としますc ただし、その総数は、社外取締役が 8名となる場合

の基準額総額 (100,000,000円）を 2022年 9月1日から同年11月30日までの 3ヶ月間

の株式会社東京証券取引所における当社苦通株式の将通取引の終値のうち最低額である

2,768円で除した株式数 (100株未満の端数は切り上げ）である 36,200株株以内とし、

基準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときぱ、当該上限数を各社外取締役の

基準額に対して比例的に配分します。

オ第5号譲案 社外取締役に対し株価条件付ボ後交付型株式報酬の付与の件について

本謡案は、上記第2号諾案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

仕外取締役（新たに選任される社外取締役に限定されません。）に対し、以下のとおり株

価条件付事後交付型株式報醒を付与することを提案するものですしなお、 株価の.l:昇をベ

スティング粂件とする趣旨は、株主との利益共有を一屈強くすることを意図するもので

あり．一定の企業業績の達成を条件とする業績連動報酬を意図して付与するものではあ

りませんc

株(illi条件（寸事後交付型株式報醒の内容は上記のとおりです-

各社外取締役にかかる基準額は、現金による基本報酬の額の 160％に相当する、一人当
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たり 20,000,000円（t土外取締役が 8名となる場合の総額は 160,000,000円）としますc

ただし、事後交付型株式報醜は、就任後 3年間の廠務執行の対価として付与されるもので

あるため、 1年当たり額は約6,667千円です

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数 (loo株

未満の端数は切り捨てる）としま七ただし．その総数は、社外取締役が8名となる場合

の基準額総額 (160,000,000円）を 2022年9月1日から同年 1]月30日までの 3ヶ月佃

の株式会社東京証券取引所における当仕普通株式の普通取引の終値のうち最低額である

2.768円で除した株式数 (100株未満の端数は切り上げ）である 57,900株以内とし、基

準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときは、当該 1:限数を各社外取締役の基

準額に対して比例的に配分します。

カ第 6号諮案 取締役（社外取締役を除く）に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与

の件について

本誰案は、当社取締役（社外取締役を除く 。以下、本議案において同じ。）に対し、以

下のとおり株価条件付布後交付型株式報酬を付与することを提案するものですc

株価条件付事後交（寸型株式報酬の内容は上記のとおりです

各取締役にかかる基準額は、 2022年度における各取締役の基本報酬(/)額と同額としま

すこただし、その総額は 146,000,000円以内とし、 2022年度における各取締役の基本報

酬の額の総額がこれを超えるときは、当該上限額を各取締役の基本報酬の額に対し比例

的に配分しまず総額を 146,000,000円以内とした理由は、 2022.年度の取締役の基本報

酬の総額は開示されていないものの、2021年度の取締役の基本報酬の総額は 145百万円

であることが開示されていることから、2022年度の取締役の基本報酬の額もほぽ同水準

であろうと淮定し、その総額と同水準の総額の基本報酬を付与する前提に立ら、

146,000,000円が総額の上限額として妥当と考えたからですc

各取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数 (100抹未満の端数

は切り捨てる）としますc ただし、その総数は、基準額の総額の上限である ¥.16,000.000

円を 2022年 9月 1Rから同年 11月30日までの 3ヶ月間の株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である 2,768円で除した株式数 (100

抹未油の端数は切り上げ）である 52,800株以内とし、基準額を基準株価で除して得た数

がこれを超えるときは．当該上限数を各取締役の基本報酬(/)額に対して比例的に配分し

ますニ

本提案時点における対象となる取締役の人数は 3名です。

(5) よって、諸求者は、当社に対し、可能な限り速やかに臨時抹主総会を招集するよう請求する

とともに、その臨時株主総会の招集にあたっては上記の株主総会の目的事項及びその議案

の要領を株主に通知するよう語求いたします，
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令和 4年 12月 29日

〒522-8588

滋賀県彦根市宮田町59 1番地 1

フジテック株式会社

代表取締役社長

岡田隆夫様

〒100-0011

東京都千代田区内幸町二丁目 2番 2号

富国生命ビル

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業

TEL:03-5501-2111 

FAX : 0 3 -5 5 0 1 -2 2 1 1 

Oasis Japan Strategic 

Fund Ltd. 

代理人弁護士 河 村明 雄

同 町田行人

同 水上高佑

同（連絡担当） 宮前 豪

令和 4年 12月 27日付議案通知請求の撤回及び再請求に関するお知らせ

冠省

師走の候貴社におかれましては益々ご清栄の段心よりお慶び申し上げます。

当職らは 0 asis Japan Strategic Fund Ltd. （以下「請求人」

といいます。）の代理人として令和4年 12月 1日付臨時株主総会招集請求書（以下「 12月 1日付

請求書」といいます。）をご送付し、臨時株主総会招集請求（会社法第 29 7条第 1項）及び議案通

知請求（会社法第 30 5条第 1項）をさせていただきました。その後、令和 4年 12月 27日に、当

該議案通知請求にかかる部分については撤回のうえ、改めて 12月 27日付にて議案通知請求書を

ご送付いたしました。

しかしながら、その後、本臨時株主総会の第 2号議案の取締役選任議案につきまして、社外取締

役候補者 1名から一身上の都合により社外取締役の選任候補から辞退する旨の申し出があったこと

から、 12月 1日付請求書記載の第 2号議案「以下の社外取締役 7名選任の件」を「以下の社外取締
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役 6名選任の件」とするとともに、 12月 27日付議案通知請求書を撤回し、それに替えて、本日

（令和 4年 12月 29日）付にて改めて議案通知請求書をご送付申し上げます。なお、 12月 27 

日付議案通知請求書の撤回には貴社のご同意をいただく必要がございますが、ご同意をいただける

ものと拝察しております。もし不同意の場合にはその旨をお教えいただければ有難く存じます。

また、修正後の令和 4年 12月 29日付議案通知請求書と共に、請求人にて作成したその英語参

考訳を併せてご送付させていただきます。つきましては、請求人の行う本臨時株主総会招集請求及

び議案通知請求について海外株主の理解を容易にするために、貴社が修正後の令和 4年 12月 29 

日付議案通知請求書を開示する際には、こちらの英語参考訳も併せて開示していただきたく、お願

い申し上げます。

もとより、請求人も Oasis Management Company Ltd.の関連サイ

トでの公表などを通じて当該英語参考訳を開示する所存ですが、貴社において開示いただくことが、

より広範な海外株主への情報提供の目的に資すると判断しており、日本語版と英語参考訳の同時開

示をお願いする次第でございます。

ご参考の便宜のために、修正後の令和 4年 12月 29日付議案通知請求書の日本語版と英語参考

訳のそれぞれについて、 12月 27日にご送付した議案通知請求書及びその英語参考訳からの修正

履歴を付けた比較版を同封させていただきましたので適宜ご参照いただければ幸いに存じます。

草々
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令和 4年 12月 29日

〒522-8588

滋賀県彦根市宮田町59 1番地 1

フジテック株式会社

代表取締役社長

岡田 隆 夫 様

〒100-0011

東京都千代田区内幸町二丁目 2番 2号

富国生命ビル

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業

TEL: 03-5501-2111 

FAX : 0 3 -5 5 0 1 -2 2 1 1 

Oasis Japan Strategic Fund Ltd. 

代理人

弁護士 河 村 明雄

同 町 田 行 人

同 水上高佑

同 宮前豪 （連絡担当）

ー
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臨時株主総会議案通知請求書

冠省

当職らは、 OasisJapan Strategic Fund Ltd. （以下「請求者」といいます。）の代理人として、以下の

とおりご連絡いたします。

請求者は、フジテック株式会社（以下「当社」といいます。）の株主であり、 6か月前から引き続

き発行済株式総数の 100分の 3以上である 2,472,000株の株式を有しております。請求者は、令和 4

年 12月 1日付で、会社法第 297条第 1項に基づき、下記のとおり当社の臨時株主総会（以下「本臨

時株主総会」といいます。）を招集することを同日付臨時株主総会招集請求書（以下「 12月 1日付

請求書」といいます。）により請求いたしました。また、請求者は、 12月 1日付請求書において、同

時に、会社法第 305条第 1項に基づき、その臨時株主総会の招集にあたっては、同請求書において

特定した「 1 株主総会の目的である事項」記載の株主総会の目的事項及び「 2 招集の理由」記載

の議案の要領を株主に通知するよう請求いたしました。

その後、当該議案の要領の通知請求にかかる部分については撤回のうえ、改めて 12月 27日付に

て議案通知請求書をご送付いたしました。

しかしながら、その後、本臨時株主総会の第 2号議案の取締役選任議案につきまして、社外取締

役候補者 1名から一身上の都合により社外取締役の選任候補から辞退する旨の申し出があったこと

から、 12月 1日付請求書記載の第 2号議案「以下の社外取締役 7名選任の件」を「以下の社外取締

役 6名選任の件」とするとともに、 12月 27日付議案通知請求書を撤回し、それに替えて、本日付に

て改めて議案通知請求書をご送付申し上げます。つきましては、下記のとおり「 1 株主総会の目

的である事項」記載の株主総会の目的事項及び「 2 招集の理由」記載の議案の要領を株主に通知

するよう請求いたします。

記

1 株主総会の目的である事項

第 1号議案社外取締役 6名（杉田伸樹、山添茂、遠藤邦夫、引頭麻実、三品和広及び大石

歌織）解任の件

第 2号議案 以下の社外取締役 6名選任の件

社外取締役候補者 浅見明彦

同

同

同

トーステン ・ゲスナー (TorstenGessner) 

クラーク・グラニンジャー (ClarkGraninger) 

海野薫

2
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同

同

ライアン・ウィルソン (RyanWilson) 

嶋田亜子

第 3号議案 社外取締役の個人別の基本報酬額決定の件

第 4号議案 社外取締役に対する事後交付型株式報酬の付与の件

第 5号議案 社外取締役に対する株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件

第 6号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する事後交付型株式報酬の付与の件

2 招集の理由

(1) 当社の持続的成長のために社外取締役を刷新し、ガバナンス改革を実行するとともに、社外

取締役の報酬を引き上げるべきこと

当社の現社外取締役は、長年に亘り、内山高一氏（以下「内山氏」といいます。）が当社

と行った関連当事者取引（内山氏及び、内山氏の家族が関連する法人との関連当事者取引を

含む）に関する取締役会や、その関連当事者取引が引き起こされた劣後したコーポレート・

ガバナンスの状況を積極的に是認する取締役会の決議に参加してきました。

また、第 75期の定時株主総会で、内山氏の取締役再任提案を突如取り下げて内山氏の再

任提案が否決される事態を避け、そればかりか、その総会の直後に、株主への説明責任を果

たしていない内山氏を株主総会の承認を経ない会長職にそのまま祭り上げ、長年の専ら 自

らを利するための関連当事者取引の説明責任を不問にし、内山氏が引き続き経営に関与す

ることを是認し、不適切なコーポレート・ガバナンス体制を構築し維持しようとしています。

現在の社外取締役は、このように内山家と連携する立場をとっています。そして、内山家

が不適切な関連当事者取引を行ない、当社の持続的成長に向けたリーダーシップを内山氏

が発揮してこなかった責任の追及を怠っており、株主、従業員、顧客を含むすべての利害関

係者の利益よりも内山家の利益を優先しています。

フジテックの現社外取締役のこれらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや

日本取引所グループの 「ハンドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役

の在り方に関する実務指針」で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務からは

かけ離れています。

従って、請求者は、当社の現在の 6名の独立取締役をすべて解任し、当社のコーポレー

ト・ガバナンスと収益を大幅に改善し持続的成長を遂げるために以下の 6名の候補を社外

取締役候補として推薦します。

また、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、取締役会において多様性に富ん

だ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が一体となって、企業価値を高

めるための戦略を策定し、必要な施策を積極果断に講じることが不可欠です。

そこで、請求者は、社外取締役に対し、その役割に相応しい基本報酬及び本臨時株主総会

の開催日の翌日（午前零時）から 3年を経過する日までの間を対象期間とする中期インセン

ティブ報酬として、株価条件の設定されていない事後交付型株式報酬及び株価条件の設定

3 
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された事後交付型株式報酬を付与することを提案いたします。加えて、当社の社外取締役以

外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3年間を対象期間とする中期インセンテ

ィブ報酬として、株価条件の設定された事後交付型株式報酬を付与することを提案いたし

ます。

(2) 第 1号議案社外取締役 6名解任の件について

杉田伸樹氏（以下「杉田氏」といいます。）は、 2017年 6月に当社の取締役に就任して以

来、取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

事者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、 2020年 7月に、

内山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、杉田氏は何ら必要と考えられ

る措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでした。例えば、杉田氏は、 2021年 5月 12日、当社が所有していたドムス元麻布 104号

室を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。ま

た、杉田氏は、当社との間に利害関係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑

惑を不問に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告書を提出させたことに関し、

当該調査を主導する会議体の一員として重要な役割も担っていました。さらに、杉田氏は、

当社取締役会の諮問機関である指名・報酬諮問委員会の委員長であるにもかかわらず、調査

報告書を十分精査せず、 2022年 5月29日に開催された指名・報酬諮問委員会において内山

氏の再任議案を見直さなかった点に大きな問題があります。社長その他役員を選定プロセ

スの透明性の欠如及び、サクセッションプランを定めずにいた点も問題です。

また、当社は、 2022年 6月23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というべきです。杉田氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。

また、杉田氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査という名の結論ありきの調査を 2022年

6月 17日の取締役会の決議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であ

るような結論ありきの調査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の

利益に反する対応をしたことの責任も問われるべきです。

さらに、杉田氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG上劣後している点にも責任を負っています。

4 
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これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス ・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

以上のとおり、杉田氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。

山添茂氏（以下「山添氏」といいます。）は、 2018年 6月に当社の取締役に就任して以来、

取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当事

者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、 2020年 7月に、内

山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、 山添氏は何ら必要と考えられる

措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できません

でした。例えば、山添氏は、 2021年 5月 12日、当社が所有していたドムス元麻布 104号室

を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、滴正価格と比し

て大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。また、

山添氏は、当社との間に利害関係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑惑を

不問に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告書を提出させたことに関し、当該

調査を主導する会議体の一員として重要な役割も担っていました。さらに、 山添氏は、当社

取締役会の諮問機関である指名 ・報酬諮問委員会の構成員であるにもかかわらず、調査報告

書を十分精査せず、 2022年 5月 29日に開催された指名 ・報酬諮問委員会において内山氏の

再任議案を見直さなかった点に大きな問題があります。社長その他役員を選定プロセスの

透明性の欠如及び、サクセッションプランを定めずにいた点も問題です。

また、当社は、 2022年 6月 23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というべきです。山添氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。

また、 山添氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査においても、「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業統治上も問題ない」という当初の調査

5 
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の結論を見直さず、「本取引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただく」なる目的の追加調査を 2022年 6月 17日の取締役会の決

議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような結論ありきの調

査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をした

ことの責任も問われるべきです。

さらに、 山添氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG上劣後している点にも責任を負っています。

これらの行為はすべて、 コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

以上のとおり 、山添氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。

遠藤邦夫氏（以下「遠藤氏」といいます。）は、 2019年 6月に当社の取締役に就任して以

来、取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

事者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、 2020年 7月に、

内山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、遠藤氏は何ら必要と考えられ

る措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでした。例えば、遠藤氏は、 2021年 5月 12日、当社が所有していたドムス元麻布 104号

室を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。ま

た、遠藤氏は、西村あさひ法律事務所より提出された調査報告書は調査者の独立「生が欠けて

いること、内容は明らかに偏向していること、そして、当社のコーポレート・ガバナンスに

欠陥があることも明らかであるにもかかわらず、この調査報告書を承詔する決議に参加し

ました。このことは、遠藤氏が、一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、ま

た社外取締役に必要な客観的な監督能力が欠如していることを示しています。

また、当社は、 2022年 6月 23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為
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というべきです。遠藤氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。

また、遠藤氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査においても、「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業統治上も問題ない」という 当初の調査

の結論を見直さず、 「本取引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただく」なる目的の追加調査を 2022年 6月 17日の取締役会の決

誂に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような結論ありきの調

査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をした

ことの責任も問われるべきです。

さらに、遠藤氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG上劣後している点にも責任を負っています。

これらの行為はすべて、コーポレー トガバナンス ・コードや日本取引所グループの 「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

以上のとおり、遠藤氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、 内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ 、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担 していると言わざるを得ません。

引頭麻実氏（以下 「引頭氏」 といいます。）は、 2021年 6月に当社の取締役に就任して以

来、内山氏と当社との間で行われた利益相反上の問題のある関連当事者取引のいくつかを

調査及び監督することができる地位にありました。また、引頭氏は、西村あさひ法律事務所

の調査報告書が明らかに偏向しており、当社のコーポレート ・ガバナンスに欠陥があること

が明らかであるにもかかわらず、この調査報告書を承認する決議に参加 しました。このこと

は、引頭氏が、一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、また社外取締役に必

要な客観的な監督能力が欠如していることを示しています。

また、当社は、 2022年 6月 23日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何 らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為
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というべきです。引頭氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。

また、引頭氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、追加調査により「株主により指摘を受けた関連当事者取引その他行為

につき問題をないこと 」を確認するとして、当社が追加調査を実施する第三者委員会の委員

の拙速な指名を主導し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような調査体制を確

立するなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をしたことにつ

いても責任を負わなければなりません。

さらに、引頭氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG上劣後している点にも責任を負っています。

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グ）レープの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

以上のとおり、引頭氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ 、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。

三品和広氏（以下「三品氏」といいます。）は、 2022年 6月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の一員

としての説明責任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背信行

為ともいうべき行為に加担し、一般株主よりも内山氏と協調する姿勢を即座に示しました。

このことから、三品氏は、今後も不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、

内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻止できず

にいることは明らかです。

また、三品氏は、選定委員会の委員として徹底して独立したプロセスで第三者委員会の委

員をすべて決めなければならなかったにもかかわらず、第三者委員会の委員長の候補を選

ぶだけにとどまり、内山氏に有利な結果が出ることが予定されているような調査体制を構

築した責任も問われるべきです。

さらに、三品氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、
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当社が他社と比べて ESG上劣後している点にも責任を負っています。

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス ・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

以上のとおり、三品氏は、当社の取締役に就任して間もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を優先してきました。同氏は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を

監督して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選任されていないにもかかわらず、当社への影響力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明責任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内山氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加担していると言わざるを得ません。

大石歌織氏（以下 「大石氏」といいます。）は、 2022年 6月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の一員

としての説明責任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背信行

為ともいうべき行為に加担し、一般株主よりも内山氏と協調する姿勢を即座に示しました。

このことから、大石氏は、今後も不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、

内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻止できず

にいることは明らかです。

また、大石氏は、選定委員会の委員として徹底して独立したプロセスで第三者委員会の委

員をすべて決めなければならなかったにもかかわらず、第三者委員会の委員長の候補を選

ぶだけにとどまり、内山氏に有利な結果が出ることが予定されているような調査体制を構

築した責任も問われるべきです。

さらに、大石氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG上劣後している点にも責任を負っています。

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス ・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の 「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。

また、大石氏は、上記のとおり一般株主よりも内山氏の利益を優先させたばかりでなく、

以前から当社と取引のある北浜法律事務所のパートナーであることから、真の独立性にも

疑問があります。さらに言えば、当社の現監査役の池田辰夫氏は北浜法律事務所の出身であ

り、また、当社の元監査役であり、かつ元社外取締役でもある佐伯照道氏も北浜法律事務所

の出身です。当社と北浜法律事務所との関係が深いことは明らかであり、大石氏の独立性を

直ちに疑わざるを得ません。また、池田氏、佐伯氏ともに当社に在任中、内山氏と当社との

，
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間の関連当事者取引に関する取締役会決議に参加していたことから、独立性を有している

かは極めて疑問です。

以上のとおり、大石氏は、当社の取締役に就任して間もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を優先してきました。同氏は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を

監督して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選任されていないにもかかわらず、当社への影饗力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明責任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内山氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加担していると言わざるを得ません。

(3) 第 2号議案 社外取締役 6名選任の件について

候補者

番号

l 

社外取締役候補者 6名の略歴等及び同人らを社外取締役候補として提案する理由は次の

通りです。

なお、取締役の総数を 11名以内とする旨の定款の定めにより、社外取締役を除く取締役

が3名である場合には、社外取締役の総数は 8名が上限となります。従いまして、仮に第 l

号議案（社外取締役 6名解任の件）のうち 3名以上の社外取締役について解任決議が否決

された場合には、社外取締役の総数が 8名を超える選任決議は不適法となるため、第 2号

議案は、社外取締役の人数枠である 8名から第 1号議案の解任決鏃が否決された社外取締

役の人数を差し引いた人数の社外取締役を選任する議案として決議をお願いいたします。

例えば、解任が否決された現在の社外取締役が 3名であれば 5名の社外取締役を新たに選

任する議案として決議いただくことになります。その場合には、下記の候補者番号に従って

順に選任の可否の決議を行い、新たに選任される取締役の人数がその上限に達した時点で

その余の候補者の選任決議は行わないこととする、というのが本株主提案の内容です。

氏 名
略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当

生年月日 社株式の数

1985年 4月 株式会社富士銀行（現みずほ銀行）入行

1996年 5月 マサチューセッツ工科大学経営大学院修士課程

金融工学専攻修了

1996年 5月 ゴールドマン ・サ ックス証券株式会社投資銀行

浅あさ見み あ明きひ彦こ

部門入社

2005年 11月ゴールドマン ・サックス証券株式会社投資銀行 0株
(1960年 4月 18日生）

部門マネージング・ディレクター

2009年 6月 ドイツ証券株式会社投資銀行法人本部マネー

ジング・ディレクター

2011年 6月 バークレイズ証券株式会社投資銀行部門コー

ポレート ・ファイナンス部長マネージング ・ディ
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Torsten Gessner 

2
 (1963年 3月 19日生）

3
 

Clark Graninger 

(1968年 1月 27日生）

レクター

2014年 2月 バークレイズ証券株式会社投資銀行部門投資

銀行本部長アジアパシフィック地域日本代表

マネージング ・ディレクター

2015年 3月 バークレイズ証券株式会社投資銀行部門副会

長アジア ・パシフィック地域日本代表マネージ

ング ・ディレクター

2018年 1月 東京大学協創プラットフォーム開発株式会社

パートナー特別顧問（現任）

2018年 12月 HAPSモバイル株式会社取締役 coo

兼、ソフトバンク株式会社顧問

2021年 6月 ソフトバンク株式会社事業開発統括顧問（現

任）

2022年 4月 国立大学法人東京大学財務経営本部アドバイザ

- （現任）

1985年 10月 Otis入社

1996年 10月 UnjtedTechnologies Cm-poration,エレク トロ ニク

ス ・サプライチェーン ・マネジメン ト担当ディレ

クター

2003年 10月 OtisElevator Companyヴァイスプレジデント（欧

州サプライチェーン担当）

2005年 1月 Otis UK & Central Europeサプライチェーン ・マネ

ジメント＆ロジステ ィク ス担当エリアディレク

ター

2005年 10月 Thysse咄:.ruppElevator CENE GmbH最高執行責任

者 (COO)

2007年 1月 Thyssenlも•upp Elevator AGシニア ・ヴァイス ・プ

レジデント

2010年 1月 ThyssenI(J・upp Elevator Escalator & Passenger 

Boarding Bridges GmbH 代表取締役会長兼 CEO

2011年 10月 ThyssenKruppNorth America, Inc.代表取締役会長

兼最高経営責任者 (CEO)

1991年 9月 日本シャフト株式会社入社

1995年 7月 シカゴ大学ビジネススクー）レ入学

1997年 6月 シカゴ大学ビジネススクー）レ卒業

0株

0株
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4
 

1997年 7月 リーマンブラザーズ入社

2000年 6月 株式会社新生銀行入行、次長、クレジットトレー

ディングチーム長

2003年 9月 株式会社新生銀行専務執行役員法人部門長

2007年 2月 アプラス株式会社 代表取締役社長

2009年 11月株式会社新生銀行社長補佐

2011年 2月 株式会社あおぞら銀行営業執行役員個人営業部

門長

2017年 8月 ウェルスパーク株式会社常務取締役、最高ウェ

｝レスマネージメン ト責任者

2021年 6月 ウェルスパークキャヒタ゚ル株式会社常務取締役

（現任）

2022年 6月 Reboot株式会社 Co-Founder、代表取締役、

COO/CFO（現任）

1987年 9月 Davis Polk & Wardwell法律事務所（ニューヨーク、

東京）アソシエイ ト、弁護士 (1988年 5月より 二

ューヨーク 州弁護士会会員）

1988年 10月ポールヘイスティングス法律事務所 ・外国法共同

事業 オブ・カウンセル

1999年 10月 ポールヘイスティングス法律事務所 ・外国法共同

うみの かおる

海野薫 事 業 パ ー ト ナ ー

(1963年 5月 13日生） 2000年 4月 外国法事務弁護士 （第二東京弁護士会）登録

2006年 2月 J.P．モルガン証券株式会社マネージング ・ディ レ

クター兼アソシエイト・ゼネ ラル ・カウンセル

2008年 6月 外国法共同事業ジョーンズ ・デイ法律事務所パ

ー トナー

2018年 1月 ディーエルエイ ・パイパー東京パー トナーシップ

外国法共同事業法律事務所パートナー（現任）

0株

5
 

Ryan Wilson 

(1969年 9月 23日生）

1990年 5月 Labatt Breweries of Canada入社

1994年 9月 Labatt Breweries of Canadaマネージャー

1995年 6月 Sc血1dlerElevator Corporation (Canada)マネーソ

ャー

1997年 6月 Schindler Elevator C01-poration (Canada) リージョ

ナル・ヴァイス ・プレジデン ト

2003年 5月 Thyssenkt・upp Elevator Canada Ltd. (TI<E）入社ヴァ

0株

12 



別紙③

イス・ プレジデン ト

2004年 10月 Thyssenla-uppElevator Canada Ltd. (TKE)シニア・

ヴァイス ・プレジデント

2015年 9月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TI(E）代表取締

役社長兼 CEO

2018年 11月 JackCewe Construction Ltd.代表取締役兼 CEO（現

任）

1999年 8月 Hancock Rothe1t & Bunshoft LLP、アソシエイト

2001年 3月 Coudert Brothers LLP、アソシエイ ト

2005年 5月 Rutan & Tucker, LLP、アソシエイト

2008年 5月 Apria Healthcare、シニア ・コーポレートカウンセ

Iレ

2010年 7月 Apria Healthcare、アシスタント ・ゼネラル ・カウ

ンセル

2014年 5月 Clu・istie Digital Systems、アシスタント ・ゼネラル・

カウンセル

嶋しま田だ あ こ

2017年 4月 Usbio America, Inc.、ヴァイス ・プレジデン ト、ゼ亜子
6 0株

(1973年 10月 13日生） ネラル・カウンセル兼、コーポレート ・セクレタ

リー（現任）

2019年 6月 KA Imaging Inc.、社外取締役（現任）

2020年 2月 米日カウンシル理事会、南カリフォルニア・サウ

スウエスト地区代表（現任）

2020年 10月 Associationof Corporate Counsel南カリ フォルニ

ア支部、ボード ・オブ・ディレクター（現任）

2021年 4月 ジャパン ・ボー ド・ダイバーシティー ・ネ ット

ワーク、チャーター ・メンバー（現任）

2021年 5月 Ushio Europe、ゼネラル ・カウンセル（現任）

（注） 1. 各取締役侯補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

2. 浅見氏、Gessner氏、 Graninger氏、海野氏、 Wilson氏及び嶋田氏が社外取締役に就任

された場合、 同氏 らとの間で責任限定契約を締結する予定であります。なお、当該契

約に基づく 賠償責任限度額は、法令が定める最低責任限度額と致します。

【取締役候補とした理由 】

浅見明彦氏（以下 「浅見氏」といいます。）は、株式会社富士銀行（現みずほ銀行）、ゴー

]レドマン ・サッ クス証券株式会社、ドイツ証券株式会社、バークレイ ズ証券株式会社でシニ

ア ・イ ンベストメントバンカーとして勤務し、金融業界において 39年以上の業務経験を有
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しています。また、東京大学協創プラットフォーム開発株式会社、ソフトバンク株式会社に

おいて、ベンチャーキャヒ゜タル投資やテクノロジー企業への投資に従事しています。

コーポレー ト・ ファイナンスのスキルを活かし、 日本の大手企業のコーポレー トアクショ

ンやディールについて長年にわたって助言を提供してきたほか、大規模なチームのマネジ

メントやジョイント ・ベンチャーの立ち上げなど、優れた企業経営手腕を発揮してきまし

た。

浅見氏は、当社の将来の成長に不可欠な M&Aなど投資案件の調達、適切な投資先の評

価、交渉に貢献することができます。また、当社が資金を投入したプライベートファンドに

おいて、当社の資金が最通な方法で投資されているかを監督することにも貢献することが

できます。当社は、 M &Aに関する社内の専門知識に乏しく、多額の M&A予算があるにも

かかわらず完了した案件が多くありません。また、当社には買収額を適切に評価できる人材

が不可欠です。浅見氏の専門知識は、フジテックと株主の双方に、より大規模で変革的な

M&Aを実行する確実性を高めてくれると考えます。また、ベンチャーキャヒ゜タルヘの投資

経験もあり、最先端技術を活用するための技術投資や、競合他社に差をつけるためといった

技術投資にも力を発揮してくれると考えています。また、浅見氏は、フジテックが投下した

資金が最適な方法で活用されるように、フジテックが設立した SBIインベス トメン ト株式

会社との私募ファンドヘの投資をモニタリングすることへの貢献も期待できます。よって、

浅見氏は、コーポレー ト・ファイナンス、 M&A、ベンチャーキャピタルの分野で豊富な経

験を有しており、当社の取締役として理想的な人物です。

浅見氏は、早稲田大学で経済学の学士号を取得し、マサチューセッツ工科大学で MBAを

取得しており、日本語と英語に堪能です。

Torsten Gessner 氏（以下「Gessner 氏」 といいます。）は、 Otis 、 Thyssenl(.I•upp といったグ

ローバルのエレベーター事業者で豊富な業務経験、マネジメント経験を有しており、フジテ

ックの社外取締役候補者としては卓越した人材です。また、メンテナンス事業、モダニゼー

ションでは特に重要なサプライチェーン ・マネジメントや製造管理の経験も豊富であり、当

社における直近の業績急落の原因となったサプライチェーン ・マネジメント上の解決に貢

献することが期待できます。 現在当社が十分に注力できていない、最も利益率の高いメンテ

ナンス事業に注力し、 利益率を向上させるという事業戦略において適任の人物です。米国と

欧州での経験は、フジテックの国際的な成長の指針になると考えます。

Gessner氏は、 Thysse1ぷruppN01ih America, Inc．の代表取締役会長兼CEOとして、売上高

120億ドル、従業員数 24,000人の事業体を率いてきました。 地域間の調整と協力、従業員の

連携強化、 事故率の低減により、 トップライン売上 20%、純利益 3倍以上の増加を達成し

た経験を有 します。

Gessner氏の数十年にわたるエレベーター業界での経験と経営実績は、当社のグローバル

な成長を描く議論を主導できます。現在、このような経験に裏付けされたスキルを持つ独立
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取締役がいない当社の取締役会において、 Gessner氏が独立性、リーダーシップ、指導力を

もたらし、会社の利益率の改善と成長に貢献します。

Gessner氏は、英語とドイツ語に堪能です。

Clark Graninger氏（以下「Gr皿 inger氏」といいます。）は、金融業界で 30年以上の業

務経験を持ち、上場企業（当時）のアプラス株式会社（新生銀行子会社）の代表取締役社長

や株式会社あおぞら銀行の常務執行役員などの要職を歴任してきた経験豊富なプロフェッ

ショナルです。現在は、東京に拠点を置く不動産テック SaaSであるウェルスパーク株式会

社 (wealth-park.com)のフィンテック子会社であるウェルスパークキャヒ タ゚ル株式会社の常

務取締役を務めています。

それまでは、 Graninger氏は、株式会社あおぞら銀行につとめ、常務執行役員個人営業部

門長として株式会社あおぞら銀行のリテール・バンキングを 7年近く統括していました。ま

た、株式会社新生銀行において専務執行役員として法人向け銀行業務を統括しました。あら

ゆる不良債権投資を監督し、ストラクチャード・ファイナンス取引（ヒ°ーク時 50億米ドル

規模）の責任者を務めました。また、経営委員会及び与信委員会のメンバーとして、当社の

ような製造業などの事業会社を含むすべての主要投融資案件の審査・決定を行いました。ア

プラス社では、 CEOとして 150億米ドルのバランスシートの再構築を監督し、事業規模の

スリム化とコストの削減などのターンアラウンドを主導しました。

Graninger氏は、 20年にわたる金融業界でのキャリアの中で企業の金融取引を様々な形

で評価、審査する中で、数々の不祥事や創業者一族の影響力に基づく脆弱なガバナンスのシ

ナリオにも直面した経験があり、当社のガバナンスの改善に貢献することが期待できます。

Graninger氏のコーポレート・ファイナンスの知見は、当社が成長のために M&Aを検討

する際に役立つと考えられ、ガバナンスの知見はフジテックのガバナンスを改善すること

に、また、金融機関での経験は、フジテックが資本効率を改善して ROEを改善することに

資すると考えています。いずれのスキルもが、フジテックを守り、よりよいフジテックを築

き上げることを支えます。

Graninger氏はミドルベリー大学で学士号、シカゴ大学プース・スクールで MBAをそれ

ぞれ取得し、日本語と英語に堪能です。

海野薫氏（以下「海野氏」といいます。）は 30年以上の法務経験を有しているニューヨー

グ州の弁護士で、日本では外国法事務弁護士としての登録を受けています。DavisPolk、Paul

Hastu1gs、JonesDay、DLAPiperなどの大手国際法律事務所で勤務し、資本市場とストラク

チャード・ファイナンス、 M&Aを始めとしたクロスボーダー金融・企業取引を取り扱って

きました。

また、 J.P．モルガン証券株式会社の社内弁護士として、法務・コンプライアンス部門の責

任者となり、同社におけるコーポレート・ガバナンス体制の構築や規制対応に携わりまし
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た。また、現在でも、マネーロンダリング防止や汚職・贈収賄防止などの規制やコンプライ

アンスに関するアドバイスを日本のクライアントに提供し続けています。このようなコー

ポレー ト・ ガバナンスの推進への豊富な経験に基づいて、当社のコーポレー ト・ ガバナンス

を日本最高のものとすることが期待できます。

また、海野氏は、 DLAPiperにおいて、サステナビリティ及びESGイニシアチブのアジア

担当リーダーであり、ケンブリッジ大学サステナビリティ・リーダーシップ研究所と共同

で、サステナビリティに沿ったガバナンスとリーダーシップに焦点を当てたグローバルプ

ロジェクト 「Futureof Boards」のワーキンググループメンバーでもあります。また、 NPO法

人の Lawyersfor LGBT皿 dAllies Networkの理事、セカンドハーベスト・ジャパンの理事も

務めています。 J.P．モルガン証券株式会社では、女性社員の登用と定着のためのタスクフォ

ースを率いた経験もあり、当社の ESG、多様性と女性活躍推進に大いに貢献できるものと

考えられます。

海野氏はボウディン大学哲学科を首席（サマ・カム・ラウディ summacum laude（所謂、

大学総代）及び、ファイ ・ベータ ・カッパ PhiBeta Kappaのメンバー）で卒業し、コロンビ

ア大学法科大学院で法学博士号を取得しています。

日本語と英語に堪能です。

Ryan Wilson 氏（以下 「Wilson 氏」といいます。）は、当社と競合する Schindler、 Thysse巡J•upp

での豊富な経験を生かし、当社の利益率と成長性を高めるための新たなビジネス戦略の立

案に貢献することが期待できます。

Wilson氏は SchindlerElevator Corporation (Canada)において、買収先企業のターンアラウン

ドを行った実績があります。また、 Schindlerにおいて 8年のマネジメント経験の後、

Thysse咄ruppElevator Canada Ltd.を 15年以上率い、同社のサプライチェーンの再構築を実

現しました。当社の最近の利益率低下はサプライチェーンに大きく関係していると考えら

れるため、サプライチェーンの再構築の経験を有する取締役が不可欠であるところ、 Wilson

氏はその豊富な経験を通じて当社に必要な戦略とビジョンをもたらし、高収益事業におけ

る当社の競争力を高めることができる貴重な人材です。また、 Wilson氏は社長就任後、低収

益性にあえいでいた Thysset如 uppElevator Canada Ltd.を過去最高の成長率で売上、 利益と

もに成長させ、カナダ市場で 1位にしました。また、サービスセンターヘの投資や人材開発

を積極的に行い、 ThyssenkruppElevator Canada Ltd.を世界的に見て非常に高い水準にまで、

サービスリテンション率、顧客満足度を引き上げた実績があります。当社は新設工事主導の

事業モデルが依然として続く 中で、独立系サービス会社にメンテナンス契約を奪われてい

る状況にあり、 Wilson氏の Thysse咄ruppでの経験が、当社の低いリテンション率の原因に

なっている、サービス網の再構築、サプライチェーンの見直しによって解決されるでしょ

゜
ニつ

Wilson氏は、ブリティッシュ ・コロンビア大学で経済学の学士号を、同大学で MBAを取
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得しており、英語に堪能です。

嶋田亜子氏は、 20年以上にわたり、知財（知財戦略立案・知財ポートフォリオの最適化

管理等）、法務、規制、 M&Aおよびガバナンスに関して、弁護士及び、経営戦略の専門家の

観点から経営陣に助言してきました。グローバル企業の経営に深く関与し、現在は Ushio

America, Inc．のウァイス・プレジデント、 ジェネラルカウンセル及びコーポレートセクレタ

リーを務めています。M&A、不良資産、ガバナンスと経営陣の善管注意義務に関する問題

などを子会社管理の観点から長く取り組んできた経験があるほか、会社全体の知財、データ

プライバシー、規制、労務、コーポレートガバナンス、企業コンプライアンスヘの対処に豊

富な経験を有しています。 嶋田氏は M&A案件のリスクの特定、評価、その軽減に関して

深い専門知識を有しており、取締役会および経営幹部へ的確な進言を行い、ウシオ電機の数

百万ドル規模の M&A案件を成功裏に完了させています。 嶋田氏は国際的な事業展開に伴

う事業上の課題へのアドバイスを経営陣に行うのみならず、事業上のチャンスを活かせる

ようにアドバイスしてきました。 IAPP(mternati ernational Association of Privacy Professionals) が

認定する CIPP/US(Ce1tified mfonnation Privacy Professional) の資格も有しています。

知財戦略、グローバルM&A戦略・エグゼキューション、国際的な企業のグループ経営、

リスクマネジメント、コンプライアンス、ガバナンス、顧客管理、規制当局対応、企業の危

機管理などの観点からフジテックに経営の助言を行うことが期待されています。

現在、米日カウ ンシル理事会の南カリフォルニア・サウスウエスト地区の代表を務めてい

ます。より強固な日米関係を構築するために日米間の多様なリーダーを結びつけ、カウンシ

ルをサポートしています。

ロヨラ大学シカゴ校ロースクールで法学博士号 (JurisDoctor)を、ノースウェスタン大学

で学士号 (Bachelorof Science)を取得し、ノースカロライナ大学チャペルヒル校でジャーナ

リズムを学びました。日本で生まれ育ち、米国でも教育を受けている彼女は、日本語と英語

のバイリンガルです。

(4) 第 3号議案ないし第 6号議案について

第 3号議案 社外取締役の個人別の基本報酬の額決定の件

第 4号議案 社外取締役に対し事後交付型株式報酬の付与の件

第 5号議案 社外取締役に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件

第 6号議案 取締役（社外取締役を除く）に対し事後交付型株式報酬の付与の件

ア．第 3号議案ないし第 6号議案に共通する提案理由

第 3号議案ないし第 6号議案は、別途提案している新たな社外取締役の選任に関する

議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決されることを条件として、社外取締役

に対して付与する報酬について承認を求めるものです。
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当社の取締役の報酬は、金銭報酬について、 2022年 6月 23日開催の第 75期定時株主

総会において、年額 550百万円以内（うち社外取締役につき年額 100百万円以内）と承

認されており、さらに、 2021年 6月開催の第 74期定時株主総会において、社外取締役

を除く取締役に対し、譲渡制限付株式の付与のため、年額 1億円以内（これにより発行又

は処分をされる当社の普通株式の総数は年 200,000株以内）の金銭報酬債権を付与する

ことについて承認がなされています。

しかし、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、取締役会において多様性に

富んだ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が一体となって、企業価

値を高めるための戦略を策定し、必要な施策を積極果断に講じることが不可欠です。

そこで、請求者は、上記報酬枠とは別に、社外取締役に対し、それぞれ、その役割に相

応しい基本報酬（第 3号議案）、並びに、本臨時株主総会の開催日の翌日（午前零時）か

ら 3年を経過する日までの間を対象期間とする中期インセンティブ報酬として、株価条

件の設定されていない事後交付型株式報酬（第 4号議案）及び株価条件の設定された事後

交付型株式報酬（第 5号議案）を付与することを提案いたします。

これらの提案は、①グローバルの知見、経験、能力を有する独立取締役に相応しい総報

酬水準にすること、②社外取締役の報酬は、現金及び自社株により支給し、かつ、自社株

による支給の割合を、現金による支給と同程度とすること、③株式報酬は、 3年間のベス

ティング期間のみを設定し株価上昇を条件として付さない事後交付型株式報酬 (RSU)と、

株価上昇を条件として付し、付与時の株価から 20％を上回った場合にベスティングが可

能となる RSUから構成されるが、株主価値創造を目指したコーポレート・ガバナンス改

革に対する役割を期待することから、株価条件を付した RSUの割合を大きく設定するこ

とが妥当（なお、 RSUは、いわゆる一定の企業業績の達成条件を付した業績連動報酬型

株式報酬ではない。）との考えに基づくものです。第 3号議案から第 5号議案についてご

承認いただいた場合、 1人当たり、 1年当たりの現金報酬の額は 12,500千円、株式報酬の

額は 10,833千円、その合計額は 23,333千円となります。

第 6号議案は、当社の社外取締役以外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3

年間を対象期間とする中期インセンティブ報酬として、株価条件の設定された事後交付

型株式報酬を付与することを提案するものです。

イ．事後交付型株式報酬 (RSU)の内容

① 概 要

事後交付型株式報酬は、権利付与後一定期間を経過した後、一定の条件を満たすこと

を条件として、あらかじめ定めた数又はあらかじめ定めた算定方法により計算される数

の普通株式を交付する株式報酬です。

当社は、ベスティング条件を充足することを条件として、権利を付与された取締役に

対し、権利付与日において定める交付株式数の当社普通株式を、ベスティング期間満了
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後に交付するものとします。

②ベスティング条件

ベスティング条件は、 (A)権利付与日からベスティング期間の満了日まで継続して当

社取締役の地位を有すること、及び(B)ベスティング期間満了日前 20日間の当社普通株

式の東京証券取引所の普通取引における終値の平均値が、権利付与日の前日の終値に対

して 20％以上上昇していることです（以下、 (A)の在任条件のみをベスティング条件と

する事後交付型株式報酬を「株価条件を設定しない事後交付型株式報酬」といい、 (A)の

在任条件及び(B)の株価条件をベスティング条件とする事後交付型株式報酬を 「株価条

件付事後交付型株式報酬」といいます。）。

ただし、社外取締役に対しては、上記ベスティング条件のうち株価条件を設定しない

事後交付型株式報酬と、株価条件付事後交付型株式報酬の 2種類を付与するものとしま

す。

ベスティング期間満了時において日本の非居住者である取締役については、当社普通

株式の交付に代えて、当該取締役に交付されるべき当社普通株式の数にベスティング期

間満了日前 20日間の当社普通株式の東京証券取引所の普通取引における終値の平均値

を乗じた額の金銭を交付するものとします。

ベスティング期間満了後における株式の交付は、交付されるべき当社普通株式の数に

応じ、現物出資に供するための金銭報酬債権を各取締役に支給し、各取締役が、当該金

銭報酬債権の全部を現物出資の方法により給付することにより、当社普通株式の割当て

を受ける方法により行うものとします。

③権利付与日及びベスティング期間

権利付与日は、本臨時株主総会の開催日の翌日（午前零時）とし、権利付与日から3

年を経過する日までの間をベスティング期間とします。ただし、ベスティング期間の満

了前に意に反して取締役を解任され、又は取締役に再任する議案が株主総会において否

決された場合（法令違反その他本人の責めに帰する事由による解任等の場合は除き、以

下「非自発的退任」といいます。）には、当該時点をもってベスティング期間が満了した

ものとみなすものとします。

なお、事後交付型株式報酬は、ベスティング期間である 3年間の報酬として付与され

るものです。また、本提案に基づき事後交付型株式報酬が付与されるのは 1度であり、

毎年又は数年おきに繰り返し権利が付与されるものではありません。

④各取締役に対して交付する株式数（以下 「交付株式数」といいます。）

各取締役に対して交付する当社普通株式の数は、第 4号議案ないし第 6号議案におい

て承認可決された当該取締役にかかる 「基準額」を、権利付与日の前日の東京証券取引

所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直

近取引日の終値。以下「基準株価」といいます。）で除して得た数 (100株未満の端数は

切り捨てる）とします。
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ただし、非自発的退任の場合には、交付株式数は、基準額を基準株価で除し、これに

権利付与日から退任時までの在任月数（1月未満の端数は切り上げる）を 36で除して

得た数を乗じて得た数 (100株未満の端数は切り捨てる）とします。

⑤ベスティング期間満了後に付与する金銭報酬債権の額

ベスティング条件を満たした各取締役に支給される金銭報酬債権の額は、交付株式数

に、当社普通株式の交付に係る当社取締役会決議の日の前営業日時点の東京証券取引所

における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近

取引日の終値）を乗じて算定します。

⑥組織再編又は支配権の変動時の取扱い

当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約、株式移転計

画等の組織再編、又は支配権の変更に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織

再編又は支配権の変更に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、

当社の取締役会）で承認され、ベスティング期間満了前にその効力が生じる場合は、当

該承認日をベスティング期間満了日とみなし、ベスティング条件を満たす取締役に対し

て、交付株式数の当社普通株式又はこれに代わる金銭を交付します。なお、金銭を交付

する場合には、当社普通株式に代わって金銭が交付されることとなる当該当社普通株式

に係る交付株式数にベスティング期間満了日前 20日間の当社普通株式の東京証券取引

所の普通取引における終値の平均値を乗じた額の金銭を交付するものとします。

ウ．第 3号議案 社外取締役の個人別の基本報酬の額決定の件について

本議案は、上記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

新たに選任される社外取締役について、個人別の基本報酬の額の決定を提案するもので

す。なお、本議案は、本株主総会の前から引き続き在任する社外取締役について、 2023年

3月期にかかる基本報酬の額の変更を求めるものではありません。

各社外取締役の基本報酬の額は、当社の企業価値向上を図るための経営戦略の策定、及

び経営陣に対する助言に、十分な時間を費やしていただくため、一人当たり、 1事業年度

につき 12,500,000円（新たに選任される社外取締役が 6名である場合の総額は

75,000,000円）といたしたいと存じます。

エ．第 4号議案 社外取締役に対し事後交付型株式報酬の付与の件について

本議案は、上記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

社外取締役（新たに選任される社外取締役に限定されません。）に対し、以下のとおり株

価条件を設定しない事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。

株価条件を設定しない事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。

各社外取締役にかかる基準額は、一人当たり 12,500,000円（社外取締役が 8名となる

場合の総額は 100,000,000円）とします。ただし、事後交付型株式報酬は、就任後 3年間
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の職務執行の対価として付与されるものであるため、 1年当たり額は約 4,167千円です。

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数 (100株

未満の端数は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、社外取締役が 8名となる場合

の基準額総額 (100,000,000円）を 2022年 9月 1日から同年 11月 30日までの 3ヶ月間

の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である

2,768円で除した株式数 (100株未満の端数は切り上げ）である 36,200株株以内とし、

基準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときは、当該上限数を各社外取締役の

基準額に対して比例的に配分します。

オ第 5号議案 社外取締役に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件について

本議案は、上記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

社外取締役（新たに選任される社外取締役に限定されません。）に対し、以下のとおり株

価条件付事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。なお、株価の上昇をベ

スティング条件とする趣旨は、株主との利益共有を一層強くすることを意固するもので

あり、一定の企業業績の達成を条件とする業績連動報酬を意図して付与するものではあ

りません。

株価条件付事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。

各社外取締役にかかる基準額は、現金による基本報酬の額の 160％に相当する、一人当

たり 20,000,000円（社外取締役が 8名となる場合の総額は 160,000,000円）とします。

ただし、事後交付型株式報酬は、就任後 3年間の職務執行の対価として付与されるもので

あるため、 1年当たり額は約 6,667千円です。

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数 (100株

未満の端数は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、社外取締役が 8名となる場合

の基準額総額 (160,000,000円）を 2022年 9月 1日から同年 11月 30日までの 3ヶ月間

の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である

2,768円で除した株式数 (100株未満の端数は切り上げ）である 57,900株以内とし、基

準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときは、当該上限数を各社外取締役の基

準額に対して比例的に配分します。

力．第 6号議案 取締役（社外取締役を除く）に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与

の件について

本議案は、当社取締役（社外取締役を除く。以下、本議案において同じ。）に対し、以

下のとおり株価条件付事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。

株価条件付事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。

各取締役にかかる基準額は、 2022年度における各取締役の基本報酬の額と同額としま

す。ただし、その総額は 146,000,000円以内とし、 2022年度における各取締役の基本報
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酬の額の総額がこれを超えるときは、当該上限額を各取締役の基本報酬の額に対し比例

的に配分します。総額を 146,000,000円以内とした理由は、 2022年度の取締役の基本報

酬の総額は開示されていないものの、 2021年度の取締役の基本報酬の総額は 145百万円

であることが開示されていることから、 2022年度の取締役の基本報酬の額もほぼ同水準

であろうと推定し、その総額と同水準の総額の基本報酬を付与する前提に立ち、

146,000,000円が総額の上限額として妥当と考えたからです。

各取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数 (100株未満の端数

は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、基準額の総額の上限である 146,000,000

円を 2022年 9月 1日から同年 11月 30日までの 3ヶ月間の株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である 2,768円で除した株式数 (100

株未満の端数は切り上げ）である 52,800株以内とし、基準額を基準株価で除して得た数

がこれを超えるときは、当該上限数を各取締役の基本報酬の額に対して比例的に配分し

ます。

本提案時点における対象となる取締役の人数は 3名です。

(5) よって、請求者は、当社に対し、可能な限り速やかに臨時株主総会を招集するよう請求する

とともに、その臨時株主総会の招集にあたっては上記の株主総会の目的事項及びその議案

の要領を株主に通知するよう請求いたします。

草々
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臨時株主総会議案通知請求書 

 

冠省 

当職らは、Oasis Japan Strategic Fund Ltd.（以下「請求者」といいます。）の代理人として、以下の

とおりご連絡いたします。 

請求者は、フジテック株式会社（以下「当社」といいます。）の株主であり、6 か月前から引き続

き発行済株式総数の 100 分の 3 以上である 2,472,000 株の株式を有しております。請求者は、令和 4

年 12 月 1 日付で、会社法第 297 条第 1 項に基づき、下記のとおり当社の臨時株主総会（以下「本臨

時株主総会」といいます。）を招集することを同日付臨時株主総会招集請求書（以下「１2 月 1 日付

請求書」といいます。）により請求いたしました。また、請求者は、12 月 1 日付請求書において、同

時に、会社法第 305 条第１項に基づき、その臨時株主総会の招集にあたっては、同請求書において

特定した「１ 株主総会の目的である事項」記載の株主総会の目的事項及び「２ 招集の理由」記載

の議案の要領を株主に通知するよう請求いたしました。 

その後、するとともに、当該議案の要領の通知請求にかかる部分については撤回のうえ、改めて

12 月 27 日付けにて議案通知請求書をご送付いたしました。 

しかしながら、その後、第１号議案の６6 名の現社外取締役解任議案の理由に関して若干の修正を

必要とすることが判明したこと、第２号議案の取締役選任議案にかかる社外取締役候補者を一部変

更する必要が生じたこと、及び、社外取締役の報酬等に関する第３3 号から第６6 号議案につきより

精緻な議案を決議していただくために修正を必要とすることが判明したことから、令和４年 12 月 1

日付請求書のうち議案通知請求にかかる部分を 12 月 20 日付にて撤回し、同時に同 12 月 20 日付け

で改めて第１1 号から第６6 号までの議案の内容を修正した修正版議案通知請求書をご送付させて

いただき、さらにました。 

このたび、貴社からのご指摘も踏まえ、修正版議案通知請求書を再修正し改めて議案通知請求書

を作成いたしましたので、12 月 20 日付修正版議案通知請求書は撤回し、それに替えて、12 月 27 日

本日付にて改めて議案通知請求書をご送付いたしました。 

しかしながら、その後、本臨時株主総会の第 2 号議案の取締役選任議案につきまして、社外取締

役候補者を 1 名から一身上の都合により社外取締役の選任候補から辞退する旨の申し出があったこ

と撤回する必要が生じたことから、12 月 1 日付請求書記載の第 2 号議案「以下の社外取締役 7 名選

任の件」を株主総会の目的である事項を一部撤回して「以下の社外取締役 6 名選任の件」とすると

ともに、12 月 27 日付け議案通知請求書令和 4 年 12 月 27 日付修正版議案通知請求書をは撤回し、

それに替えて、本日付にて改めて議案通知請求書をご送付申し上げます。つきましては、下記のと

おり「１ 株主総会の目的である事項」記載の株主総会の目的事項及び「２ 招集の理由」記載の議

案の要領を株主に通知するよう請求いたします。 

 

記 
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１ 株主総会の目的である事項 

 

第 1 号議案 社外取締役 6 名（杉田 伸樹、山添 茂、遠藤 邦夫、引頭 麻実、三品 和広及び大石 

歌織）解任の件 

第 2 号議案 以下の社外取締役 67 名選任の件 

社外取締役候補者 浅見 明彦 

同 トーステン・ゲスナー（Torsten Gessner） 

同 クラーク・グラニンジャー（Clark Graninger） 

同 金子 裕子 

同 海野 薫 

同 ライアン・ウィルソン（Ryan Wilson） 

同 嶋田 亜子 

第 3 号議案 社外取締役の個人別の基本報酬額決定の件 

第 4 号議案 社外取締役に対する事後交付型株式報酬の付与の件 

第 5 号議案 社外取締役に対する株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件 

第 6 号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する事後交付型株式報酬の付与の件 

 

２ 招集の理由 

（１） 当社の持続的成長のために社外取締役を刷新し、ガバナンス改革を実行するとともに、社外

取締役の報酬を引き上げるべきこと 

当社の現社外取締役は、長年に亘り、内山高一氏（以下「内山氏」といいます。）が当社

と行った関連当事者取引（内山氏及び、内山氏の家族が関連する法人との関連当事者取引を

含む）に関する取締役会や、その関連当事者取引が引き起こされた劣後したコーポレート・

ガバナンスの状況を積極的に是認する取締役会の決議に参加してきました。 

また、第 75 期の定時株主総会で、内山氏の取締役再任提案を突如取り下げて内山氏の再

任提案が否決される事態を避け、そればかりか、その総会の直後に、株主への説明責任を果

たしていない内山氏を株主総会の承認を経ない会長職にそのまま祭り上げ、長年の専ら自

らを利するための関連当事者取引の説明責任を不問にし、内山氏が引き続き経営に関与す

ることを是認し、不適切なコーポレート・ガバナンス体制を構築し維持しようとしています。 

現在の社外取締役は、このように内山家と連携する立場をとっています。そして、内山家

が不適切な関連当事者取引を行ない、当社の持続的成長に向けたリーダーシップを内山氏

が発揮してこなかった責任の追及を怠っており、株主、従業員、顧客を含むすべての利害関

係者の利益よりも内山家の利益を優先しています。 

フジテックの現社外取締役のこれらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや

日本取引所グループの「ハンドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役
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の在り方に関する実務指針」で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務からは

かけ離れています。 

従って、請求者は、当社の現在の 6 名の独立取締役をすべて解任し、当社のコーポレー

ト・ガバナンスと収益を大幅に改善し持続的成長を遂げるために以下の 67 名の候補を社外

取締役候補として推薦します。 

また、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、取締役会において多様性に富ん

だ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が一体となって、企業価値を高

めるための戦略を策定し、必要な施策を積極果断に講じることが不可欠です。 

そこで、請求者は、社外取締役に対し、その役割に相応しい基本報酬及び本臨時株主総会

の開催日の翌日（午前零時）から 3 年を経過する日までの間を対象期間とする中期インセン

ティブ報酬として、株価条件の設定されていない事後交付型株式報酬及び株価条件の設定

された事後交付型株式報酬を付与することを提案いたします。加えて、当社の社外取締役以

外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3 年間を対象期間とする中期インセンテ

ィブ報酬として、株価条件の設定された事後交付型株式報酬を付与することを提案いたし

ます。 

 

（２） 第 1 号議案 社外取締役 6 名解任の件について 

杉田伸樹氏（以下「杉田氏」といいます。）は、2017 年 6 月に当社の取締役に就任して以

来、取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

事者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、2020 年 7 月に、

内山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、杉田氏は何ら必要と考えられ

る措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでした。例えば、杉田氏は、2021 年 5 月 12 日、当社が所有していたドムス元麻布 104 号

室を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。ま

た、杉田氏は、当社との間に利害関係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑

惑を不問に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告書を提出させたことに関し、

当該調査を主導する会議体の一員として重要な役割も担っていました。さらに、杉田氏は、

当社取締役会の諮問機関である指名・報酬諮問委員会の委員長であるにもかかわらず、調査

報告書を十分精査せず、2022 年 5 月 29 日に開催された指名・報酬諮問委員会において内山

氏の再任議案を見直さなかった点に大きな問題があります。社長その他役員を選定プロセ

スの透明性の欠如及び、サクセッションプランを定めずにいた点も問題です。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為
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というべきです。杉田氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、杉田氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査という名の結論ありきの調査を 2022 年

6 月 17 日の取締役会の決議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であ

るような結論ありきの調査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の

利益に反する対応をしたことの責任も問われるべきです。 

さらに、杉田氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、杉田氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

山添茂氏（以下「山添氏」といいます。）は、2018 年 6 月に当社の取締役に就任して以来、

取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当事

者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、2020 年 7 月に、内

山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、山添氏は何ら必要と考えられる

措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できません

でした。例えば、山添氏は、2021 年 5 月 12 日、当社が所有していたドムス元麻布 104 号室

を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比し

て大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。また、

山添氏は、当社との間に利害関係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑惑を

不問に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告書を提出させたことに関し、当該

調査を主導する会議体の一員として重要な役割も担っていました。さらに、山添氏は、当社

取締役会の諮問機関である指名・報酬諮問委員会の構成員であるにもかかわらず、調査報告

書を十分精査せず、2022 年 5 月 29 日に開催された指名・報酬諮問委員会において内山氏の

再任議案を見直さなかった点に大きな問題があります。社長その他役員を選定プロセスの
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透明性の欠如及び、サクセッションプランを定めずにいた点も問題です。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というべきです。山添氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、山添氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査においても、「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業統治上も問題ない」という当初の調査

の結論を見直さず、「本取引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただく」なる目的の追加調査を 2022 年 6 月 17 日の取締役会の決

議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような結論ありきの調

査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をした

ことの責任も問われるべきです。 

さらに、山添氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、山添氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

遠藤邦夫氏（以下「遠藤氏」といいます。）は、2019 年 6 月に当社の取締役に就任して以

来、取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

事者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、2020 年 7 月に、

内山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、遠藤氏は何ら必要と考えられ

る措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでした。例えば、遠藤氏は、2021 年 5 月 12 日、当社が所有していたドムス元麻布 104 号
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室を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。ま

た、遠藤氏は、西村あさひ法律事務所より提出された調査報告書は調査者の独立性が欠けて

いること、内容は明らかに偏向していること、そして、当社のコーポレート・ガバナンスに

欠陥があることも明らかであるにもかかわらず、この調査報告書を承認する決議に参加し

ました。このことは、遠藤氏が、一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、ま

た社外取締役に必要な客観的な監督能力が欠如していることを示しています。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というべきです。遠藤氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、遠藤氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査においても、「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業統治上も問題ない」という当初の調査

の結論を見直さず、「本取引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただく」なる目的の追加調査を 2022 年 6 月 17 日の取締役会の決

議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような結論ありきの調

査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をした

ことの責任も問われるべきです。 

さらに、遠藤氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、遠藤氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

別紙③



8 

引頭麻実氏（以下「引頭氏」といいます。）は、2021 年 6 月に当社の取締役に就任して以

来、内山氏と当社との間で行われた利益相反上の問題のある関連当事者取引のいくつかを

調査及び監督することができる地位にありました。また、引頭氏は、西村あさひ法律事務所

の調査報告書が明らかに偏向しており、当社のコーポレート・ガバナンスに欠陥があること

が明らかであるにもかかわらず、この調査報告書を承認する決議に参加しました。このこと

は、引頭氏が、一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、また社外取締役に必

要な客観的な監督能力が欠如していることを示しています。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というべきです。引頭氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、引頭氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、追加調査により「株主により指摘を受けた関連当事者取引その他行為

につき問題をないこと」を確認するとして、当社が追加調査を実施する第三者委員会の委員

の拙速な指名を主導し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような調査体制を確

立するなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をしたことにつ

いても責任を負わなければなりません。 

さらに、引頭氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、引頭氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

三品和広氏（以下「三品氏」といいます。）は、2022 年 6 月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の一員
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としての説明責任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背信行

為ともいうべき行為に加担し、一般株主よりも内山氏と協調する姿勢を即座に示しました。

このことから、三品氏は、今後も不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、

内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻止できず

にいることは明らかです。 

また、三品氏は、選定委員会の委員として徹底して独立したプロセスで第三者委員会の委

員をすべて決めなければならなかったにもかかわらず、第三者委員会の委員長の候補を選

ぶだけにとどまり、内山氏に有利な結果が出ることが予定されているような調査体制を構

築した責任も問われるべきです。 

さらに、三品氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、三品氏は、当社の取締役に就任して間もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を優先してきました。同氏は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を

監督して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選任されていないにもかかわらず、当社への影響力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明責任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内山氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加担していると言わざるを得ません。 

 

大石歌織氏（以下「大石氏」といいます。）は、2022 年 6 月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の一員

としての説明責任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背信行

為ともいうべき行為に加担し、一般株主よりも内山氏と協調する姿勢を即座に示しました。

このことから、大石氏は、今後も不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、

内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻止できず

にいることは明らかです。 

また、大石氏は、選定委員会の委員として徹底して独立したプロセスで第三者委員会の委

員をすべて決めなければならなかったにもかかわらず、第三者委員会の委員長の候補を選

ぶだけにとどまり、内山氏に有利な結果が出ることが予定されているような調査体制を構

築した責任も問われるべきです。 

さらに、大石氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、
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当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

また、大石氏は、上記のとおり一般株主よりも内山氏の利益を優先させたばかりでなく、

以前から当社と取引のある北浜法律事務所のパートナーであることから、真の独立性にも

疑問があります。さらに言えば、当社の現監査役の池田辰夫氏は北浜法律事務所の出身であ

り、また、当社の元監査役であり、かつ元社外取締役でもある佐伯照道氏も北浜法律事務所

の出身です。当社と北浜法律事務所との関係が深いことは明らかであり、大石氏の独立性を

直ちに疑わざるを得ません。また、池田氏、佐伯氏ともに当社に在任中、内山氏と当社との

間の関連当事者取引に関する取締役会決議に参加していたことから、独立性を有している

かは極めて疑問です。 

以上のとおり、大石氏は、当社の取締役に就任して間もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を優先してきました。同氏は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を

監督して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選任されていないにもかかわらず、当社への影響力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明責任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内山氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加担していると言わざるを得ません。 

 

（３） 第 2 号議案 社外取締役 67 名選任の件について 

社外取締役候補者 67 名の略歴等及び同人らを社外取締役候補として提案する理由は次の

通りです。 

なお、取締役の総数を 11 名以内とする旨の定款の定めにより、社外取締役を除く取締役

が 3 名である場合には、社外取締役の総数は 8 名が上限となります。従いまして、仮に第 1

号議案（社外取締役 6 名解任の件）のうち 32 名以上の社外取締役について解任決議が否決

された場合には、社外取締役の総数が 8 名を超える選任決議は不適法となるため、第 2 号

議案は、社外取締役の人数枠である 8 名から第 1 号議案の解任決議が否決された社外取締

役の人数を差し引いた人数の社外取締役を選任する議案として決議をお願いいたします。

例えば、解任が否決された現在の社外取締役が 32 名であれば 56 名の社外取締役を新たに

選任する議案として決議いただくことになります。その場合には、下記の候補者番号に従っ

て順に選任の可否の決議を行い、新たに選任される取締役の人数がその上限に達した時点

でその余の候補者の選任決議は行わないこととする、というのが本株主提案の内容です。 

 

候補者

番 号 
氏  名 
生年月日 

略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する当

社株式の数 
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1 
浅見
あ さ み

 明彦
あきひこ

 

(1960 年 4 月 18 日生) 

1985 年 4 月 株式会社富士銀行（現みずほ銀行）入行 

1996 年 5 月 マサチューセッツ工科大学経営大学院修士課程 

金融工学専攻 修了 

1996 年 5 月 ゴールドマン・サックス証券株式会社 投資銀行

部門 入社 

2005 年 11 月 ゴールドマン・サックス証券株式会社 投資銀行

部門 マネージング・ディレクター 

2009 年 6 月 ドイツ証券株式会社 投資銀行法人本部 マネー

ジング・ディレクター 

2011 年 6 月 バークレイズ証券株式会社 投資銀行部門 コー

ポレート・ファイナンス部長 マネージング・ディ

レクター 

2014 年 2 月 バークレイズ証券株式会社 投資銀行部門 投資

銀行本部長 アジアパシフィック地域日本代表 

マネージング・ディレクター 

2015 年 3 月 バークレイズ証券株式会社 投資銀行 部門 副会

長 アジア･パシフィック地域日本代表 マネージ

ング・ディレクター 

2018 年 1 月 東京大学協創プラットフォーム開発株式会社 

パートナー特別顧問（現任） 

2018 年 12 月 ＨＡＰＳモバイル株式会社 取締役 COO 

 兼、ソフトバンク株式会社 顧問 

2021 年 6 月 ソフトバンク株式会社 事業開発統括 顧問（現

任） 

2022 年 4 月 国立大学法人東京大学 財務経営本部アドバイザ

ー（現任） 

0 株 

2 
Torsten Gessner 

(1963 年 3 月 19 日生) 

1985 年 10 月 Otis 入社 

1996 年 10 月 United Technologies Corporation, エレクトロニク

ス・サプライチェーン・マネジメント担当ディレ

クター 

2003 年 10 月 Otis Elevator Company ヴァイスプレジデント（欧

州サプライチェーン担当） 

2005 年 1 月 Otis UK & Central Europe サプライチェーン・マネ

ジメント＆ロジスティクス担当エリアディレク

ター 

0 株 
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2005 年 10 月 ThyssenKrupp Elevator CENE GmbH 最高執行責任

者（COO） 

2007 年 1 月 ThyssenKrupp Elevator AGGmbH シニア・ヴァイ

ス・プレジデント 

201009 年 10 月 ThyssenKrupp Elevator Escalator & Passenger 

Boarding BridgesInnovation GmbH 代表取締役会

長兼 CEO 

2011 年 10 月 ThyssenKrupp North America, Inc. 代表取締役会長

兼最高経営責任者（CEO） 

3 
Clark Graninger 

(1968 年 1 月 27 日生) 

1991 年 9 月 日本シャフト株式会社入社 

1995 年 7 月 シカゴ大学ビジネススクール入学 

1997 年 6 月 シカゴ大学ビジネススクール卒業 

1997 年 7 月 リーマンブラザーズ入社 

2000 年 6 月 株式会社新生銀行入行、次長、クレジットトレー

ディングチーム長 

2003 年 9 月 株式会社新生銀行 専務執行役員法人部門長 

2007 年 2 月 アプラス株式会社 代表取締役社長 

2009 年 11 月 株式会社新生銀行 社長補佐 

2011 年 2 月 株式会社あおぞら銀行 営業執行役員個人営業部

門長 

2017 年 8 月 ウェルスパーク株式会社 常務取締役、最高ウェ

ルスマネージメント責任者 

2021 年 6 月 ウェルスパークキャピタル株式会社 常務取締役

（現任） 

2022 年 6 月 Reboot 株式会社  Co-Founder、代表取締役、

COO/CFO（現任） 

0 株 

44 

海野
う み の

 薫
かおる

 

(1963 年 5 月 13 日生)

金子
か ね こ

 裕子
ゆ う こ

 

(1975 年 6 月 8 日生) 

1987 年 9 月 Davis Polk & Wardwell 法律事務所（ニューヨーク、

東京）アソシエイト、弁護士（1988 年 5 月よりニ

ューヨーク州弁護士会会員） 

1988 年 10 月ポールヘイスティングス法律事務所・外国法共同

事業 オブ・カウンセル 

1999 年 10 月 ポールヘイスティングス法律事務所・外国法共同

事業 パートナー 

2000 年 4 月  外国法事務弁護士（第二東京弁護士会）登録 

2006 年 2 月 J.P.モルガン証券株式会社 マネージング・ディレ

0 株 0 株 

別紙③



13 

クター兼アソシエイト・ゼネラル・カウンセル 

2008 年 6 月 外国法共同事業ジョーンズ・デイ法律事務所 パ

ートナー 

2018 年 1 月 ディーエルエイ・パイパー東京パートナーシップ

外国法共同事業法律事務所 パートナー（現任）

2000 年 4 月 西村総合法律事務所（現：西村あさ

ひ法律事務所） 弁護士（同月より第一東京弁護士

会会員） 

2010 年 6 月 日本オーチス・エレベータ株式会社 法務室長 

2016 年 1 月 アルコニックス株式会社 経営企画本部 法務担

当部長 

2019 年 9 月 公認不正検査士 認定 

2020 年 4 月 アルコニックス株式会社 経営企画本部法務・コ

ンプライアンス部長 

2021 年 11 月 ルネサスエレクトロニクス株式会社 法務統括部

契約法務部コーポレート・カウンセル（現任） 

55 

Ryan Wilson 

(1969 年 9 月 23 日生)

海野
う み の

 薫
かおる

 

(1963 年 5 月 13 日生) 

1990 年 5 月 Labatt Breweries of Canada 入社 

1994 年 9 月 Labatt Breweries of Canada マネージャー 

1995 年 6 月 Schindler Elevator Corporation (Canada) マネージ

ャー 

1997 年 6 月 Schindler Elevator Corporation (Canada) リージョ

ナル・ヴァイス・プレジデント 

2003 年 5 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE)入社 ヴァ

イス・プレジデント 

2004 年 10 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE) シニア・

ヴァイス・プレジデント 

2015 年 9 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE) 代表取締

役社長兼 CEO 

2018 年 11 月 Jack Cewe Construction Ltd. 代表取締役兼 CEO（現

任）1987 年 9 月 Davis Polk & Wardwell 法

律事務所（ニューヨーク、東京）アソシエイト、

弁護士（1988 年 5 月よりニューヨーク州弁護士

会会員） 

1988 年 10 月ポールヘイスティングス法律事務所・外国法共同

事業 オブ・カウンセル 

0 株 0 株 
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1999 年 10 月 ポールヘイスティングス法律事務所・外国法共同

事業 パートナー 

2000 年 4 月  外国法事務弁護士（第二東京弁護士会）登録 

2006 年 2 月 J.P.モルガン証券株式会社 マネージング・ディレ

クター兼アソシエイト・ゼネラル・カウンセル 

2008 年 6 月 外国法共同事業ジョーンズ・デイ法律事務所 パ

ートナー 

2018 年 1 月 ディーエルエイ・パイパー東京パートナーシップ

外国法共同事業法律事務所 パートナー（現任） 

66 

嶋田
し ま だ

 亜子
あ こ

 

(1973 年 10 月 13 日

生)Ryan Wilson 

(1969 年 9 月 23 日生) 

1999 年 8 月  Hancock Rothert & Bunshoft LLP、アソシエイト 

2001 年 3 月  Coudert Brothers LLP、アソシエイト 

2005 年 5 月  Rutan & Tucker, LLP、アソシエイト 

2008 年 5 月  Apria Healthcare、シニア・コーポレートカウンセ

ル 

2010 年 7 月  Apria Healthcare、アシスタント・ゼネラル・カウ

ンセル 

2014 年 5 月  Christie Digital Systems、アシスタント・ゼネラル・

カウンセル 

2017 年 4 月  Ushio America, Inc.、ヴァイス・プレジデント、ゼ

ネラル・カウンセル兼、コーポレート・セクレタ

リー（現任） 

2019 年 6 月  KA Imaging Inc.、社外取締役（現任） 

2020 年 2 月  米日カウンシル理事会、南カリフォルニア・サウ

スウエスト地区代表（現任） 

2020 年 10 月 Association of Corporate Counsel 南カリフォルニ

ア支部、ボード・オブ・ディレクター（現任） 

2021 年 4 月  ジャパン・ボード・ダイバーシティー・ネット

ワーク、チャーター・メンバー（現任） 

2021 年 5 月 Ushio Europe、ゼネラル・カウンセル（現任）1990

年 5 月 Labatt Breweries of Canada 入社 

1994 年 9 月 Labatt Breweries of Canada マネージャー 

1995 年 6 月 Schindler Elevator Corporation (Canada) マネージ

ャー 

1997 年 6 月 Schindler Elevator Corporation (Canada) リージョ

ナル・ヴァイス・プレジデント 

0 株 0 株 
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2003 年 5 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE)入社 ヴァ

イス・プレジデント 

2004 年 10 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE) シニア・

ヴァイス・プレジデント 

2015 年 9 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE) 代表取締

役社長兼 CEO 

2018 年 11 月 Jack Cewe Construction Ltd. 代表取締役兼 CEO（現

任） 

（注） １． 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 ２． 浅見氏、Gessner 氏、Graninger 氏、金子氏、海野氏、Wilson 氏及び嶋田氏が社外取締

役に就任された場合、同氏らとの間で責任限定契約を締結する予定であります。なお、

当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が定める最低責任限度額と致します。 

 

【取締役候補とした理由】 

浅見明彦氏（以下「浅見氏」といいます。）は、株式会社富士銀行（現みずほ銀行）、ゴー

ルドマン・サックス証券株式会社、ドイツ証券株式会社、バークレイズ証券株式会社でシニ

ア・インベストメントバンカーとして勤務し、金融業界において 39 年以上の業務経験を有

しています。また、東京大学協創プラットフォーム開発株式会社、ソフトバンク株式会社に

おいて、ベンチャーキャピタル投資やテクノロジー企業への投資に従事しています。 

コーポレート・ファイナンスのスキルを活かし、日本の大手企業のコーポレートアクショ

ンやディールについて長年にわたって助言を提供してきたほか、大規模なチームのマネジ

メントやジョイント・ベンチャーの立ち上げなど、優れた企業経営手腕を発揮してきまし

た。 

浅見氏は、当社の将来の成長に不可欠な M&A など投資案件の調達、適切な投資先の評

価、交渉に貢献することができます。また、当社が資金を投入したプライベートファンドに

おいて、当社の資金が最適な方法で投資されているかを監督することにも貢献することが

できます。当社は、M&A に関する社内の専門知識に乏しく、多額の M&A 予算があるにも

かかわらず完了した案件が多くありません。また、当社には買収額を適切に評価できる人材

が不可欠です。浅見氏の専門知識は、フジテックと株主の双方に、より大規模で変革的な

M&A を実行する確実性を高めてくれると考えます。また、ベンチャーキャピタルへの投資

経験もあり、最先端技術を活用するための技術投資や、競合他社に差をつけるためといった

技術投資にも力を発揮してくれると考えています。また、浅見氏は、フジテックが投下した

資金が最適な方法で活用されるように、フジテックが設立した SBI インベストメント株式

会社との私募ファンドへの投資をモニタリングすることへの貢献も期待できます。よって、

浅見氏は、コーポレート・ファイナンス、M&A、ベンチャーキャピタルの分野で豊富な経

験を有しており、当社の取締役として理想的な人物です。 
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浅見氏は、早稲田大学で経済学の学士号を取得し、マサチューセッツ工科大学で MBA を

取得しており、日本語と英語に堪能です。 

 

Torsten Gessner 氏（以下「Gessner 氏」といいます。）は、Otis、Thyssenkrupp といったグ

ローバルのエレベーター事業者で豊富な業務経験、マネジメント経験を有しており、フジテ

ックの社外取締役候補者としては卓越した人材です。また、メンテナンス事業、モダニゼー

ションでは特に重要なサプライチェーン・マネジメントや製造管理の経験も豊富であり、当

社における直近の業績急落の原因となったサプライチェーン・マネジメント上の解決に貢

献することが期待できます。現在当社が十分に注力できていない、最も利益率の高いメンテ

ナンス事業に注力し、利益率を向上させるという事業戦略において適任の人物です。米国と

欧州での経験は、フジテックの国際的な成長の指針になると考えます。 

Gessner 氏は、ThyssenKrupp North America, Inc.の代表取締役会長兼 CEO として、売上高

120 億ドル、従業員数 24,000 人の事業体を率いてきました。地域間の調整と協力、従業員の

連携強化、事故率の低減により、トップライン売上 20%、純利益 3 倍以上の増加を達成し

た経験を有します。 

Gessner 氏の数十年にわたるエレベーター業界での経験と経営実績は、当社のグローバル

な成長を描く議論を主導できます。現在、このような経験に裏付けされたスキルを持つ独立

取締役がいない当社の取締役会において、Gessner 氏が独立性、リーダーシップ、指導力を

もたらし、会社の利益率の改善と成長に貢献します。 

Gessner 氏は、英語とドイツ語に堪能です。 

 

Clark Graninger 氏（以下「Graninger 氏」といいます。）は、金融業界で 30 年以上の業

務経験を持ち、上場企業（当時）のアプラス株式会社（新生銀行子会社）の代表取締役社長

や株式会社あおぞら銀行の常務執行役員などの要職を歴任してきた経験豊富なプロフェッ

ショナルです。現在は、東京に拠点を置く不動産テック SaaS であるウェルスパーク株式会

社（wealth-park.com）のフィンテック子会社であるウェルスパークキャピタル株式会社の常

務取締役を務めています。 

それまでは、Graninger 氏は、株式会社あおぞら銀行につとめ、常務執行役員個人営業部

門長として株式会社あおぞら銀行のリテール・バンキングを 7 年近く統括していました。ま

た、株式会社新生銀行において専務執行役員として法人向け銀行業務を統括しました。あら

ゆる不良債権投資を監督し、ストラクチャード・ファイナンス取引（ピーク時 50 億米ドル

規模）の責任者を務めました。また、経営委員会及び与信委員会のメンバーとして、当社の

ような製造業などの事業会社を含むすべての主要投融資案件の審査・決定を行いました。ア

プラス社では、CEO として 150 億米ドルのバランスシートの再構築を監督し、事業規模の

スリム化とコストの削減などのターンアラウンドを主導しました。 

Graninger 氏は、20 年にわたる金融業界でのキャリアの中で企業の金融取引を様々な形
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で評価、審査する中で、数々の不祥事や創業者一族の影響力に基づく脆弱なガバナンスのシ

ナリオにも直面した経験があり、当社のガバナンスの改善に貢献することが期待できます。 

Graninger 氏のコーポレート・ファイナンスの知見は、当社が成長のために M&A を検討

する際に役立つと考えられ、ガバナンスの知見はフジテックのガバナンスを改善すること

に、また、金融機関での経験は、フジテックが資本効率を改善して ROE を改善することに

資すると考えています。いずれのスキルもが、フジテックを守り、よりよいフジテックを築

き上げることを支えます。 

Graninger 氏はミドルベリー大学で学士号、シカゴ大学ブース・スクールで MBA をそれ

ぞれ取得し、日本語と英語に堪能です。 

 

金子裕子氏（以下「金子氏」といいます。）は、大手法律事務所の西村あさひ法律事務所、

日本オーチス・エレベータ株式会社、総合商社アルコニックス株式会社、ルネサスエレクト

ロニクス株式会社で弁護士として主に日本国内外の M&A やジョイント・ベンチャーに関

する豊富な法務・コンプライアンス業務に従事し、助言を提供してきました。 

また、金子氏は公認不正検査士であり、アルコニックス社では子会社従業員による不適正

取引の調査や再発防止策の策定にも従事しました。また、アルコニックスグループの子会社

において、内部通報の窓口を担当した経験もあります。 

加えて、金子氏は日本オーチス・エレベータ株式会社において法務室長として 5 年以上に

わたる経験があり、まさにエレベーター業界での業務経験を有しています。特に、エレベー

ター業界に関する法令（建築基準法、建設業法）にも精通し、また、一般社団法人日本エレ

ベーター協会が定める安全検査基準等の業界標準への知見や、国土交通省などの行政対応

や事故対応等の経験も有しているほか、ゼネコン・下請け業者・販売代理店等との関係調整

の経験もあります。 

当時、日本オーチス・エレベータ株式会社の取締役会の事務局も務めており、取締役会、

監査役会、株主総会も準備を行いました。また、会社法、定款、その他社内規定に基づき、

代表取締役社長及び、取締役会議長を始めとする、取締役や監査役を補佐し、議題の調整を

行いました。 

法務、コンプライアンス、エレベーター業界の経験を有する金子氏は、フジテックの取締

役として最適な候補者です。当社の内部通報制度の遵守（不適切かつ、違法とさえなり得る

内部告発者探しを直ちに止めること）、フジテックの将来の問題を阻止するためにコンプラ

イアンス制度に則った内部通報文化の確立、及び、関連当事者取引の解消、過去の不適切な

取引から会社資産の調査・回収、指名委員会の設置、豊富なエレベーター、製造業での経験

を活かした事業戦略の監督、KPI に基づいた経営管理に貢献することができます。 

金子氏は東京大学法学部を卒業し、フロリダ・コースタル・スクール・オブ・ローにて法

学修士号を取得しており、日本語と英語に堪能です。 

 

書式変更: インデント : 最初の行 :  1 字
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海野薫氏（以下「海野氏」といいます。）は 30 年以上の法務経験を有しているニューヨー

ク州の弁護士で、日本では外国法事務弁護士としての登録を受けています。Davis Polk、Paul 

Hastings、Jones Day、DLA Piper などの大手国際法律事務所で勤務し、資本市場とストラク

チャード・ファイナンス、M&A を始めとしたクロスボーダー金融・企業取引を取り扱って

きました。 

また、J.P.モルガン証券株式会社の社内弁護士として、法務・コンプライアンス部門の責

任者となり、同社におけるコーポレート・ガバナンス体制の構築や規制対応に携わりまし

た。また、現在でも、マネーロンダリング防止や汚職・贈収賄防止などの規制やコンプライ

アンスに関するアドバイスを日本のクライアントに提供し続けています。このようなコー

ポレート・ガバナンスの推進への豊富な経験に基づいて、当社のコーポレート・ガバナンス

を日本最高のものとすることが期待できます。 

また、海野氏は、DLA Piper において、サステナビリティ及び ESG イニシアチブのアジア

担当リーダーであり、ケンブリッジ大学サステナビリティ・リーダーシップ研究所と共同

で、サステナビリティに沿ったガバナンスとリーダーシップに焦点を当てたグローバルプ

ロジェクト「Future of Boards」のワーキンググループメンバーでもあります。また、NPO 法

人の Lawyers for LGBT and Allies Network の理事、セカンドハーベスト・ジャパンの理事も

務めています。J.P.モルガン証券株式会社では、女性社員の登用と定着のためのタスクフォ

ースを率いた経験もあり、当社の ESG、多様性と女性活躍推進に大いに貢献できるものと

考えられます。 

海野氏はボウディン大学哲学科を首席（サマ・カム・ラウディ summa cum laude（所謂、

大学総代）及び、ファイ・ベータ・カッパ Phi Beta Kappa のメンバー）で卒業し、コロンビ

ア大学法科大学院で法学博士号を取得しています。 

日本語と英語に堪能です。 

 

Ryan Wilson 氏（以下「Wilson 氏」といいます。）は、当社と競合する Schindler、ThyssenKrupp

での豊富な経験を生かし、当社の利益率と成長性を高めるための新たなビジネス戦略の立

案に貢献することが期待できます。 

Wilson 氏は Schindler Elevator Corporation (Canada)において、買収先企業のターンアラウン

ドを行った実績があります。また、Schindler において 8 年のマネジメント経験の後、

Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. を 15 年以上率い、同社のサプライチェーンの再構築を実

現しました。当社の最近の利益率低下はサプライチェーンに大きく関係していると考えら

れるため、サプライチェーンの再構築の経験を有する取締役が不可欠であるところ、Wilson

氏はその豊富な経験を通じて当社に必要な戦略とビジョンをもたらし、高収益事業におけ

る当社の競争力を高めることができる貴重な人材です。また、Wilson 氏は社長就任後、低収

益性にあえいでいた Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. を過去最高の成長率で売上、利益と

もに成長させ、カナダ市場で 1 位にしました。また、サービスセンターへの投資や人材開発
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を積極的に行い、Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. を世界的に見て非常に高い水準にまで、

サービスリテンション率、顧客満足度を引き上げた実績があります。当社は新設工事主導の

事業モデルが依然として続く中で、独立系サービス会社にメンテナンス契約を奪われてい

る状況にあり、Wilson 氏の Thyssenkrupp での経験が、当社の低いリテンション率の原因に

なっている、サービス網の再構築、サプライチェーンの見直しによって解決されるでしょ

う。 

Wilson 氏は、ブリティッシュ・コロンビア大学で経済学の学士号を、同大学で MBA を取

得しており、英語に堪能です。 

 

嶋田亜子氏は、20 年以上にわたり、知財（知財戦略立案・知財ポートフォリオの最適化

管理等）、法務、規制、M&A およびガバナンスに関して、弁護士及び、経営戦略の専門家の

観点から経営陣に助言してきました。グローバル企業の経営に深く関与し、現在は Ushio 

America, Inc.のヴァイス・プレジデント、ジェネラルカウンセル及びコーポレートセクレタ

リーを務めています。M&A、不良資産、ガバナンスと経営陣の善管注意義務に関する問題

などを子会社管理の観点から長く取り組んできた経験があるほか、会社全体の知財、データ

プライバシー、規制、労務、コーポレートガバナンス、企業コンプライアンスへの対処に豊

富な経験を有しています。 嶋田氏は M&A 案件のリスクの特定、評価、その軽減に関して

深い専門知識を有しており、取締役会および経営幹部へ的確な進言を行い、ウシオ電機の数

百万ドル規模の M&A 案件を成功裏に完了させています。 嶋田氏は国際的な事業展開に伴

う事業上の課題へのアドバイスを経営陣に行うのみならず、事業上のチャンスを活かせる

ようにアドバイスしてきました。IAPP（International Association of Privacy Professionals）が

認定する CIPP/US（Certified Information Privacy Professional）の資格も有しています。 

知財戦略、グローバル M&A 戦略・エグゼキューション、国際的な企業のグループ経営、

リスクマネジメント、コンプライアンス、ガバナンス、顧客管理、規制当局対応、企業の危

機管理などの観点からフジテックに経営の助言を行うことが期待されています。 

現在、米日カウンシル理事会の南カリフォルニア・サウスウエスト地区の代表を務めてい

ます。より強固な日米関係を構築するために日米間の多様なリーダーを結びつけ、カウンシ

ルをサポートしています。 

ロヨラ大学シカゴ校ロースクールで法学博士号（Juris Doctor）を、ノースウェスタン大学

で学士号（Bachelor of Science）を取得し、ノースカロライナ大学チャペルヒル校でジャーナ

リズムを学びました。日本で生まれ育ち、米国でも教育を受けている彼女は、日本語と英語

のバイリンガルです。 

 

（４） 第 3 号議案ないし第 6 号議案について 

第 3 号議案 社外取締役の個人別の基本報酬の額決定の件 

第 4 号議案 社外取締役に対し事後交付型株式報酬の付与の件 

別紙③



20 

第 5 号議案 社外取締役に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件 

第 6 号議案 取締役（社外取締役を除く）に対し事後交付型株式報酬の付与の件 

 

ア．第 3 号議案ないし第 6 号議案に共通する提案理由 

第 3 号議案ないし第 6 号議案は、別途提案している新たな社外取締役の選任に関する

議案が少なくとも 1 名の候補者について承認可決されることを条件として、社外取締役

に対して付与する報酬について承認を求めるものです。 

当社の取締役の報酬は、金銭報酬について、2022 年 6 月 23 日開催の第 75 期定時株主

総会において、年額 550 百万円以内（うち社外取締役につき年額 100 百万円以内）と承

認されており、さらに、2021 年 6 月開催の第 74 期定時株主総会において、社外取締役

を除く取締役に対し、譲渡制限付株式の付与のため、年額 1 億円以内（これにより発行又

は処分をされる当社の普通株式の総数は年 200,000 株以内）の金銭報酬債権を付与する

ことについて承認がなされています。 

しかし、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、取締役会において多様性に

富んだ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が一体となって、企業価

値を高めるための戦略を策定し、必要な施策を積極果断に講じることが不可欠です。 

そこで、請求者は、上記報酬枠とは別に、社外取締役に対し、それぞれ、その役割に相

応しい基本報酬（第 3 号議案）、並びに、本臨時株主総会の開催日の翌日（午前零時）か

ら 3 年を経過する日までの間を対象期間とする中期インセンティブ報酬として、株価条

件の設定されていない事後交付型株式報酬（第 4 号議案）及び株価条件の設定された事後

交付型株式報酬（第 5 号議案）を付与することを提案いたします。 

これらの提案は、①グローバルの知見、経験、能力を有する独立取締役に相応しい総報

酬水準にすること、②社外取締役の報酬は、現金及び自社株により支給し、かつ、自社株

による支給の割合を、現金による支給と同程度とすること、③株式報酬は、3 年間のべス

ティング期間のみを設定し株価上昇を条件として付さない事後交付型株式報酬（RSU）と、

株価上昇を条件として付し、付与時の株価から 20％を上回った場合にベスティングが可

能となる RSU から構成されるが、株主価値創造を目指したコーポレート・ガバナンス改

革に対する役割を期待することから、株価条件を付した RSU の割合を大きく設定するこ

とが妥当（なお、RSU は、いわゆる一定の企業業績の達成条件を付した業績連動報酬型

株式報酬ではない。）との考えに基づくものです。第 3 号議案から第 5 号議案についてご

承認いただいた場合、1 人当たり、1 年当たりの現金報酬の額は 12,500 千円、株式報酬の

額は 10,833 千円、その合計額は 23,333 千円となります。 

第 6 号議案は、当社の社外取締役以外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3

年間を対象期間とする中期インセンティブ報酬として、株価条件の設定された事後交付

型株式報酬を付与することを提案するものです。 
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イ．事後交付型株式報酬（RSU）の内容 

① 概要 

事後交付型株式報酬は、権利付与後一定期間を経過した後、一定の条件を満たすこと

を条件として、あらかじめ定めた数又はあらかじめ定めた算定方法により計算される数

の普通株式を交付する株式報酬です。 

当社は、ベスティング条件を充足することを条件として、権利を付与された取締役に

対し、権利付与日において定める交付株式数の当社普通株式を、ベスティング期間満了

後に交付するものとします。 

② ベスティング条件 

ベスティング条件は、(A)権利付与日からベスティング期間の満了日まで継続して当

社取締役の地位を有すること、及び(B)ベスティング期間満了日前 20 日間の当社普通株

式の東京証券取引所の普通取引における終値の平均値が、権利付与日の前日の終値に対

して 20％以上上昇していることです（以下、(A)の在任条件のみをベスティング条件と

する事後交付型株式報酬を「株価条件を設定しない事後交付型株式報酬」といい、(A)の

在任条件及び(B)の株価条件をベスティング条件とする事後交付型株式報酬を「株価条

件付事後交付型株式報酬」といいます。）。 

ただし、社外取締役に対しては、上記ベスティング条件のうち株価条件を設定しない

事後交付型株式報酬と、株価条件付事後交付型株式報酬の 2 種類を付与するものとしま

す。 

ベスティング期間満了時において日本の非居住者である取締役については、当社普通

株式の交付に代えて、当該取締役に交付されるべき当社普通株式の数にベスティング期

間満了日前 20 日間の当社普通株式の東京証券取引所の普通取引における終値の平均値

を乗じた額の金銭を交付するものとします。 

ベスティング期間満了後における株式の交付は、交付されるべき当社普通株式の数に

応じ、現物出資に供するための金銭報酬債権を各取締役に支給し、各取締役が、当該金

銭報酬債権の全部を現物出資の方法により給付することにより、当社普通株式の割当て

を受ける方法により行うものとします。 

③ 権利付与日及びベスティング期間 

権利付与日は、本臨時株主総会の開催日の翌日（午前零時）とし、権利付与日から 3

年を経過する日までの間をベスティング期間とします。ただし、ベスティング期間の満

了前に意に反して取締役を解任され、又は取締役に再任する議案が株主総会において否

決された場合（法令違反その他本人の責めに帰する事由による解任等の場合は除き、以

下「非自発的退任」といいます。）には、当該時点をもってベスティング期間が満了した

ものとみなすものとします。 

なお、事後交付型株式報酬は、ベスティング期間である 3 年間の報酬として付与され

るものです。また、本提案に基づき事後交付型株式報酬が付与されるのは 1 度であり、
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毎年又は数年おきに繰り返し権利が付与されるものではありません。 

④ 各取締役に対して交付する株式数（以下「交付株式数」といいます。） 

各取締役に対して交付する当社普通株式の数は、第 4 号議案ないし第 6 号議案におい

て承認可決された当該取締役にかかる「基準額」を、権利付与日の前日の東京証券取引

所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直

近取引日の終値。以下「基準株価」といいます。）で除して得た数（100 株未満の端数は

切り捨てる）とします。 

ただし、非自発的退任の場合には、交付株式数は、基準額を基準株価で除し、これに

権利付与日から退任時までの在任月数（1 月未満の端数は切り上げる）を 36 で除して

得た数を乗じて得た数（100 株未満の端数は切り捨てる）とします。 

⑤ ベスティング期間満了後に付与する金銭報酬債権の額 

ベスティング条件を満たした各取締役に支給される金銭報酬債権の額は、交付株式数

に、当社普通株式の交付に係る当社取締役会決議の日の前営業日時点の東京証券取引所

における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近

取引日の終値）を乗じて算定します。 

⑥ 組織再編又は支配権の変動時の取扱い 

当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約、株式移転計

画等の組織再編、又は支配権の変更に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織

再編又は支配権の変更に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、

当社の取締役会）で承認され、ベスティング期間満了前にその効力が生じる場合は、当

該承認日をベスティング期間満了日とみなし、ベスティング条件を満たす取締役に対し

て、交付株式数の当社普通株式又はこれに代わる金銭を交付します。なお、金銭を交付

する場合には、当社普通株式に代わって金銭が交付されることとなる当該当社普通株式

に係る交付株式数にベスティング期間満了日前 20 日間の当社普通株式の東京証券取引

所の普通取引における終値の平均値を乗じた額の金銭を交付するものとします。 

 

ウ．第 3 号議案 社外取締役の個人別の基本報酬の額決定の件について 

本議案は、上記第 2 号議案が少なくとも 1 名の候補者について承認可決された場合に、

新たに選任される社外取締役について、個人別の基本報酬の額の決定を提案するもので

す。なお、本議案は、本株主総会の前から引き続き在任する社外取締役について、2023 年

3 月期にかかる基本報酬の額の変更を求めるものではありません。 

各社外取締役の基本報酬の額は、当社の企業価値向上を図るための経営戦略の策定、及

び経営陣に対する助言に、十分な時間を費やしていただくため、一人当たり、１事業年度

につき 12,500,000 円（新たに選任される社外取締役が 67 名である場合の総額は

7587,0500,000 円）といたしたいと存じます。 
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エ．第 4 号議案 社外取締役に対し事後交付型株式報酬の付与の件について 

本議案は、上記第 2 号議案が少なくとも 1 名の候補者について承認可決された場合に、

社外取締役（新たに選任される社外取締役に限定されません。）に対し、以下のとおり株

価条件を設定しない事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。 

株価条件を設定しない事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。 

各社外取締役にかかる基準額は、一人当たり 12,500,000 円（社外取締役が 8 名となる

場合の総額は 100,000,000 円）とします。ただし、事後交付型株式報酬は、就任後 3 年間

の職務執行の対価として付与されるものであるため、1 年当たり額は約 4,167 千円です。 

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数（100 株

未満の端数は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、社外取締役が 8 名となる場合

の基準額総額（100,000,000 円）を 2022 年 9 月 1 日から同年 11 月 30 日までの 3 ヶ月間

の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である

2,768 円で除した株式数（100 株未満の端数は切り上げ）である 36,200 株株以内とし、

基準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときは、当該上限数を各社外取締役の

基準額に対して比例的に配分します。 

 

オ．第 5 号議案 社外取締役に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件について 

本議案は、上記第 2 号議案が少なくとも 1 名の候補者について承認可決された場合に、

社外取締役（新たに選任される社外取締役に限定されません。）に対し、以下のとおり株

価条件付事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。なお、株価の上昇をベ

スティング条件とする趣旨は、株主との利益共有を一層強くすることを意図するもので

あり、一定の企業業績の達成を条件とする業績連動報酬を意図して付与するものではあ

りません。 

株価条件付事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。 

各社外取締役にかかる基準額は、現金による基本報酬の額の 160%に相当する、一人当

たり 20,000,000 円（社外取締役が 8 名となる場合の総額は 160,000,000 円）とします。

ただし、事後交付型株式報酬は、就任後 3 年間の職務執行の対価として付与されるもので

あるため、1 年当たり額は約 6,667 千円です。 

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数（100 株

未満の端数は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、社外取締役が 8 名となる場合

の基準額総額（160,000,000 円）を 2022 年 9 月 1 日から同年 11 月 30 日までの 3 ヶ月間

の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である

2,768 円で除した株式数（100 株未満の端数は切り上げ）である 57,900 株以内とし、基

準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときは、当該上限数を各社外取締役の基

準額に対して比例的に配分します。 
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カ．第 6 号議案 取締役（社外取締役を除く）に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与

の件について 

本議案は、当社取締役（社外取締役を除く。以下、本議案において同じ。）に対し、以

下のとおり株価条件付事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。 

株価条件付事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。 

各取締役にかかる基準額は、2022 年度における各取締役の基本報酬の額と同額としま

す。ただし、その総額は 146,000,000 円以内とし、2022 年度における各取締役の基本報

酬の額の総額がこれを超えるときは、当該上限額を各取締役の基本報酬の額に対し比例

的に配分します。総額を 146,000,000 円以内とした理由は、2022 年度の取締役の基本報

酬の総額は開示されていないものの、2021 年度の取締役の基本報酬の総額は 145 百万円

であることが開示されていることから、2022 年度の取締役の基本報酬の額もほぼ同水準

であろうと推定し、その総額と同水準の総額の基本報酬を付与する前提に立ち、

146,000,000 円が総額の上限額として妥当と考えたからです。 

各取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数（100 株未満の端数

は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、基準額の総額の上限である 146,000,000

円を 2022 年 9 月 1 日から同年 11 月 30 日までの 3 ヶ月間の株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である 2,768 円で除した株式数（100

株未満の端数は切り上げ）である 52,800 株以内とし、基準額を基準株価で除して得た数

がこれを超えるときは、当該上限数を各取締役の基本報酬の額に対して比例的に配分し

ます。 

本提案時点における対象となる取締役の人数は 3 名です。 

 

（５） よって、請求者は、当社に対し、可能な限り速やかに臨時株主総会を招集するよう請求する

とともに、その臨時株主総会の招集にあたっては上記の株主総会の目的事項及びその議案

の要領を株主に通知するよう請求いたします。 

草々 
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令和４年１２月２９日 

〒５２２－８５８８ 

滋賀県彦根市宮田町５９１番地１ 

フジテック株式会社

代表取締役社長 

岡田 隆夫 様 

〒１００－００１１ 

東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 

富国生命ビル 

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 

ＴＥＬ：０３－５５０１－２１１１ 

ＦＡＸ：０３－５５０１－２２１１ 

Ｏａｓｉｓ Ｊａｐａｎ Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ Ｆｕｎｄ Ｌｔｄ． 

代理人 

弁護士 河村 明雄 

同 町田 行人 

同 水上 高佑 

同 宮前 豪 （連絡担当） 
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臨時株主総会議案通知請求書 

 

冠省 

当職らは、Oasis Japan Strategic Fund Ltd.（以下「請求者」といいます。）の代理人として、以下の

とおりご連絡いたします。 

請求者は、フジテック株式会社（以下「当社」といいます。）の株主であり、6 か月前から引き続

き発行済株式総数の 100 分の 3 以上である 2,472,000 株の株式を有しております。請求者は、令和 4

年 12 月 1 日付で、会社法第 297 条第 1 項に基づき、下記のとおり当社の臨時株主総会（以下「本臨

時株主総会」といいます。）を招集することを同日付臨時株主総会招集請求書（以下「１2 月 1 日付

請求書」といいます。）により請求いたしました。また、請求者は、12 月 1 日付請求書において、同

時に、会社法第 305 条第１項に基づき、その臨時株主総会の招集にあたっては、同請求書において

特定した「１ 株主総会の目的である事項」記載の株主総会の目的事項及び「２ 招集の理由」記載

の議案の要領を株主に通知するよう請求いたしました。 

その後、当該議案の要領の通知請求にかかる部分については撤回のうえ、改めて 12 月 27 日付に

て議案通知請求書をご送付いたしました。 

 

しかしながら、その後、本臨時株主総会の第 2 号議案の取締役選任議案につきまして、社外取締

役候補者 1 名から一身上の都合により社外取締役の選任候補から辞退する旨の申し出があったこと

から、12 月 1 日付請求書記載の第 2 号議案「以下の社外取締役 7 名選任の件」を「以下の社外取締

役 6 名選任の件」とするとともに、12 月 27 日付議案通知請求書を撤回し、それに替えて、本日付に

て改めて議案通知請求書をご送付申し上げます。つきましては、下記のとおり「１ 株主総会の目

的である事項」記載の株主総会の目的事項及び「２ 招集の理由」記載の議案の要領を株主に通知

するよう請求いたします。 

 

記 

 

１ 株主総会の目的である事項 

 

第 1 号議案 社外取締役 6 名（杉田 伸樹、山添 茂、遠藤 邦夫、引頭 麻実、三品 和広及び大石 

歌織）解任の件 

第 2 号議案 以下の社外取締役 6 名選任の件 

社外取締役候補者 浅見 明彦 

同 トーステン・ゲスナー（Torsten Gessner） 

同 クラーク・グラニンジャー（Clark Graninger） 

同 海野 薫 
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同 ライアン・ウィルソン（Ryan Wilson） 

同 嶋田 亜子 

第 3 号議案 社外取締役の個人別の基本報酬額決定の件 

第 4 号議案 社外取締役に対する事後交付型株式報酬の付与の件 

第 5 号議案 社外取締役に対する株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件 

第 6 号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する事後交付型株式報酬の付与の件 

 

２ 招集の理由 

（１） 当社の持続的成長のために社外取締役を刷新し、ガバナンス改革を実行するとともに、社外

取締役の報酬を引き上げるべきこと 

当社の現社外取締役は、長年に亘り、内山高一氏（以下「内山氏」といいます。）が当社

と行った関連当事者取引（内山氏及び、内山氏の家族が関連する法人との関連当事者取引を

含む）に関する取締役会や、その関連当事者取引が引き起こされた劣後したコーポレート・

ガバナンスの状況を積極的に是認する取締役会の決議に参加してきました。 

また、第 75 期の定時株主総会で、内山氏の取締役再任提案を突如取り下げて内山氏の再

任提案が否決される事態を避け、そればかりか、その総会の直後に、株主への説明責任を果

たしていない内山氏を株主総会の承認を経ない会長職にそのまま祭り上げ、長年の専ら自

らを利するための関連当事者取引の説明責任を不問にし、内山氏が引き続き経営に関与す

ることを是認し、不適切なコーポレート・ガバナンス体制を構築し維持しようとしています。 

現在の社外取締役は、このように内山家と連携する立場をとっています。そして、内山家

が不適切な関連当事者取引を行ない、当社の持続的成長に向けたリーダーシップを内山氏

が発揮してこなかった責任の追及を怠っており、株主、従業員、顧客を含むすべての利害関

係者の利益よりも内山家の利益を優先しています。 

フジテックの現社外取締役のこれらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや

日本取引所グループの「ハンドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役

の在り方に関する実務指針」で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務からは

かけ離れています。 

従って、請求者は、当社の現在の 6 名の独立取締役をすべて解任し、当社のコーポレー

ト・ガバナンスと収益を大幅に改善し持続的成長を遂げるために以下の 6 名の候補を社外

取締役候補として推薦します。 

また、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、取締役会において多様性に富ん

だ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が一体となって、企業価値を高

めるための戦略を策定し、必要な施策を積極果断に講じることが不可欠です。 

そこで、請求者は、社外取締役に対し、その役割に相応しい基本報酬及び本臨時株主総会

の開催日の翌日（午前零時）から 3 年を経過する日までの間を対象期間とする中期インセン

ティブ報酬として、株価条件の設定されていない事後交付型株式報酬及び株価条件の設定
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された事後交付型株式報酬を付与することを提案いたします。加えて、当社の社外取締役以

外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3 年間を対象期間とする中期インセンテ

ィブ報酬として、株価条件の設定された事後交付型株式報酬を付与することを提案いたし

ます。 

 

（２） 第 1 号議案 社外取締役 6 名解任の件について 

杉田伸樹氏（以下「杉田氏」といいます。）は、2017 年 6 月に当社の取締役に就任して以

来、取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

事者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、2020 年 7 月に、

内山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、杉田氏は何ら必要と考えられ

る措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでした。例えば、杉田氏は、2021 年 5 月 12 日、当社が所有していたドムス元麻布 104 号

室を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。ま

た、杉田氏は、当社との間に利害関係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑

惑を不問に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告書を提出させたことに関し、

当該調査を主導する会議体の一員として重要な役割も担っていました。さらに、杉田氏は、

当社取締役会の諮問機関である指名・報酬諮問委員会の委員長であるにもかかわらず、調査

報告書を十分精査せず、2022 年 5 月 29 日に開催された指名・報酬諮問委員会において内山

氏の再任議案を見直さなかった点に大きな問題があります。社長その他役員を選定プロセ

スの透明性の欠如及び、サクセッションプランを定めずにいた点も問題です。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というべきです。杉田氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、杉田氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査という名の結論ありきの調査を 2022 年

6 月 17 日の取締役会の決議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であ

るような結論ありきの調査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の

利益に反する対応をしたことの責任も問われるべきです。 

さらに、杉田氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 
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これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、杉田氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

山添茂氏（以下「山添氏」といいます。）は、2018 年 6 月に当社の取締役に就任して以来、

取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当事

者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、2020 年 7 月に、内

山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、山添氏は何ら必要と考えられる

措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できません

でした。例えば、山添氏は、2021 年 5 月 12 日、当社が所有していたドムス元麻布 104 号室

を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比し

て大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。また、

山添氏は、当社との間に利害関係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑惑を

不問に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告書を提出させたことに関し、当該

調査を主導する会議体の一員として重要な役割も担っていました。さらに、山添氏は、当社

取締役会の諮問機関である指名・報酬諮問委員会の構成員であるにもかかわらず、調査報告

書を十分精査せず、2022 年 5 月 29 日に開催された指名・報酬諮問委員会において内山氏の

再任議案を見直さなかった点に大きな問題があります。社長その他役員を選定プロセスの

透明性の欠如及び、サクセッションプランを定めずにいた点も問題です。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というべきです。山添氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、山添氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査においても、「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業統治上も問題ない」という当初の調査
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の結論を見直さず、「本取引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただく」なる目的の追加調査を 2022 年 6 月 17 日の取締役会の決

議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような結論ありきの調

査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をした

ことの責任も問われるべきです。 

さらに、山添氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、山添氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

遠藤邦夫氏（以下「遠藤氏」といいます。）は、2019 年 6 月に当社の取締役に就任して以

来、取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

事者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、2020 年 7 月に、

内山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、遠藤氏は何ら必要と考えられ

る措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでした。例えば、遠藤氏は、2021 年 5 月 12 日、当社が所有していたドムス元麻布 104 号

室を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。ま

た、遠藤氏は、西村あさひ法律事務所より提出された調査報告書は調査者の独立性が欠けて

いること、内容は明らかに偏向していること、そして、当社のコーポレート・ガバナンスに

欠陥があることも明らかであるにもかかわらず、この調査報告書を承認する決議に参加し

ました。このことは、遠藤氏が、一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、ま

た社外取締役に必要な客観的な監督能力が欠如していることを示しています。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為
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というべきです。遠藤氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、遠藤氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査においても、「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業統治上も問題ない」という当初の調査

の結論を見直さず、「本取引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただく」なる目的の追加調査を 2022 年 6 月 17 日の取締役会の決

議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような結論ありきの調

査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をした

ことの責任も問われるべきです。 

さらに、遠藤氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、遠藤氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

引頭麻実氏（以下「引頭氏」といいます。）は、2021 年 6 月に当社の取締役に就任して以

来、内山氏と当社との間で行われた利益相反上の問題のある関連当事者取引のいくつかを

調査及び監督することができる地位にありました。また、引頭氏は、西村あさひ法律事務所

の調査報告書が明らかに偏向しており、当社のコーポレート・ガバナンスに欠陥があること

が明らかであるにもかかわらず、この調査報告書を承認する決議に参加しました。このこと

は、引頭氏が、一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、また社外取締役に必

要な客観的な監督能力が欠如していることを示しています。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為
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というべきです。引頭氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、引頭氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、追加調査により「株主により指摘を受けた関連当事者取引その他行為

につき問題をないこと」を確認するとして、当社が追加調査を実施する第三者委員会の委員

の拙速な指名を主導し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような調査体制を確

立するなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をしたことにつ

いても責任を負わなければなりません。 

さらに、引頭氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、引頭氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

三品和広氏（以下「三品氏」といいます。）は、2022 年 6 月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の一員

としての説明責任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背信行

為ともいうべき行為に加担し、一般株主よりも内山氏と協調する姿勢を即座に示しました。

このことから、三品氏は、今後も不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、

内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻止できず

にいることは明らかです。 

また、三品氏は、選定委員会の委員として徹底して独立したプロセスで第三者委員会の委

員をすべて決めなければならなかったにもかかわらず、第三者委員会の委員長の候補を選

ぶだけにとどまり、内山氏に有利な結果が出ることが予定されているような調査体制を構

築した責任も問われるべきです。 

さらに、三品氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、
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当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、三品氏は、当社の取締役に就任して間もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を優先してきました。同氏は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を

監督して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選任されていないにもかかわらず、当社への影響力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明責任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内山氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加担していると言わざるを得ません。 

 

大石歌織氏（以下「大石氏」といいます。）は、2022 年 6 月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の一員

としての説明責任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背信行

為ともいうべき行為に加担し、一般株主よりも内山氏と協調する姿勢を即座に示しました。

このことから、大石氏は、今後も不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、

内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻止できず

にいることは明らかです。 

また、大石氏は、選定委員会の委員として徹底して独立したプロセスで第三者委員会の委

員をすべて決めなければならなかったにもかかわらず、第三者委員会の委員長の候補を選

ぶだけにとどまり、内山氏に有利な結果が出ることが予定されているような調査体制を構

築した責任も問われるべきです。 

さらに、大石氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

また、大石氏は、上記のとおり一般株主よりも内山氏の利益を優先させたばかりでなく、

以前から当社と取引のある北浜法律事務所のパートナーであることから、真の独立性にも

疑問があります。さらに言えば、当社の現監査役の池田辰夫氏は北浜法律事務所の出身であ

り、また、当社の元監査役であり、かつ元社外取締役でもある佐伯照道氏も北浜法律事務所

の出身です。当社と北浜法律事務所との関係が深いことは明らかであり、大石氏の独立性を

直ちに疑わざるを得ません。また、池田氏、佐伯氏ともに当社に在任中、内山氏と当社との
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間の関連当事者取引に関する取締役会決議に参加していたことから、独立性を有している

かは極めて疑問です。 

以上のとおり、大石氏は、当社の取締役に就任して間もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を優先してきました。同氏は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を

監督して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選任されていないにもかかわらず、当社への影響力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明責任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内山氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加担していると言わざるを得ません。 

 

（３） 第 2 号議案 社外取締役 6 名選任の件について 

社外取締役候補者 6 名の略歴等及び同人らを社外取締役候補として提案する理由は次の

通りです。 

なお、取締役の総数を 11 名以内とする旨の定款の定めにより、社外取締役を除く取締役

が 3 名である場合には、社外取締役の総数は 8 名が上限となります。従いまして、仮に第 1

号議案（社外取締役 6 名解任の件）のうち 3 名以上の社外取締役について解任決議が否決

された場合には、社外取締役の総数が 8 名を超える選任決議は不適法となるため、第 2 号

議案は、社外取締役の人数枠である 8 名から第 1 号議案の解任決議が否決された社外取締

役の人数を差し引いた人数の社外取締役を選任する議案として決議をお願いいたします。

例えば、解任が否決された現在の社外取締役が 3 名であれば 5 名の社外取締役を新たに選

任する議案として決議いただくことになります。その場合には、下記の候補者番号に従って

順に選任の可否の決議を行い、新たに選任される取締役の人数がその上限に達した時点で

その余の候補者の選任決議は行わないこととする、というのが本株主提案の内容です。 

 

候補者

番 号 
氏  名 
生年月日 略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当

社株式の数 

1 
浅見
あ さ み

 明彦
あきひこ

 

(1960 年 4 月 18 日生) 

1985 年 4 月 株式会社富士銀行（現みずほ銀行）入行 

1996 年 5 月 マサチューセッツ工科大学経営大学院修士課程 

金融工学専攻 修了 

1996 年 5 月 ゴールドマン・サックス証券株式会社 投資銀行

部門 入社 

2005 年 11 月 ゴールドマン・サックス証券株式会社 投資銀行

部門 マネージング・ディレクター 

2009 年 6 月 ドイツ証券株式会社 投資銀行法人本部 マネー

ジング・ディレクター 

2011 年 6 月 バークレイズ証券株式会社 投資銀行部門 コー

ポレート・ファイナンス部長 マネージング・ディ

0 株 
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レクター 

2014 年 2 月 バークレイズ証券株式会社 投資銀行部門 投資

銀行本部長  アジアパシフィック地域日本代表 

マネージング・ディレクター 

2015 年 3 月 バークレイズ証券株式会社 投資銀行 部門 副会

長 アジア･パシフィック地域日本代表 マネージ

ング・ディレクター 

2018 年 1 月 東京大学協創プラットフォーム開発株式会社 

パートナー特別顧問（現任） 

2018 年 12 月 ＨＡＰＳモバイル株式会社 取締役 COO 

 兼、ソフトバンク株式会社 顧問 

2021 年 6 月 ソフトバンク株式会社 事業開発統括 顧問（現

任） 

2022 年 4 月 国立大学法人東京大学 財務経営本部アドバイザ

ー（現任） 

2 
Torsten Gessner 

(1963 年 3 月 19 日生) 

1985 年 10 月 Otis 入社 

1996 年 10 月 United Technologies Corporation, エレクトロニク

ス・サプライチェーン・マネジメント担当ディレ

クター 

2003 年 10 月 Otis Elevator Company ヴァイスプレジデント（欧

州サプライチェーン担当） 

2005 年 1 月 Otis UK & Central Europe サプライチェーン・マネ

ジメント＆ロジスティクス担当エリアディレク

ター 

2005 年 10 月 ThyssenKrupp Elevator CENE GmbH 最高執行責任

者（COO） 

2007 年 1 月 ThyssenKrupp Elevator AG シニア・ヴァイス・プ

レジデント 

2010 年 1 月 ThyssenKrupp Elevator Escalator & Passenger 

Boarding Bridges GmbH 代表取締役会長兼 CEO 

2011 年 10 月 ThyssenKrupp North America, Inc. 代表取締役会長

兼最高経営責任者（CEO） 

0 株 

3 
Clark Graninger 

(1968 年 1 月 27 日生) 

1991 年 9 月 日本シャフト株式会社入社 

1995 年 7 月 シカゴ大学ビジネススクール入学 

1997 年 6 月 シカゴ大学ビジネススクール卒業 

0 株 
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1997 年 7 月 リーマンブラザーズ入社 

2000 年 6 月 株式会社新生銀行入行、次長、クレジットトレー

ディングチーム長 

2003 年 9 月 株式会社新生銀行 専務執行役員法人部門長 

2007 年 2 月 アプラス株式会社 代表取締役社長 

2009 年 11 月 株式会社新生銀行 社長補佐 

2011 年 2 月 株式会社あおぞら銀行 営業執行役員個人営業部

門長 

2017 年 8 月 ウェルスパーク株式会社 常務取締役、最高ウェ

ルスマネージメント責任者 

2021 年 6 月 ウェルスパークキャピタル株式会社 常務取締役

（現任） 

2022 年 6 月 Reboot 株式会社  Co-Founder、代表取締役、

COO/CFO（現任） 

4 
海野
う み の

 薫
かおる

 

(1963 年 5 月 13 日生) 

1987 年 9 月 Davis Polk & Wardwell 法律事務所（ニューヨーク、

東京）アソシエイト、弁護士（1988 年 5 月よりニ

ューヨーク州弁護士会会員） 

1988 年 10 月ポールヘイスティングス法律事務所・外国法共同

事業 オブ・カウンセル 

1999 年 10 月 ポールヘイスティングス法律事務所・外国法共同

事業 パートナー 

2000 年 4 月  外国法事務弁護士（第二東京弁護士会）登録 

2006 年 2 月 J.P.モルガン証券株式会社 マネージング・ディレ

クター兼アソシエイト・ゼネラル・カウンセル 

2008 年 6 月 外国法共同事業ジョーンズ・デイ法律事務所 パ

ートナー 

2018 年 1 月 ディーエルエイ・パイパー東京パートナーシップ

外国法共同事業法律事務所 パートナー（現任） 

0 株 

5 
Ryan Wilson 

(1969 年 9 月 23 日生) 

1990 年 5 月 Labatt Breweries of Canada 入社 

1994 年 9 月 Labatt Breweries of Canada マネージャー 

1995 年 6 月 Schindler Elevator Corporation (Canada) マネージ

ャー 

1997 年 6 月 Schindler Elevator Corporation (Canada) リージョ

ナル・ヴァイス・プレジデント 

2003 年 5 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE)入社 ヴァ

0 株 
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イス・プレジデント 

2004 年 10 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE) シニア・

ヴァイス・プレジデント 

2015 年 9 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE) 代表取締

役社長兼 CEO 

2018 年 11 月 Jack Cewe Construction Ltd. 代表取締役兼 CEO（現

任） 

6 
嶋田
し ま だ

 亜子
あ こ

 

(1973 年 10 月 13 日生) 

1999 年 8 月  Hancock Rothert & Bunshoft LLP、アソシエイト 

2001 年 3 月  Coudert Brothers LLP、アソシエイト 

2005 年 5 月  Rutan & Tucker, LLP、アソシエイト 

2008 年 5 月  Apria Healthcare、シニア・コーポレートカウンセ

ル 

2010 年 7 月  Apria Healthcare、アシスタント・ゼネラル・カウ

ンセル 

2014 年 5 月  Christie Digital Systems、アシスタント・ゼネラル・

カウンセル 

2017 年 4 月  Ushio America, Inc.、ヴァイス・プレジデント、ゼ

ネラル・カウンセル兼、コーポレート・セクレタ

リー（現任） 

2019 年 6 月  KA Imaging Inc.、社外取締役（現任） 

2020 年 2 月  米日カウンシル理事会、南カリフォルニア・サウ

スウエスト地区代表（現任） 

2020 年 10 月 Association of Corporate Counsel 南カリフォルニ

ア支部、ボード・オブ・ディレクター（現任） 

2021 年 4 月  ジャパン・ボード・ダイバーシティー・ネット

ワーク、チャーター・メンバー（現任） 

2021 年 5 月 Ushio Europe、ゼネラル・カウンセル（現任） 

0 株 

（注） １． 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 ２． 浅見氏、Gessner 氏、Graninger 氏、海野氏、Wilson 氏及び嶋田氏が社外取締役に就任

された場合、同氏らとの間で責任限定契約を締結する予定であります。なお、当該契

約に基づく賠償責任限度額は、法令が定める最低責任限度額と致します。 

 

【取締役候補とした理由】 

浅見明彦氏（以下「浅見氏」といいます。）は、株式会社富士銀行（現みずほ銀行）、ゴー

ルドマン・サックス証券株式会社、ドイツ証券株式会社、バークレイズ証券株式会社でシニ

ア・インベストメントバンカーとして勤務し、金融業界において 39 年以上の業務経験を有
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しています。また、東京大学協創プラットフォーム開発株式会社、ソフトバンク株式会社に

おいて、ベンチャーキャピタル投資やテクノロジー企業への投資に従事しています。 

コーポレート・ファイナンスのスキルを活かし、日本の大手企業のコーポレートアクショ

ンやディールについて長年にわたって助言を提供してきたほか、大規模なチームのマネジ

メントやジョイント・ベンチャーの立ち上げなど、優れた企業経営手腕を発揮してきまし

た。 

浅見氏は、当社の将来の成長に不可欠な M&A など投資案件の調達、適切な投資先の評

価、交渉に貢献することができます。また、当社が資金を投入したプライベートファンドに

おいて、当社の資金が最適な方法で投資されているかを監督することにも貢献することが

できます。当社は、M&A に関する社内の専門知識に乏しく、多額の M&A 予算があるにも

かかわらず完了した案件が多くありません。また、当社には買収額を適切に評価できる人材

が不可欠です。浅見氏の専門知識は、フジテックと株主の双方に、より大規模で変革的な

M&A を実行する確実性を高めてくれると考えます。また、ベンチャーキャピタルへの投資

経験もあり、最先端技術を活用するための技術投資や、競合他社に差をつけるためといった

技術投資にも力を発揮してくれると考えています。また、浅見氏は、フジテックが投下した

資金が最適な方法で活用されるように、フジテックが設立した SBI インベストメント株式

会社との私募ファンドへの投資をモニタリングすることへの貢献も期待できます。よって、

浅見氏は、コーポレート・ファイナンス、M&A、ベンチャーキャピタルの分野で豊富な経

験を有しており、当社の取締役として理想的な人物です。 

浅見氏は、早稲田大学で経済学の学士号を取得し、マサチューセッツ工科大学で MBA を

取得しており、日本語と英語に堪能です。 

 

Torsten Gessner 氏（以下「Gessner 氏」といいます。）は、Otis、Thyssenkrupp といったグ

ローバルのエレベーター事業者で豊富な業務経験、マネジメント経験を有しており、フジテ

ックの社外取締役候補者としては卓越した人材です。また、メンテナンス事業、モダニゼー

ションでは特に重要なサプライチェーン・マネジメントや製造管理の経験も豊富であり、当

社における直近の業績急落の原因となったサプライチェーン・マネジメント上の解決に貢

献することが期待できます。現在当社が十分に注力できていない、最も利益率の高いメンテ

ナンス事業に注力し、利益率を向上させるという事業戦略において適任の人物です。米国と

欧州での経験は、フジテックの国際的な成長の指針になると考えます。 

Gessner 氏は、ThyssenKrupp North America, Inc.の代表取締役会長兼 CEO として、売上高

120 億ドル、従業員数 24,000 人の事業体を率いてきました。地域間の調整と協力、従業員の

連携強化、事故率の低減により、トップライン売上 20%、純利益 3 倍以上の増加を達成し

た経験を有します。 

Gessner 氏の数十年にわたるエレベーター業界での経験と経営実績は、当社のグローバル

な成長を描く議論を主導できます。現在、このような経験に裏付けされたスキルを持つ独立
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取締役がいない当社の取締役会において、Gessner 氏が独立性、リーダーシップ、指導力を

もたらし、会社の利益率の改善と成長に貢献します。 

Gessner 氏は、英語とドイツ語に堪能です。 

 

Clark Graninger 氏（以下「Graninger 氏」といいます。）は、金融業界で 30 年以上の業

務経験を持ち、上場企業（当時）のアプラス株式会社（新生銀行子会社）の代表取締役社長

や株式会社あおぞら銀行の常務執行役員などの要職を歴任してきた経験豊富なプロフェッ

ショナルです。現在は、東京に拠点を置く不動産テック SaaS であるウェルスパーク株式会

社（wealth-park.com）のフィンテック子会社であるウェルスパークキャピタル株式会社の常

務取締役を務めています。 

それまでは、Graninger 氏は、株式会社あおぞら銀行につとめ、常務執行役員個人営業部

門長として株式会社あおぞら銀行のリテール・バンキングを 7 年近く統括していました。ま

た、株式会社新生銀行において専務執行役員として法人向け銀行業務を統括しました。あら

ゆる不良債権投資を監督し、ストラクチャード・ファイナンス取引（ピーク時 50 億米ドル

規模）の責任者を務めました。また、経営委員会及び与信委員会のメンバーとして、当社の

ような製造業などの事業会社を含むすべての主要投融資案件の審査・決定を行いました。ア

プラス社では、CEO として 150 億米ドルのバランスシートの再構築を監督し、事業規模の

スリム化とコストの削減などのターンアラウンドを主導しました。 

Graninger 氏は、20 年にわたる金融業界でのキャリアの中で企業の金融取引を様々な形

で評価、審査する中で、数々の不祥事や創業者一族の影響力に基づく脆弱なガバナンスのシ

ナリオにも直面した経験があり、当社のガバナンスの改善に貢献することが期待できます。 

Graninger氏のコーポレート・ファイナンスの知見は、当社が成長のために M&A を検討

する際に役立つと考えられ、ガバナンスの知見はフジテックのガバナンスを改善すること

に、また、金融機関での経験は、フジテックが資本効率を改善して ROE を改善することに

資すると考えています。いずれのスキルもが、フジテックを守り、よりよいフジテックを築

き上げることを支えます。 

Graninger氏はミドルベリー大学で学士号、シカゴ大学ブース・スクールで MBA をそれ

ぞれ取得し、日本語と英語に堪能です。 

 

海野薫氏（以下「海野氏」といいます。）は 30 年以上の法務経験を有しているニューヨー

ク州の弁護士で、日本では外国法事務弁護士としての登録を受けています。Davis Polk、Paul 

Hastings、Jones Day、DLA Piper などの大手国際法律事務所で勤務し、資本市場とストラク

チャード・ファイナンス、M&A を始めとしたクロスボーダー金融・企業取引を取り扱って

きました。 

また、J.P.モルガン証券株式会社の社内弁護士として、法務・コンプライアンス部門の責

任者となり、同社におけるコーポレート・ガバナンス体制の構築や規制対応に携わりまし

別紙④



16 

た。また、現在でも、マネーロンダリング防止や汚職・贈収賄防止などの規制やコンプライ

アンスに関するアドバイスを日本のクライアントに提供し続けています。このようなコー

ポレート・ガバナンスの推進への豊富な経験に基づいて、当社のコーポレート・ガバナンス

を日本最高のものとすることが期待できます。 

また、海野氏は、DLA Piper において、サステナビリティ及び ESG イニシアチブのアジア

担当リーダーであり、ケンブリッジ大学サステナビリティ・リーダーシップ研究所と共同

で、サステナビリティに沿ったガバナンスとリーダーシップに焦点を当てたグローバルプ

ロジェクト「Future of Boards」のワーキンググループメンバーでもあります。また、NPO 法

人の Lawyers for LGBT and Allies Network の理事、セカンドハーベスト・ジャパンの理事も

務めています。J.P.モルガン証券株式会社では、女性社員の登用と定着のためのタスクフォ

ースを率いた経験もあり、当社の ESG、多様性と女性活躍推進に大いに貢献できるものと

考えられます。 

海野氏はボウディン大学哲学科を首席（サマ・カム・ラウディ summa cum laude（所謂、

大学総代）及び、ファイ・ベータ・カッパ Phi Beta Kappa のメンバー）で卒業し、コロンビ

ア大学法科大学院で法学博士号を取得しています。 

日本語と英語に堪能です。 

 

Ryan Wilson 氏（以下「Wilson 氏」といいます。）は、当社と競合する Schindler、ThyssenKrupp

での豊富な経験を生かし、当社の利益率と成長性を高めるための新たなビジネス戦略の立

案に貢献することが期待できます。 

Wilson 氏は Schindler Elevator Corporation (Canada)において、買収先企業のターンアラウン

ドを行った実績があります。また、Schindler において 8 年のマネジメント経験の後、

Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. を 15 年以上率い、同社のサプライチェーンの再構築を実

現しました。当社の最近の利益率低下はサプライチェーンに大きく関係していると考えら

れるため、サプライチェーンの再構築の経験を有する取締役が不可欠であるところ、Wilson

氏はその豊富な経験を通じて当社に必要な戦略とビジョンをもたらし、高収益事業におけ

る当社の競争力を高めることができる貴重な人材です。また、Wilson 氏は社長就任後、低収

益性にあえいでいた Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. を過去最高の成長率で売上、利益と

もに成長させ、カナダ市場で 1 位にしました。また、サービスセンターへの投資や人材開発

を積極的に行い、Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. を世界的に見て非常に高い水準にまで、

サービスリテンション率、顧客満足度を引き上げた実績があります。当社は新設工事主導の

事業モデルが依然として続く中で、独立系サービス会社にメンテナンス契約を奪われてい

る状況にあり、Wilson 氏の Thyssenkrupp での経験が、当社の低いリテンション率の原因に

なっている、サービス網の再構築、サプライチェーンの見直しによって解決されるでしょ

う。 

Wilson 氏は、ブリティッシュ・コロンビア大学で経済学の学士号を、同大学で MBA を取
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得しており、英語に堪能です。 

 

嶋田亜子氏は、20 年以上にわたり、知財（知財戦略立案・知財ポートフォリオの最適化

管理等）、法務、規制、M&A およびガバナンスに関して、弁護士及び、経営戦略の専門家の

観点から経営陣に助言してきました。グローバル企業の経営に深く関与し、現在は Ushio 

America, Inc.のヴァイス・プレジデント、ジェネラルカウンセル及びコーポレートセクレタ

リーを務めています。M&A、不良資産、ガバナンスと経営陣の善管注意義務に関する問題

などを子会社管理の観点から長く取り組んできた経験があるほか、会社全体の知財、データ

プライバシー、規制、労務、コーポレートガバナンス、企業コンプライアンスへの対処に豊

富な経験を有しています。 嶋田氏は M&A 案件のリスクの特定、評価、その軽減に関して

深い専門知識を有しており、取締役会および経営幹部へ的確な進言を行い、ウシオ電機の数

百万ドル規模の M&A 案件を成功裏に完了させています。 嶋田氏は国際的な事業展開に伴

う事業上の課題へのアドバイスを経営陣に行うのみならず、事業上のチャンスを活かせる

ようにアドバイスしてきました。IAPP（International Association of Privacy Professionals）が

認定する CIPP/US（Certified Information Privacy Professional）の資格も有しています。 

知財戦略、グローバル M&A 戦略・エグゼキューション、国際的な企業のグループ経営、

リスクマネジメント、コンプライアンス、ガバナンス、顧客管理、規制当局対応、企業の危

機管理などの観点からフジテックに経営の助言を行うことが期待されています。 

現在、米日カウンシル理事会の南カリフォルニア・サウスウエスト地区の代表を務めてい

ます。より強固な日米関係を構築するために日米間の多様なリーダーを結びつけ、カウンシ

ルをサポートしています。 

ロヨラ大学シカゴ校ロースクールで法学博士号（Juris Doctor）を、ノースウェスタン大学

で学士号（Bachelor of Science）を取得し、ノースカロライナ大学チャペルヒル校でジャーナ

リズムを学びました。日本で生まれ育ち、米国でも教育を受けている彼女は、日本語と英語

のバイリンガルです。 

 

（４） 第 3 号議案ないし第 6 号議案について 

第 3 号議案 社外取締役の個人別の基本報酬の額決定の件 

第 4 号議案 社外取締役に対し事後交付型株式報酬の付与の件 

第 5 号議案 社外取締役に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件 

第 6 号議案 取締役（社外取締役を除く）に対し事後交付型株式報酬の付与の件 

 

ア．第 3 号議案ないし第 6 号議案に共通する提案理由 

第 3 号議案ないし第 5 号議案は、別途提案している新たな社外取締役の選任に関する

議案が少なくとも 1 名の候補者について承認可決されることを条件として、社外取締役

に対して付与する報酬について承認を求めるものです。 
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当社の取締役の報酬は、金銭報酬について、2022 年 6 月 23 日開催の第 75 期定時株主

総会において、年額 550 百万円以内（うち社外取締役につき年額 100 百万円以内）と承

認されており、さらに、2021 年 6 月開催の第 74 期定時株主総会において、社外取締役

を除く取締役に対し、譲渡制限付株式の付与のため、年額 1 億円以内（これにより発行又

は処分をされる当社の普通株式の総数は年 200,000 株以内）の金銭報酬債権を付与する

ことについて承認がなされています。 

しかし、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、取締役会において多様性に

富んだ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が一体となって、企業価

値を高めるための戦略を策定し、必要な施策を積極果断に講じることが不可欠です。 

そこで、請求者は、上記報酬枠とは別に、社外取締役に対し、それぞれ、その役割に相

応しい基本報酬（第 3 号議案）、並びに、本臨時株主総会の開催日の翌日（午前零時）か

ら 3 年を経過する日までの間を対象期間とする中期インセンティブ報酬として、株価条

件の設定されていない事後交付型株式報酬（第 4 号議案）及び株価条件の設定された事後

交付型株式報酬（第 5 号議案）を付与することを提案いたします。 

これらの提案は、①グローバルの知見、経験、能力を有する独立取締役に相応しい総報

酬水準にすること、②社外取締役の報酬は、現金及び自社株により支給し、かつ、自社株

による支給の割合を、現金による支給と同程度とすること、③株式報酬は、3 年間のべス

ティング期間のみを設定し株価上昇を条件として付さない事後交付型株式報酬（RSU）と、

株価上昇を条件として付し、付与時の株価から 20％を上回った場合にベスティングが可

能となる RSU から構成されるが、株主価値創造を目指したコーポレート・ガバナンス改

革に対する役割を期待することから、株価条件を付した RSU の割合を大きく設定するこ

とが妥当（なお、RSU は、いわゆる一定の企業業績の達成条件を付した業績連動報酬型

株式報酬ではない。）との考えに基づくものです。第 3 号議案から第 5 号議案についてご

承認いただいた場合、1 人当たり、1 年当たりの現金報酬の額は 12,500 千円、株式報酬の

額は 10,833 千円、その合計額は 23,333 千円となります。 

第 6 号議案は、当社の社外取締役以外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3

年間を対象期間とする中期インセンティブ報酬として、株価条件の設定された事後交付

型株式報酬を付与することを提案するものです。 

 

イ．事後交付型株式報酬（RSU）の内容 

① 概要 

事後交付型株式報酬は、権利付与後一定期間を経過した後、一定の条件を満たすこと

を条件として、あらかじめ定めた数又はあらかじめ定めた算定方法により計算される数

の普通株式を交付する株式報酬です。 

当社は、ベスティング条件を充足することを条件として、権利を付与された取締役に

対し、権利付与日において定める交付株式数の当社普通株式を、ベスティング期間満了
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後に交付するものとします。 

② ベスティング条件 

ベスティング条件は、(A)権利付与日からベスティング期間の満了日まで継続して当

社取締役の地位を有すること、及び(B)ベスティング期間満了日前 20 日間の当社普通株

式の東京証券取引所の普通取引における終値の平均値が、権利付与日の前日の終値に対

して 20％以上上昇していることです（以下、(A)の在任条件のみをベスティング条件と

する事後交付型株式報酬を「株価条件を設定しない事後交付型株式報酬」といい、(A)の

在任条件及び(B)の株価条件をベスティング条件とする事後交付型株式報酬を「株価条

件付事後交付型株式報酬」といいます。）。 

ただし、社外取締役に対しては、上記ベスティング条件のうち株価条件を設定しない

事後交付型株式報酬と、株価条件付事後交付型株式報酬の 2 種類を付与するものとしま

す。 

ベスティング期間満了時において日本の非居住者である取締役については、当社普通

株式の交付に代えて、当該取締役に交付されるべき当社普通株式の数にベスティング期

間満了日前 20 日間の当社普通株式の東京証券取引所の普通取引における終値の平均値

を乗じた額の金銭を交付するものとします。 

ベスティング期間満了後における株式の交付は、交付されるべき当社普通株式の数に

応じ、現物出資に供するための金銭報酬債権を各取締役に支給し、各取締役が、当該金

銭報酬債権の全部を現物出資の方法により給付することにより、当社普通株式の割当て

を受ける方法により行うものとします。 

③ 権利付与日及びベスティング期間 

権利付与日は、本臨時株主総会の開催日の翌日（午前零時）とし、権利付与日から 3

年を経過する日までの間をベスティング期間とします。ただし、ベスティング期間の満

了前に意に反して取締役を解任され、又は取締役に再任する議案が株主総会において否

決された場合（法令違反その他本人の責めに帰する事由による解任等の場合は除き、以

下「非自発的退任」といいます。）には、当該時点をもってベスティング期間が満了した

ものとみなすものとします。 

なお、事後交付型株式報酬は、ベスティング期間である 3 年間の報酬として付与され

るものです。また、本提案に基づき事後交付型株式報酬が付与されるのは 1 度であり、

毎年又は数年おきに繰り返し権利が付与されるものではありません。 

④ 各取締役に対して交付する株式数（以下「交付株式数」といいます。） 

各取締役に対して交付する当社普通株式の数は、第 4 号議案ないし第 6 号議案におい

て承認可決された当該取締役にかかる「基準額」を、権利付与日の前日の東京証券取引

所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直

近取引日の終値。以下「基準株価」といいます。）で除して得た数（100 株未満の端数は

切り捨てる）とします。 
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ただし、非自発的退任の場合には、交付株式数は、基準額を基準株価で除し、これに

権利付与日から退任時までの在任月数（1 月未満の端数は切り上げる）を 36 で除して

得た数を乗じて得た数（100 株未満の端数は切り捨てる）とします。 

⑤ ベスティング期間満了後に付与する金銭報酬債権の額 

ベスティング条件を満たした各取締役に支給される金銭報酬債権の額は、交付株式数

に、当社普通株式の交付に係る当社取締役会決議の日の前営業日時点の東京証券取引所

における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近

取引日の終値）を乗じて算定します。 

⑥ 組織再編又は支配権の変動時の取扱い 

当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約、株式移転計

画等の組織再編、又は支配権の変更に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織

再編又は支配権の変更に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、

当社の取締役会）で承認され、ベスティング期間満了前にその効力が生じる場合は、当

該承認日をベスティング期間満了日とみなし、ベスティング条件を満たす取締役に対し

て、交付株式数の当社普通株式又はこれに代わる金銭を交付します。なお、金銭を交付

する場合には、当社普通株式に代わって金銭が交付されることとなる当該当社普通株式

に係る交付株式数にベスティング期間満了日前 20 日間の当社普通株式の東京証券取引

所の普通取引における終値の平均値を乗じた額の金銭を交付するものとします。 

 

ウ．第 3 号議案 社外取締役の個人別の基本報酬の額決定の件について 

本議案は、上記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

新たに選任される社外取締役について、個人別の基本報酬の額の決定を提案するもので

す。なお、本議案は、本株主総会の前から引き続き在任する社外取締役について、2023 年

3 月期にかかる基本報酬の額の変更を求めるものではありません。 

各社外取締役の基本報酬の額は、当社の企業価値向上を図るための経営戦略の策定、及

び経営陣に対する助言に、十分な時間を費やしていただくため、一人当たり、１事業年度

につき 12,500,000 円（新たに選任される社外取締役が 6 名である場合の総額は

75,000,000 円）といたしたいと存じます。 

 

エ．第 4 号議案 社外取締役に対し事後交付型株式報酬の付与の件について 

本議案は、上記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

社外取締役（新たに選任される社外取締役に限定されません。）に対し、以下のとおり株

価条件を設定しない事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。 

株価条件を設定しない事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。 

各社外取締役にかかる基準額は、一人当たり 12,500,000 円（社外取締役が 8 名となる

場合の総額は 100,000,000 円）とします。ただし、事後交付型株式報酬は、就任後 3 年間
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の職務執行の対価として付与されるものであるため、1 年当たり額は約 4,167 千円です。 

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数（100 株

未満の端数は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、社外取締役が 8 名となる場合

の基準額総額（100,000,000 円）を 2022 年 9 月 1 日から同年 11 月 30 日までの 3 ヶ月間

の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である

2,768 円で除した株式数（100 株未満の端数は切り上げ）である 36,200 株株以内とし、

基準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときは、当該上限数を各社外取締役の

基準額に対して比例的に配分します。 

 

オ．第 5 号議案 社外取締役に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件について 

本議案は、上記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

社外取締役（新たに選任される社外取締役に限定されません。）に対し、以下のとおり株

価条件付事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。なお、株価の上昇をベ

スティング条件とする趣旨は、株主との利益共有を一層強くすることを意図するもので

あり、一定の企業業績の達成を条件とする業績連動報酬を意図して付与するものではあ

りません。 

株価条件付事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。 

各社外取締役にかかる基準額は、現金による基本報酬の額の 160%に相当する、一人当

たり 20,000,000 円（社外取締役が 8 名となる場合の総額は 160,000,000 円）とします。

ただし、事後交付型株式報酬は、就任後 3 年間の職務執行の対価として付与されるもので

あるため、1 年当たり額は約 6,667 千円です。 

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数（100 株

未満の端数は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、社外取締役が 8 名となる場合

の基準額総額（160,000,000 円）を 2022 年 9 月 1 日から同年 11 月 30 日までの 3 ヶ月間

の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である

2,768 円で除した株式数（100 株未満の端数は切り上げ）である 57,900 株以内とし、基

準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときは、当該上限数を各社外取締役の基

準額に対して比例的に配分します。 

 

カ．第 6 号議案 取締役（社外取締役を除く）に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与

の件について 

本議案は、当社取締役（社外取締役を除く。以下、本議案において同じ。）に対し、以

下のとおり株価条件付事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。 

株価条件付事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。 

各取締役にかかる基準額は、2022 年度における各取締役の基本報酬の額と同額としま

す。ただし、その総額は 146,000,000 円以内とし、2022 年度における各取締役の基本報
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酬の額の総額がこれを超えるときは、当該上限額を各取締役の基本報酬の額に対し比例

的に配分します。総額を 146,000,000 円以内とした理由は、2022 年度の取締役の基本報

酬の総額は開示されていないものの、2021 年度の取締役の基本報酬の総額は 145 百万円

であることが開示されていることから、2022 年度の取締役の基本報酬の額もほぼ同水準

であろうと推定し、その総額と同水準の総額の基本報酬を付与する前提に立ち、

146,000,000 円が総額の上限額として妥当と考えたからです。 

各取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数（100 株未満の端数

は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、基準額の総額の上限である 146,000,000

円を 2022 年 9 月 1 日から同年 11 月 30 日までの 3 ヶ月間の株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である 2,768 円で除した株式数（100

株未満の端数は切り上げ）である 52,800 株以内とし、基準額を基準株価で除して得た数

がこれを超えるときは、当該上限数を各取締役の基本報酬の額に対して比例的に配分し

ます。 

本提案時点における対象となる取締役の人数は 3 名です。 

 

（５） よって、請求者は、当社に対し、可能な限り速やかに臨時株主総会を招集するよう請求する

とともに、その臨時株主総会の招集にあたっては上記の株主総会の目的事項及びその議案

の要領を株主に通知するよう請求いたします。 

草々 
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令和４年１２月２９日 

〒５２２－８５８８ 

滋賀県彦根市宮田町５９１番地１ 

フジテック株式会社 

代表取締役社長 

岡田 隆夫 様 

〒１００－００１１ 

東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 

富国生命ビル 

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 

ＴＥＬ：０３－５５０１－２１１１ 

ＦＡＸ：０３－５５０１－２２１１ 

Ｏａｓｉｓ Ｊａｐａｎ Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ Ｆｕｎｄ Ｌｔｄ． 

 

代理人 

弁護士 河村 明雄 

 

 

同  町田 行人 

 

 

同  水上 高佑 

 

 

同  宮前 豪          （連絡担当） 
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臨時株主総会議案通知請求書 

 

冠省 

当職らは、Oasis Japan Strategic Fund Ltd.（以下「請求者」といいます。）の代理人として、以下の

とおりご連絡いたします。 

請求者は、フジテック株式会社（以下「当社」といいます。）の株主であり、6 か月前から引き続

き発行済株式総数の 100 分の 3 以上である 2,472,000 株の株式を有しております。請求者は、令和 4

年 12 月 1 日付で、会社法第 297 条第 1 項に基づき、下記のとおり当社の臨時株主総会（以下「本臨

時株主総会」といいます。）を招集することを同日付臨時株主総会招集請求書（以下「１2 月 1 日付

請求書」といいます。）により請求いたしました。また、請求者は、12 月 1 日付請求書において、同

時に、会社法第 305 条第１項に基づき、その臨時株主総会の招集にあたっては、同請求書において

特定した「１ 株主総会の目的である事項」記載の株主総会の目的事項及び「２ 招集の理由」記載

の議案の要領を株主に通知するよう請求いたしました。 

その後、当該議案の要領の通知請求にかかる部分については撤回のうえ、改めて 12 月 27 日付に

て議案通知請求書をご送付いたしました。 

 

しかしながら、その後、本臨時株主総会の第 2 号議案の取締役選任議案につきまして、社外取締

役候補者 1 名から一身上の都合により社外取締役の選任候補から辞退する旨の申し出があったこと

から、12 月 1 日付請求書記載の第 2 号議案「以下の社外取締役 7 名選任の件」を「以下の社外取締

役 6 名選任の件」とするとともに、12 月 27 日付議案通知請求書を撤回し、それに替えて、本日付に

て改めて議案通知請求書をご送付申し上げます。つきましては、下記のとおり「１ 株主総会の目

的である事項」記載の株主総会の目的事項及び「２ 招集の理由」記載の議案の要領を株主に通知

するよう請求いたします。 

 

記 

 

１ 株主総会の目的である事項 

 

第 1 号議案 社外取締役 6 名（杉田 伸樹、山添 茂、遠藤 邦夫、引頭 麻実、三品 和広及び大石 

歌織）解任の件 

第 2 号議案 以下の社外取締役 6 名選任の件 

社外取締役候補者 浅見 明彦 

同 トーステン・ゲスナー（Torsten Gessner） 

同 クラーク・グラニンジャー（Clark Graninger） 

同 海野 薫 
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同 ライアン・ウィルソン（Ryan Wilson） 

同 嶋田 亜子 

第 3 号議案 社外取締役の個人別の基本報酬額決定の件 

第 4 号議案 社外取締役に対する事後交付型株式報酬の付与の件 

第 5 号議案 社外取締役に対する株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件 

第 6 号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する事後交付型株式報酬の付与の件 

 

２ 招集の理由 

（１） 当社の持続的成長のために社外取締役を刷新し、ガバナンス改革を実行するとともに、社外

取締役の報酬を引き上げるべきこと 

当社の現社外取締役は、長年に亘り、内山高一氏（以下「内山氏」といいます。）が当社

と行った関連当事者取引（内山氏及び、内山氏の家族が関連する法人との関連当事者取引を

含む）に関する取締役会や、その関連当事者取引が引き起こされた劣後したコーポレート・

ガバナンスの状況を積極的に是認する取締役会の決議に参加してきました。 

また、第 75 期の定時株主総会で、内山氏の取締役再任提案を突如取り下げて内山氏の再

任提案が否決される事態を避け、そればかりか、その総会の直後に、株主への説明責任を果

たしていない内山氏を株主総会の承認を経ない会長職にそのまま祭り上げ、長年の専ら自

らを利するための関連当事者取引の説明責任を不問にし、内山氏が引き続き経営に関与す

ることを是認し、不適切なコーポレート・ガバナンス体制を構築し維持しようとしています。 

現在の社外取締役は、このように内山家と連携する立場をとっています。そして、内山家

が不適切な関連当事者取引を行ない、当社の持続的成長に向けたリーダーシップを内山氏

が発揮してこなかった責任の追及を怠っており、株主、従業員、顧客を含むすべての利害関

係者の利益よりも内山家の利益を優先しています。 

フジテックの現社外取締役のこれらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや

日本取引所グループの「ハンドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役

の在り方に関する実務指針」で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務からは

かけ離れています。 

従って、請求者は、当社の現在の 6 名の独立取締役をすべて解任し、当社のコーポレー

ト・ガバナンスと収益を大幅に改善し持続的成長を遂げるために以下の 6 名の候補を社外

取締役候補として推薦します。 

また、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、取締役会において多様性に富ん

だ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が一体となって、企業価値を高

めるための戦略を策定し、必要な施策を積極果断に講じることが不可欠です。 

そこで、請求者は、社外取締役に対し、その役割に相応しい基本報酬及び本臨時株主総会

の開催日の翌日（午前零時）から 3 年を経過する日までの間を対象期間とする中期インセン

ティブ報酬として、株価条件の設定されていない事後交付型株式報酬及び株価条件の設定
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された事後交付型株式報酬を付与することを提案いたします。加えて、当社の社外取締役以

外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3 年間を対象期間とする中期インセンテ

ィブ報酬として、株価条件の設定された事後交付型株式報酬を付与することを提案いたし

ます。 

 

（２） 第 1 号議案 社外取締役 6 名解任の件について 

杉田伸樹氏（以下「杉田氏」といいます。）は、2017 年 6 月に当社の取締役に就任して以

来、取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

事者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、2020 年 7 月に、

内山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、杉田氏は何ら必要と考えられ

る措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでした。例えば、杉田氏は、2021 年 5 月 12 日、当社が所有していたドムス元麻布 104 号

室を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。ま

た、杉田氏は、当社との間に利害関係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑

惑を不問に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告書を提出させたことに関し、

当該調査を主導する会議体の一員として重要な役割も担っていました。さらに、杉田氏は、

当社取締役会の諮問機関である指名・報酬諮問委員会の委員長であるにもかかわらず、調査

報告書を十分精査せず、2022 年 5 月 29 日に開催された指名・報酬諮問委員会において内山

氏の再任議案を見直さなかった点に大きな問題があります。社長その他役員を選定プロセ

スの透明性の欠如及び、サクセッションプランを定めずにいた点も問題です。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というべきです。杉田氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、杉田氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査という名の結論ありきの調査を 2022 年

6 月 17 日の取締役会の決議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であ

るような結論ありきの調査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の

利益に反する対応をしたことの責任も問われるべきです。 

さらに、杉田氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 
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これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、杉田氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

山添茂氏（以下「山添氏」といいます。）は、2018 年 6 月に当社の取締役に就任して以来、

取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当事

者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、2020 年 7 月に、内

山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、山添氏は何ら必要と考えられる

措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できません

でした。例えば、山添氏は、2021 年 5 月 12 日、当社が所有していたドムス元麻布 104 号室

を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比し

て大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。また、

山添氏は、当社との間に利害関係のある西村あさひ法律事務所に依頼して、内山氏の疑惑を

不問に付すという結論ありきの明らかに偏った調査報告書を提出させたことに関し、当該

調査を主導する会議体の一員として重要な役割も担っていました。さらに、山添氏は、当社

取締役会の諮問機関である指名・報酬諮問委員会の構成員であるにもかかわらず、調査報告

書を十分精査せず、2022 年 5 月 29 日に開催された指名・報酬諮問委員会において内山氏の

再任議案を見直さなかった点に大きな問題があります。社長その他役員を選定プロセスの

透明性の欠如及び、サクセッションプランを定めずにいた点も問題です。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為

というべきです。山添氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、山添氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査においても、「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業統治上も問題ない」という当初の調査
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の結論を見直さず、「本取引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただく」なる目的の追加調査を 2022 年 6 月 17 日の取締役会の決

議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような結論ありきの調

査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をした

ことの責任も問われるべきです。 

さらに、山添氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、山添氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

遠藤邦夫氏（以下「遠藤氏」といいます。）は、2019 年 6 月に当社の取締役に就任して以

来、取締役会の一員として、当社と内山氏との間で行われた利益相反上の問題のある関連当

事者取引を調査及び監督することができる地位にありました。請求者は、2020 年 7 月に、

内山氏による関連当事者取引の調査を要請いたしましたが、遠藤氏は何ら必要と考えられ

る措置をとることなく、さらなる不適切な関連当事者取引が行われることを阻止できませ

んでした。例えば、遠藤氏は、2021 年 5 月 12 日、当社が所有していたドムス元麻布 104 号

室を内山雄介氏（内山氏の息子）が代表取締役を務める私的な法人に対して、適正価格と比

して大幅な値引きをして売却することを承認する取締役会決議に参加しておりました。ま

た、遠藤氏は、西村あさひ法律事務所より提出された調査報告書は調査者の独立性が欠けて

いること、内容は明らかに偏向していること、そして、当社のコーポレート・ガバナンスに

欠陥があることも明らかであるにもかかわらず、この調査報告書を承認する決議に参加し

ました。このことは、遠藤氏が、一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、ま

た社外取締役に必要な客観的な監督能力が欠如していることを示しています。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為
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というべきです。遠藤氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、遠藤氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、第三者委員会による追加調査においても、「株主により指摘を受けた

関連当事者取引その他行為について、法的にも、企業統治上も問題ない」という当初の調査

の結論を見直さず、「本取引に対する、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の疑念

を払拭し、更にご安心いただく」なる目的の追加調査を 2022 年 6 月 17 日の取締役会の決

議に参加して決定し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような結論ありきの調

査を実施させるなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をした

ことの責任も問われるべきです。 

さらに、遠藤氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、遠藤氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

引頭麻実氏（以下「引頭氏」といいます。）は、2021 年 6 月に当社の取締役に就任して以

来、内山氏と当社との間で行われた利益相反上の問題のある関連当事者取引のいくつかを

調査及び監督することができる地位にありました。また、引頭氏は、西村あさひ法律事務所

の調査報告書が明らかに偏向しており、当社のコーポレート・ガバナンスに欠陥があること

が明らかであるにもかかわらず、この調査報告書を承認する決議に参加しました。このこと

は、引頭氏が、一般株主よりも内山家のために動いていることを示し、また社外取締役に必

要な客観的な監督能力が欠如していることを示しています。 

また、当社は、2022 年 6 月 23 日、内山氏を取締役候補者とする定時株主総会に付議予定

の議案を関連当事者取引に関する疑惑を受けて撤回したにもかかわらず、定時株主総会閉

会直後の取締役会において、株主に対する何らの説明責任を果たしていない内山氏を株主

総会の承認を経ずに済む会長にそのまま任命しました。このことは、株主に対する背信行為
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というべきです。引頭氏は、不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、お

まけに、内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻

止できずにいることは明らかです。 

また、引頭氏は、内山氏に対する疑惑が明るみになった後も、当社が虚偽の事実を公表す

ることを阻止できず、追加調査により「株主により指摘を受けた関連当事者取引その他行為

につき問題をないこと」を確認するとして、当社が追加調査を実施する第三者委員会の委員

の拙速な指名を主導し、内山氏に有利な結果が出ることが必然であるような調査体制を確

立するなどの対応に終始しています。このような当社の利益に反する対応をしたことにつ

いても責任を負わなければなりません。 

さらに、引頭氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、引頭氏は、一般株主の利益よりも内山家の利益を優先してきました。同氏

は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を監督して一般株主の利益を守るという役割

を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会で選任されていないにもかかわらず、当社

への影響力と支配力を行使することができ、株主に対して説明責任を負わない有給の役職

である当社の会長に任命したことから、内山氏が自身の利益を確保することに、むしろ、進

んで加担していると言わざるを得ません。 

 

三品和広氏（以下「三品氏」といいます。）は、2022 年 6 月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の一員

としての説明責任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背信行

為ともいうべき行為に加担し、一般株主よりも内山氏と協調する姿勢を即座に示しました。

このことから、三品氏は、今後も不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、

内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻止できず

にいることは明らかです。 

また、三品氏は、選定委員会の委員として徹底して独立したプロセスで第三者委員会の委

員をすべて決めなければならなかったにもかかわらず、第三者委員会の委員長の候補を選

ぶだけにとどまり、内山氏に有利な結果が出ることが予定されているような調査体制を構

築した責任も問われるべきです。 

さらに、三品氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

別紙④



9 

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

以上のとおり、三品氏は、当社の取締役に就任して間もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を優先してきました。同氏は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を

監督して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選任されていないにもかかわらず、当社への影響力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明責任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内山氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加担していると言わざるを得ません。 

 

大石歌織氏（以下「大石氏」といいます。）は、2022 年 6 月に当社の取締役に就任した後、

株主の支持が得られなかったために選任の対象から撤回された内山氏を、取締役会の一員

としての説明責任を果たすことなく会長にそのまま任命するという、株主に対する背信行

為ともいうべき行為に加担し、一般株主よりも内山氏と協調する姿勢を即座に示しました。

このことから、大石氏は、今後も不適切な関連当事者取引を行った内山氏の責任を不問にし、

内山氏の経営への継続的な関与を可能にし、そして、さらなる関連当事者取引を阻止できず

にいることは明らかです。 

また、大石氏は、選定委員会の委員として徹底して独立したプロセスで第三者委員会の委

員をすべて決めなければならなかったにもかかわらず、第三者委員会の委員長の候補を選

ぶだけにとどまり、内山氏に有利な結果が出ることが予定されているような調査体制を構

築した責任も問われるべきです。 

さらに、大石氏には、当社が適切な成長戦略を策定するよう監督する義務があったにもか

かわらずそれを怠ったこと、経営管理能力及び内部統制の欠如、内部告発者の不十分な保護、

当社が他社と比べて ESG 上劣後している点にも責任を負っています。 

これらの行為はすべて、コーポレートガバナンス・コードや日本取引所グループの「ハン

ドブック独立役員の実務」及び経済産業省策定の「社外取締役の在り方に関する実務指針」

で定められた社外取締役が担うべきと期待された責務を果たせておらず、何らベストプラ

クティスに合致しないものでした。 

また、大石氏は、上記のとおり一般株主よりも内山氏の利益を優先させたばかりでなく、

以前から当社と取引のある北浜法律事務所のパートナーであることから、真の独立性にも

疑問があります。さらに言えば、当社の現監査役の池田辰夫氏は北浜法律事務所の出身であ

り、また、当社の元監査役であり、かつ元社外取締役でもある佐伯照道氏も北浜法律事務所

の出身です。当社と北浜法律事務所との関係が深いことは明らかであり、大石氏の独立性を

直ちに疑わざるを得ません。また、池田氏、佐伯氏ともに当社に在任中、内山氏と当社との
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間の関連当事者取引に関する取締役会決議に参加していたことから、独立性を有している

かは極めて疑問です。 

以上のとおり、大石氏は、当社の取締役に就任して間もないものの、一般株主の利益より

も内山家の利益を優先してきました。同氏は、当社の取締役として、内山氏の悪質な行動を

監督して一般株主の利益を守るという役割を果たさず、それどころか、内山氏を、株主総会

で選任されていないにもかかわらず、当社への影響力と支配力を行使することができ、株主

に対して説明責任を負わない有給の役職である当社の会長に任命したことから、内山氏が

自身の利益を確保することに、むしろ、進んで加担していると言わざるを得ません。 

 

（３） 第 2 号議案 社外取締役 6 名選任の件について 

社外取締役候補者 6 名の略歴等及び同人らを社外取締役候補として提案する理由は次の

通りです。 

なお、取締役の総数を 11 名以内とする旨の定款の定めにより、社外取締役を除く取締役

が 3 名である場合には、社外取締役の総数は 8 名が上限となります。従いまして、仮に第 1

号議案（社外取締役 6 名解任の件）のうち 3 名以上の社外取締役について解任決議が否決

された場合には、社外取締役の総数が 8 名を超える選任決議は不適法となるため、第 2 号

議案は、社外取締役の人数枠である 8 名から第 1 号議案の解任決議が否決された社外取締

役の人数を差し引いた人数の社外取締役を選任する議案として決議をお願いいたします。

例えば、解任が否決された現在の社外取締役が 3 名であれば 5 名の社外取締役を新たに選

任する議案として決議いただくことになります。その場合には、下記の候補者番号に従って

順に選任の可否の決議を行い、新たに選任される取締役の人数がその上限に達した時点で

その余の候補者の選任決議は行わないこととする、というのが本株主提案の内容です。 

 

候補者

番 号 
氏  名 
生年月日 略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当

社株式の数 

1 
浅見
あ さ み

 明彦
あきひこ

 

(1960 年 4 月 18 日生) 

1985 年 4 月 株式会社富士銀行（現みずほ銀行）入行 

1996 年 5 月 マサチューセッツ工科大学経営大学院修士課程 

金融工学専攻 修了 

1996 年 5 月 ゴールドマン・サックス証券株式会社 投資銀行

部門 入社 

2005 年 11 月 ゴールドマン・サックス証券株式会社 投資銀行

部門 マネージング・ディレクター 

2009 年 6 月 ドイツ証券株式会社 投資銀行法人本部 マネー

ジング・ディレクター 

2011 年 6 月 バークレイズ証券株式会社 投資銀行部門 コー

ポレート・ファイナンス部長 マネージング・ディ

0 株 
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レクター 

2014 年 2 月 バークレイズ証券株式会社 投資銀行部門 投資

銀行本部長  アジアパシフィック地域日本代表 

マネージング・ディレクター 

2015 年 3 月 バークレイズ証券株式会社 投資銀行 部門 副会

長 アジア･パシフィック地域日本代表 マネージ

ング・ディレクター 

2018 年 1 月 東京大学協創プラットフォーム開発株式会社 

パートナー特別顧問（現任） 

2018 年 12 月 ＨＡＰＳモバイル株式会社 取締役 COO 

 兼、ソフトバンク株式会社 顧問 

2021 年 6 月 ソフトバンク株式会社 事業開発統括 顧問（現

任） 

2022 年 4 月 国立大学法人東京大学 財務経営本部アドバイザ

ー（現任） 

2 
Torsten Gessner 

(1963 年 3 月 19 日生) 

1985 年 10 月 Otis 入社 

1996 年 10 月 United Technologies Corporation, エレクトロニク

ス・サプライチェーン・マネジメント担当ディレ

クター 

2003 年 10 月 Otis Elevator Company ヴァイスプレジデント（欧

州サプライチェーン担当） 

2005 年 1 月 Otis UK & Central Europe サプライチェーン・マネ

ジメント＆ロジスティクス担当エリアディレク

ター 

2005 年 10 月 ThyssenKrupp Elevator CENE GmbH 最高執行責任

者（COO） 

2007 年 1 月 ThyssenKrupp Elevator AG シニア・ヴァイス・プ

レジデント 

2010 年 1 月 ThyssenKrupp Elevator Escalator & Passenger 

Boarding Bridges GmbH 代表取締役会長兼 CEO 

2011 年 10 月 ThyssenKrupp North America, Inc. 代表取締役会長

兼最高経営責任者（CEO） 

0 株 

3 
Clark Graninger 

(1968 年 1 月 27 日生) 

1991 年 9 月 日本シャフト株式会社入社 

1995 年 7 月 シカゴ大学ビジネススクール入学 

1997 年 6 月 シカゴ大学ビジネススクール卒業 

0 株 
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1997 年 7 月 リーマンブラザーズ入社 

2000 年 6 月 株式会社新生銀行入行、次長、クレジットトレー

ディングチーム長 

2003 年 9 月 株式会社新生銀行 専務執行役員法人部門長 

2007 年 2 月 アプラス株式会社 代表取締役社長 

2009 年 11 月 株式会社新生銀行 社長補佐 

2011 年 2 月 株式会社あおぞら銀行 営業執行役員個人営業部

門長 

2017 年 8 月 ウェルスパーク株式会社 常務取締役、最高ウェ

ルスマネージメント責任者 

2021 年 6 月 ウェルスパークキャピタル株式会社 常務取締役

（現任） 

2022 年 6 月 Reboot 株式会社  Co-Founder、代表取締役、

COO/CFO（現任） 

4 
海野
う み の

 薫
かおる

 

(1963 年 5 月 13 日生) 

1987 年 9 月 Davis Polk & Wardwell 法律事務所（ニューヨーク、

東京）アソシエイト、弁護士（1988 年 5 月よりニ

ューヨーク州弁護士会会員） 

1988 年 10 月ポールヘイスティングス法律事務所・外国法共同

事業 オブ・カウンセル 

1999 年 10 月 ポールヘイスティングス法律事務所・外国法共同

事業 パートナー 

2000 年 4 月  外国法事務弁護士（第二東京弁護士会）登録 

2006 年 2 月 J.P.モルガン証券株式会社 マネージング・ディレ

クター兼アソシエイト・ゼネラル・カウンセル 

2008 年 6 月 外国法共同事業ジョーンズ・デイ法律事務所 パ

ートナー 

2018 年 1 月 ディーエルエイ・パイパー東京パートナーシップ

外国法共同事業法律事務所 パートナー（現任） 

0 株 

5 
Ryan Wilson 

(1969 年 9 月 23 日生) 

1990 年 5 月 Labatt Breweries of Canada 入社 

1994 年 9 月 Labatt Breweries of Canada マネージャー 

1995 年 6 月 Schindler Elevator Corporation (Canada) マネージ

ャー 

1997 年 6 月 Schindler Elevator Corporation (Canada) リージョ

ナル・ヴァイス・プレジデント 

2003 年 5 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE)入社 ヴァ

0 株 
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イス・プレジデント 

2004 年 10 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE) シニア・

ヴァイス・プレジデント 

2015 年 9 月 Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. (TKE) 代表取締

役社長兼 CEO 

2018 年 11 月 Jack Cewe Construction Ltd. 代表取締役兼 CEO（現

任） 

6 
嶋田
し ま だ

 亜子
あ こ

 

(1973 年 10 月 13 日生) 

1999 年 8 月  Hancock Rothert & Bunshoft LLP、アソシエイト 

2001 年 3 月  Coudert Brothers LLP、アソシエイト 

2005 年 5 月  Rutan & Tucker, LLP、アソシエイト 

2008 年 5 月  Apria Healthcare、シニア・コーポレートカウンセ

ル 

2010 年 7 月  Apria Healthcare、アシスタント・ゼネラル・カウ

ンセル 

2014 年 5 月  Christie Digital Systems、アシスタント・ゼネラル・

カウンセル 

2017 年 4 月  Ushio America, Inc.、ヴァイス・プレジデント、ゼ

ネラル・カウンセル兼、コーポレート・セクレタ

リー（現任） 

2019 年 6 月  KA Imaging Inc.、社外取締役（現任） 

2020 年 2 月  米日カウンシル理事会、南カリフォルニア・サウ

スウエスト地区代表（現任） 

2020 年 10 月 Association of Corporate Counsel 南カリフォルニ

ア支部、ボード・オブ・ディレクター（現任） 

2021 年 4 月  ジャパン・ボード・ダイバーシティー・ネット

ワーク、チャーター・メンバー（現任） 

2021 年 5 月 Ushio Europe、ゼネラル・カウンセル（現任） 

0 株 

（注） １． 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 ２． 浅見氏、Gessner 氏、Graninger 氏、海野氏、Wilson 氏及び嶋田氏が社外取締役に就任

された場合、同氏らとの間で責任限定契約を締結する予定であります。なお、当該契

約に基づく賠償責任限度額は、法令が定める最低責任限度額と致します。 

 

【取締役候補とした理由】 

浅見明彦氏（以下「浅見氏」といいます。）は、株式会社富士銀行（現みずほ銀行）、ゴー

ルドマン・サックス証券株式会社、ドイツ証券株式会社、バークレイズ証券株式会社でシニ

ア・インベストメントバンカーとして勤務し、金融業界において 39 年以上の業務経験を有
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しています。また、東京大学協創プラットフォーム開発株式会社、ソフトバンク株式会社に

おいて、ベンチャーキャピタル投資やテクノロジー企業への投資に従事しています。 

コーポレート・ファイナンスのスキルを活かし、日本の大手企業のコーポレートアクショ

ンやディールについて長年にわたって助言を提供してきたほか、大規模なチームのマネジ

メントやジョイント・ベンチャーの立ち上げなど、優れた企業経営手腕を発揮してきまし

た。 

浅見氏は、当社の将来の成長に不可欠な M&A など投資案件の調達、適切な投資先の評

価、交渉に貢献することができます。また、当社が資金を投入したプライベートファンドに

おいて、当社の資金が最適な方法で投資されているかを監督することにも貢献することが

できます。当社は、M&A に関する社内の専門知識に乏しく、多額の M&A 予算があるにも

かかわらず完了した案件が多くありません。また、当社には買収額を適切に評価できる人材

が不可欠です。浅見氏の専門知識は、フジテックと株主の双方に、より大規模で変革的な

M&A を実行する確実性を高めてくれると考えます。また、ベンチャーキャピタルへの投資

経験もあり、最先端技術を活用するための技術投資や、競合他社に差をつけるためといった

技術投資にも力を発揮してくれると考えています。また、浅見氏は、フジテックが投下した

資金が最適な方法で活用されるように、フジテックが設立した SBI インベストメント株式

会社との私募ファンドへの投資をモニタリングすることへの貢献も期待できます。よって、

浅見氏は、コーポレート・ファイナンス、M&A、ベンチャーキャピタルの分野で豊富な経

験を有しており、当社の取締役として理想的な人物です。 

浅見氏は、早稲田大学で経済学の学士号を取得し、マサチューセッツ工科大学で MBA を

取得しており、日本語と英語に堪能です。 

 

Torsten Gessner 氏（以下「Gessner 氏」といいます。）は、Otis、Thyssenkrupp といったグ

ローバルのエレベーター事業者で豊富な業務経験、マネジメント経験を有しており、フジテ

ックの社外取締役候補者としては卓越した人材です。また、メンテナンス事業、モダニゼー

ションでは特に重要なサプライチェーン・マネジメントや製造管理の経験も豊富であり、当

社における直近の業績急落の原因となったサプライチェーン・マネジメント上の解決に貢

献することが期待できます。現在当社が十分に注力できていない、最も利益率の高いメンテ

ナンス事業に注力し、利益率を向上させるという事業戦略において適任の人物です。米国と

欧州での経験は、フジテックの国際的な成長の指針になると考えます。 

Gessner 氏は、ThyssenKrupp North America, Inc.の代表取締役会長兼 CEO として、売上高

120 億ドル、従業員数 24,000 人の事業体を率いてきました。地域間の調整と協力、従業員の

連携強化、事故率の低減により、トップライン売上 20%、純利益 3 倍以上の増加を達成し

た経験を有します。 

Gessner 氏の数十年にわたるエレベーター業界での経験と経営実績は、当社のグローバル

な成長を描く議論を主導できます。現在、このような経験に裏付けされたスキルを持つ独立

別紙④



15 

取締役がいない当社の取締役会において、Gessner 氏が独立性、リーダーシップ、指導力を

もたらし、会社の利益率の改善と成長に貢献します。 

Gessner 氏は、英語とドイツ語に堪能です。 

 

Clark Graninger 氏（以下「Graninger 氏」といいます。）は、金融業界で 30 年以上の業

務経験を持ち、上場企業（当時）のアプラス株式会社（新生銀行子会社）の代表取締役社長

や株式会社あおぞら銀行の常務執行役員などの要職を歴任してきた経験豊富なプロフェッ

ショナルです。現在は、東京に拠点を置く不動産テック SaaS であるウェルスパーク株式会

社（wealth-park.com）のフィンテック子会社であるウェルスパークキャピタル株式会社の常

務取締役を務めています。 

それまでは、Graninger 氏は、株式会社あおぞら銀行につとめ、常務執行役員個人営業部

門長として株式会社あおぞら銀行のリテール・バンキングを 7 年近く統括していました。ま

た、株式会社新生銀行において専務執行役員として法人向け銀行業務を統括しました。あら

ゆる不良債権投資を監督し、ストラクチャード・ファイナンス取引（ピーク時 50 億米ドル

規模）の責任者を務めました。また、経営委員会及び与信委員会のメンバーとして、当社の

ような製造業などの事業会社を含むすべての主要投融資案件の審査・決定を行いました。ア

プラス社では、CEO として 150 億米ドルのバランスシートの再構築を監督し、事業規模の

スリム化とコストの削減などのターンアラウンドを主導しました。 

Graninger 氏は、20 年にわたる金融業界でのキャリアの中で企業の金融取引を様々な形

で評価、審査する中で、数々の不祥事や創業者一族の影響力に基づく脆弱なガバナンスのシ

ナリオにも直面した経験があり、当社のガバナンスの改善に貢献することが期待できます。 

Graninger氏のコーポレート・ファイナンスの知見は、当社が成長のために M&A を検討

する際に役立つと考えられ、ガバナンスの知見はフジテックのガバナンスを改善すること

に、また、金融機関での経験は、フジテックが資本効率を改善して ROE を改善することに

資すると考えています。いずれのスキルもが、フジテックを守り、よりよいフジテックを築

き上げることを支えます。 

Graninger氏はミドルベリー大学で学士号、シカゴ大学ブース・スクールで MBA をそれ

ぞれ取得し、日本語と英語に堪能です。 

 

海野薫氏（以下「海野氏」といいます。）は 30 年以上の法務経験を有しているニューヨー

ク州の弁護士で、日本では外国法事務弁護士としての登録を受けています。Davis Polk、Paul 

Hastings、Jones Day、DLA Piper などの大手国際法律事務所で勤務し、資本市場とストラク

チャード・ファイナンス、M&A を始めとしたクロスボーダー金融・企業取引を取り扱って

きました。 

また、J.P.モルガン証券株式会社の社内弁護士として、法務・コンプライアンス部門の責

任者となり、同社におけるコーポレート・ガバナンス体制の構築や規制対応に携わりまし
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た。また、現在でも、マネーロンダリング防止や汚職・贈収賄防止などの規制やコンプライ

アンスに関するアドバイスを日本のクライアントに提供し続けています。このようなコー

ポレート・ガバナンスの推進への豊富な経験に基づいて、当社のコーポレート・ガバナンス

を日本最高のものとすることが期待できます。 

また、海野氏は、DLA Piper において、サステナビリティ及び ESG イニシアチブのアジア

担当リーダーであり、ケンブリッジ大学サステナビリティ・リーダーシップ研究所と共同

で、サステナビリティに沿ったガバナンスとリーダーシップに焦点を当てたグローバルプ

ロジェクト「Future of Boards」のワーキンググループメンバーでもあります。また、NPO 法

人の Lawyers for LGBT and Allies Network の理事、セカンドハーベスト・ジャパンの理事も

務めています。J.P.モルガン証券株式会社では、女性社員の登用と定着のためのタスクフォ

ースを率いた経験もあり、当社の ESG、多様性と女性活躍推進に大いに貢献できるものと

考えられます。 

海野氏はボウディン大学哲学科を首席（サマ・カム・ラウディ summa cum laude（所謂、

大学総代）及び、ファイ・ベータ・カッパ Phi Beta Kappa のメンバー）で卒業し、コロンビ

ア大学法科大学院で法学博士号を取得しています。 

日本語と英語に堪能です。 

 

Ryan Wilson 氏（以下「Wilson 氏」といいます。）は、当社と競合する Schindler、ThyssenKrupp

での豊富な経験を生かし、当社の利益率と成長性を高めるための新たなビジネス戦略の立

案に貢献することが期待できます。 

Wilson 氏は Schindler Elevator Corporation (Canada)において、買収先企業のターンアラウン

ドを行った実績があります。また、Schindler において 8 年のマネジメント経験の後、

Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. を 15 年以上率い、同社のサプライチェーンの再構築を実

現しました。当社の最近の利益率低下はサプライチェーンに大きく関係していると考えら

れるため、サプライチェーンの再構築の経験を有する取締役が不可欠であるところ、Wilson

氏はその豊富な経験を通じて当社に必要な戦略とビジョンをもたらし、高収益事業におけ

る当社の競争力を高めることができる貴重な人材です。また、Wilson 氏は社長就任後、低収

益性にあえいでいた Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. を過去最高の成長率で売上、利益と

もに成長させ、カナダ市場で 1 位にしました。また、サービスセンターへの投資や人材開発

を積極的に行い、Thyssenkrupp Elevator Canada Ltd. を世界的に見て非常に高い水準にまで、

サービスリテンション率、顧客満足度を引き上げた実績があります。当社は新設工事主導の

事業モデルが依然として続く中で、独立系サービス会社にメンテナンス契約を奪われてい

る状況にあり、Wilson 氏の Thyssenkrupp での経験が、当社の低いリテンション率の原因に

なっている、サービス網の再構築、サプライチェーンの見直しによって解決されるでしょ

う。 

Wilson 氏は、ブリティッシュ・コロンビア大学で経済学の学士号を、同大学で MBA を取
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得しており、英語に堪能です。 

 

嶋田亜子氏は、20 年以上にわたり、知財（知財戦略立案・知財ポートフォリオの最適化

管理等）、法務、規制、M&A およびガバナンスに関して、弁護士及び、経営戦略の専門家の

観点から経営陣に助言してきました。グローバル企業の経営に深く関与し、現在は Ushio 

America, Inc.のヴァイス・プレジデント、ジェネラルカウンセル及びコーポレートセクレタ

リーを務めています。M&A、不良資産、ガバナンスと経営陣の善管注意義務に関する問題

などを子会社管理の観点から長く取り組んできた経験があるほか、会社全体の知財、データ

プライバシー、規制、労務、コーポレートガバナンス、企業コンプライアンスへの対処に豊

富な経験を有しています。 嶋田氏は M&A 案件のリスクの特定、評価、その軽減に関して

深い専門知識を有しており、取締役会および経営幹部へ的確な進言を行い、ウシオ電機の数

百万ドル規模の M&A 案件を成功裏に完了させています。 嶋田氏は国際的な事業展開に伴

う事業上の課題へのアドバイスを経営陣に行うのみならず、事業上のチャンスを活かせる

ようにアドバイスしてきました。IAPP（International Association of Privacy Professionals）が

認定する CIPP/US（Certified Information Privacy Professional）の資格も有しています。 

知財戦略、グローバル M&A 戦略・エグゼキューション、国際的な企業のグループ経営、

リスクマネジメント、コンプライアンス、ガバナンス、顧客管理、規制当局対応、企業の危

機管理などの観点からフジテックに経営の助言を行うことが期待されています。 

現在、米日カウンシル理事会の南カリフォルニア・サウスウエスト地区の代表を務めてい

ます。より強固な日米関係を構築するために日米間の多様なリーダーを結びつけ、カウンシ

ルをサポートしています。 

ロヨラ大学シカゴ校ロースクールで法学博士号（Juris Doctor）を、ノースウェスタン大学

で学士号（Bachelor of Science）を取得し、ノースカロライナ大学チャペルヒル校でジャーナ

リズムを学びました。日本で生まれ育ち、米国でも教育を受けている彼女は、日本語と英語

のバイリンガルです。 

 

（４） 第 3 号議案ないし第 6 号議案について 

第 3 号議案 社外取締役の個人別の基本報酬の額決定の件 

第 4 号議案 社外取締役に対し事後交付型株式報酬の付与の件 

第 5 号議案 社外取締役に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件 

第 6 号議案 取締役（社外取締役を除く）に対し事後交付型株式報酬の付与の件 

 

ア．第 3 号議案ないし第 6 号議案に共通する提案理由 

第 3 号議案ないし第 5 号議案は、別途提案している新たな社外取締役の選任に関する

議案が少なくとも 1 名の候補者について承認可決されることを条件として、社外取締役

に対して付与する報酬について承認を求めるものです。 

削除: 6
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当社の取締役の報酬は、金銭報酬について、2022 年 6 月 23 日開催の第 75 期定時株主

総会において、年額 550 百万円以内（うち社外取締役につき年額 100 百万円以内）と承

認されており、さらに、2021 年 6 月開催の第 74 期定時株主総会において、社外取締役

を除く取締役に対し、譲渡制限付株式の付与のため、年額 1 億円以内（これにより発行又

は処分をされる当社の普通株式の総数は年 200,000 株以内）の金銭報酬債権を付与する

ことについて承認がなされています。 

しかし、当社の中長期的な企業価値の向上を図るためには、取締役会において多様性に

富んだ優秀な人材を確保するとともに、社外取締役を含む取締役が一体となって、企業価

値を高めるための戦略を策定し、必要な施策を積極果断に講じることが不可欠です。 

そこで、請求者は、上記報酬枠とは別に、社外取締役に対し、それぞれ、その役割に相

応しい基本報酬（第 3 号議案）、並びに、本臨時株主総会の開催日の翌日（午前零時）か

ら 3 年を経過する日までの間を対象期間とする中期インセンティブ報酬として、株価条

件の設定されていない事後交付型株式報酬（第 4 号議案）及び株価条件の設定された事後

交付型株式報酬（第 5 号議案）を付与することを提案いたします。 

これらの提案は、①グローバルの知見、経験、能力を有する独立取締役に相応しい総報

酬水準にすること、②社外取締役の報酬は、現金及び自社株により支給し、かつ、自社株

による支給の割合を、現金による支給と同程度とすること、③株式報酬は、3 年間のべス

ティング期間のみを設定し株価上昇を条件として付さない事後交付型株式報酬（RSU）と、

株価上昇を条件として付し、付与時の株価から 20％を上回った場合にベスティングが可

能となる RSU から構成されるが、株主価値創造を目指したコーポレート・ガバナンス改

革に対する役割を期待することから、株価条件を付した RSU の割合を大きく設定するこ

とが妥当（なお、RSU は、いわゆる一定の企業業績の達成条件を付した業績連動報酬型

株式報酬ではない。）との考えに基づくものです。第 3 号議案から第 5 号議案についてご

承認いただいた場合、1 人当たり、1 年当たりの現金報酬の額は 12,500 千円、株式報酬の

額は 10,833 千円、その合計額は 23,333 千円となります。 

第 6 号議案は、当社の社外取締役以外の取締役を対象として、本臨時株主総会終結後 3

年間を対象期間とする中期インセンティブ報酬として、株価条件の設定された事後交付

型株式報酬を付与することを提案するものです。 

 

イ．事後交付型株式報酬（RSU）の内容 

① 概要 

事後交付型株式報酬は、権利付与後一定期間を経過した後、一定の条件を満たすこと

を条件として、あらかじめ定めた数又はあらかじめ定めた算定方法により計算される数

の普通株式を交付する株式報酬です。 

当社は、ベスティング条件を充足することを条件として、権利を付与された取締役に

対し、権利付与日において定める交付株式数の当社普通株式を、ベスティング期間満了
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後に交付するものとします。 

② ベスティング条件 

ベスティング条件は、(A)権利付与日からベスティング期間の満了日まで継続して当

社取締役の地位を有すること、及び(B)ベスティング期間満了日前 20 日間の当社普通株

式の東京証券取引所の普通取引における終値の平均値が、権利付与日の前日の終値に対

して 20％以上上昇していることです（以下、(A)の在任条件のみをベスティング条件と

する事後交付型株式報酬を「株価条件を設定しない事後交付型株式報酬」といい、(A)の

在任条件及び(B)の株価条件をベスティング条件とする事後交付型株式報酬を「株価条

件付事後交付型株式報酬」といいます。）。 

ただし、社外取締役に対しては、上記ベスティング条件のうち株価条件を設定しない

事後交付型株式報酬と、株価条件付事後交付型株式報酬の 2 種類を付与するものとしま

す。 

ベスティング期間満了時において日本の非居住者である取締役については、当社普通

株式の交付に代えて、当該取締役に交付されるべき当社普通株式の数にベスティング期

間満了日前 20 日間の当社普通株式の東京証券取引所の普通取引における終値の平均値

を乗じた額の金銭を交付するものとします。 

ベスティング期間満了後における株式の交付は、交付されるべき当社普通株式の数に

応じ、現物出資に供するための金銭報酬債権を各取締役に支給し、各取締役が、当該金

銭報酬債権の全部を現物出資の方法により給付することにより、当社普通株式の割当て

を受ける方法により行うものとします。 

③ 権利付与日及びベスティング期間 

権利付与日は、本臨時株主総会の開催日の翌日（午前零時）とし、権利付与日から 3

年を経過する日までの間をベスティング期間とします。ただし、ベスティング期間の満

了前に意に反して取締役を解任され、又は取締役に再任する議案が株主総会において否

決された場合（法令違反その他本人の責めに帰する事由による解任等の場合は除き、以

下「非自発的退任」といいます。）には、当該時点をもってベスティング期間が満了した

ものとみなすものとします。 

なお、事後交付型株式報酬は、ベスティング期間である 3 年間の報酬として付与され

るものです。また、本提案に基づき事後交付型株式報酬が付与されるのは 1 度であり、

毎年又は数年おきに繰り返し権利が付与されるものではありません。 

④ 各取締役に対して交付する株式数（以下「交付株式数」といいます。） 

各取締役に対して交付する当社普通株式の数は、第 4 号議案ないし第 6 号議案におい

て承認可決された当該取締役にかかる「基準額」を、権利付与日の前日の東京証券取引

所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直

近取引日の終値。以下「基準株価」といいます。）で除して得た数（100 株未満の端数は

切り捨てる）とします。 
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ただし、非自発的退任の場合には、交付株式数は、基準額を基準株価で除し、これに

権利付与日から退任時までの在任月数（1 月未満の端数は切り上げる）を 36 で除して

得た数を乗じて得た数（100 株未満の端数は切り捨てる）とします。 

⑤ ベスティング期間満了後に付与する金銭報酬債権の額 

ベスティング条件を満たした各取締役に支給される金銭報酬債権の額は、交付株式数

に、当社普通株式の交付に係る当社取締役会決議の日の前営業日時点の東京証券取引所

における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近

取引日の終値）を乗じて算定します。 

⑥ 組織再編又は支配権の変動時の取扱い 

当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約、株式移転計

画等の組織再編、又は支配権の変更に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織

再編又は支配権の変更に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、

当社の取締役会）で承認され、ベスティング期間満了前にその効力が生じる場合は、当

該承認日をベスティング期間満了日とみなし、ベスティング条件を満たす取締役に対し

て、交付株式数の当社普通株式又はこれに代わる金銭を交付します。なお、金銭を交付

する場合には、当社普通株式に代わって金銭が交付されることとなる当該当社普通株式

に係る交付株式数にベスティング期間満了日前 20 日間の当社普通株式の東京証券取引

所の普通取引における終値の平均値を乗じた額の金銭を交付するものとします。 

 

ウ．第 3 号議案 社外取締役の個人別の基本報酬の額決定の件について 

本議案は、上記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

新たに選任される社外取締役について、個人別の基本報酬の額の決定を提案するもので

す。なお、本議案は、本株主総会の前から引き続き在任する社外取締役について、2023 年

3 月期にかかる基本報酬の額の変更を求めるものではありません。 

各社外取締役の基本報酬の額は、当社の企業価値向上を図るための経営戦略の策定、及

び経営陣に対する助言に、十分な時間を費やしていただくため、一人当たり、１事業年度

につき 12,500,000 円（新たに選任される社外取締役が 6 名である場合の総額は

75,000,000 円）といたしたいと存じます。 

 

エ．第 4 号議案 社外取締役に対し事後交付型株式報酬の付与の件について 

本議案は、上記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

社外取締役（新たに選任される社外取締役に限定されません。）に対し、以下のとおり株

価条件を設定しない事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。 

株価条件を設定しない事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。 

各社外取締役にかかる基準額は、一人当たり 12,500,000 円（社外取締役が 8 名となる

場合の総額は 100,000,000 円）とします。ただし、事後交付型株式報酬は、就任後 3 年間
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の職務執行の対価として付与されるものであるため、1 年当たり額は約 4,167 千円です。 

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数（100 株

未満の端数は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、社外取締役が 8 名となる場合

の基準額総額（100,000,000 円）を 2022 年 9 月 1 日から同年 11 月 30 日までの 3 ヶ月間

の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である

2,768 円で除した株式数（100 株未満の端数は切り上げ）である 36,200 株株以内とし、

基準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときは、当該上限数を各社外取締役の

基準額に対して比例的に配分します。 

 

オ．第 5 号議案 社外取締役に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与の件について 

本議案は、上記第 2号議案が少なくとも 1名の候補者について承認可決された場合に、

社外取締役（新たに選任される社外取締役に限定されません。）に対し、以下のとおり株

価条件付事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。なお、株価の上昇をベ

スティング条件とする趣旨は、株主との利益共有を一層強くすることを意図するもので

あり、一定の企業業績の達成を条件とする業績連動報酬を意図して付与するものではあ

りません。 

株価条件付事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。 

各社外取締役にかかる基準額は、現金による基本報酬の額の 160%に相当する、一人当

たり 20,000,000 円（社外取締役が 8 名となる場合の総額は 160,000,000 円）とします。

ただし、事後交付型株式報酬は、就任後 3 年間の職務執行の対価として付与されるもので

あるため、1 年当たり額は約 6,667 千円です。 

また、各社外取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数（100 株

未満の端数は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、社外取締役が 8 名となる場合

の基準額総額（160,000,000 円）を 2022 年 9 月 1 日から同年 11 月 30 日までの 3 ヶ月間

の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である

2,768 円で除した株式数（100 株未満の端数は切り上げ）である 57,900 株以内とし、基

準額を基準株価で除して得た数がこれを超えるときは、当該上限数を各社外取締役の基

準額に対して比例的に配分します。 

 

カ．第 6 号議案 取締役（社外取締役を除く）に対し株価条件付事後交付型株式報酬の付与

の件について 

本議案は、当社取締役（社外取締役を除く。以下、本議案において同じ。）に対し、以

下のとおり株価条件付事後交付型株式報酬を付与することを提案するものです。 

株価条件付事後交付型株式報酬の内容は上記のとおりです。 

各取締役にかかる基準額は、2022 年度における各取締役の基本報酬の額と同額としま

す。ただし、その総額は 146,000,000 円以内とし、2022 年度における各取締役の基本報
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酬の額の総額がこれを超えるときは、当該上限額を各取締役の基本報酬の額に対し比例

的に配分します。総額を 146,000,000 円以内とした理由は、2022 年度の取締役の基本報

酬の総額は開示されていないものの、2021 年度の取締役の基本報酬の総額は 145 百万円

であることが開示されていることから、2022 年度の取締役の基本報酬の額もほぼ同水準

であろうと推定し、その総額と同水準の総額の基本報酬を付与する前提に立ち、

146,000,000 円が総額の上限額として妥当と考えたからです。 

各取締役にかかる交付株式数は、基準額を基準株価で除して得た数（100 株未満の端数

は切り捨てる）とします。ただし、その総数は、基準額の総額の上限である 146,000,000

円を 2022 年 9 月 1 日から同年 11 月 30 日までの 3 ヶ月間の株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値のうち最低額である 2,768 円で除した株式数（100

株未満の端数は切り上げ）である 52,800 株以内とし、基準額を基準株価で除して得た数

がこれを超えるときは、当該上限数を各取締役の基本報酬の額に対して比例的に配分し

ます。 

本提案時点における対象となる取締役の人数は 3 名です。 

 

（５） よって、請求者は、当社に対し、可能な限り速やかに臨時株主総会を招集するよう請求する

とともに、その臨時株主総会の招集にあたっては上記の株主総会の目的事項及びその議案

の要領を株主に通知するよう請求いたします。 

草々 

 

 

 

 

別紙④
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